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第１章 計画の目的と位置づけ 
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１ 計画の目的 

 
函館市では，市営住宅等における⻑期的な維持管理の実現と更新コストの削減を目指すため，

平成18(2006)年度に改訂した「函館市公営住宅等ストック総合活用計画」と統合する形で平成
25(2013)年度から令和４(2022)年度を計画期間とする「函館市公営住宅等⻑寿命化計画」（以
下，「前計画」という。）を策定し，市営住宅等の建替えや改善など計画的に整備等を進めてき
ました。 

しかし，昭和40年代から50年代に大量供給した市営住宅等の老朽化・陳腐化が進んでいるほ
か，急速に進む人口・世帯の減少，高齢化・少子化の進行など喫緊の課題もあり，今後も厳しい
財政状況下において計画的な建替え，用途廃止の実施，機能向上を目的とした改善による建物の
⻑寿命化，建物の修繕周期を⾒込んだ老朽化予防の計画的な修繕を行っていく必要があります。 
 

⼀⽅，国では，公営住宅等における予防保全的管理および⻑寿命化に資する改善を推進してい
くため，平成21(2009)年に「公営住宅等⻑寿命化計画策定指針」（以下，「旧指針」という。）
を策定し，その後，住⽣活基本計画（全国計画）の改定やインフラ⻑寿命化基本計画の策定等，
政府全体の取組の動向を踏まえ，「公営住宅等⻑寿命化計画策定指針（改定）」（以下，「策定
指針」という。）を平成28(2016)年に策定しました。 
 

このような背景を踏まえ，将来的な住宅需要を⾒通すとともに，効率的かつ効果的な市営住宅
等ストックの再編と⻑期的な維持管理の計画によりライフサイクルコストの縮減を進めることを
目的に，令和５(2023)年度を始期とする「函館市公営住宅等⻑寿命化計画」（以下，「本計画」
という。）を策定します。 
 

２ 計画の位置づけ 

 
本計画は，「函館市基本構想」を上位計画

とし，住宅施策に関する基本計画である「函
館市住宅マスタープラン（住⽣活基本計
画）」および公共施設等の管理⽅針である
「函館市公共施設等総合管理計画」の考え⽅
や⽅針に基づき，函館市の市営住宅等に関す
る分野別計画として策定します。 

 
 
 

                                                                                                               
                                                                                                                        

                                                                           図１－１ 計画の位置づけ 
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３ 計画の期間 

 
本計画は，令和５(2023)年度から令和14(2032)年度までの10年間を計画期間とします。 
なお，５年目に中間⾒直しを実施するほか，社会経済情勢の変化や計画の進捗状況を踏まえ，

計画期間内であっても適宜⾒直しを行います。 
また，⻑期的な視点から市営住宅等の⽅向性を検討するため，令和15(2033)年度から令和

24(2042)年度までの10年間を⾒通し期間とします。 
 

４ 計画の対象 

 
本計画の対象は，右図に示す函館市全域と

し，以下に示す公営住宅50団地391棟4,818⼾，
借上市営住宅※１12団地12棟332⼾，改良住宅※２

12団地21棟758⼾，単身老人住宅※ ３１団地16
⼾，特定公共賃貸住宅４団地４棟70⼾の計79団
地428棟5,994⼾とします。 
 
 

 
 

表１－１ 計画の対象 

 
※１：借上市営住宅は，公営住宅法第２条第２号に基づくため，本来「公営住宅」に含まれるものだ 

が，本計画では分けて掲載するものとする。 
※２：湯浜改良団地は，湯浜団地１号棟に含まれているため，改良住宅の住棟数から除く。 
※３：単身老人住宅は，湯浜団地２・３号棟に含まれているため，住棟数から除く。 

出典︓函館市（令和４(2022)年度末） 
  

団地数 棟数 ⼾数 概要

公営住宅 50 391 4,818
公営住宅法第２条第２号に基づき，住宅に困窮する低額所得者
に対し低廉な家賃で供給する住宅

12 12 332
公営住宅として低額所得者に転貸し供給するため，⺠間事業者
が建設した賃貸住宅を期限付きで借り上げた住宅

改良住宅 12 21 758
住宅地区改良法第17条第１項に基づき，住宅地区改良事業の
施行に伴い，住宅を失うこととなる従前の居住者のために建設
された住宅

単身老人住宅 1 16 単身老人に賃貸するため，市が独自に建設した住宅
市営住宅 計 75 424 5,924

4 4 70
特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律第18条第１項に
基づき，中堅所得者層を対象に賃貸する住宅

79 428 5,994

住宅区分

特定公共賃貸住宅

借上市営住宅市
営
住
宅

市
営
住
宅
等

市営住宅等 計

図１－２ 計画の対象範囲 
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５ 上位関連計画 

 
⑴ 住⽣活基本計画（全国計画） 

計画期間 令和３(2021)年度〜令和12(2030)年度 
３つの視点と
８つの目標 

 
 

１ 「社会環境の変化」の視点 
目標１ 「新たな日常」やDX※の進展等に対応した新しい住まい⽅の実現 
目標２ 頻発・激甚化する災害新ステージにおける安全な住宅・住宅地の形成

と被災者の住まいの確保 
２ 「居住者・コミュニティ」の視点 

目標３ 子どもを産み育てやすい住まいの実現 
目標４ 多様な世代が支え合い，高齢者等が健康で安心して暮らせるコミュニ

ティの形成とまちづくり 
目標５ 住宅確保要配慮者が安心して暮らせるセーフティネット機能の整備 
    福祉政策と⼀体となった住宅確保要配慮者の入居・⽣活支援 

３ 「住宅ストック・産業」の視点 
目標６ 脱炭素社会に向けた住宅循環システムの構築と良質な住宅ストックの

形成 
目標７ 空き家の状況に応じた適切な管理・除却・利活用の⼀体的推進 
目標８ 居住者の利便性や豊かさを向上させる住⽣活産業の発展 

居住面積水準 
（参考） 

【⼀般型誘導居住面積水準】 
①単身者 55 ㎡ 
②2 人以上の世帯 25 ㎡×世帯人数＋25 ㎡ 

【都市居住誘導居住面積水準】 
①単身者 40 ㎡ 
②2 人以上の世帯 20 ㎡×世帯人数＋15 ㎡ 

【最低居住面積水準】 
①単身者 25 ㎡  
②2 人以上の世帯 10 ㎡×世帯人数＋10 ㎡ 

※DX (デジタルトランスフォーメーション)：デジタルの技術を浸透させることで人々の⽣活 
をより良いものへと変革すること 
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⑵ 北海道住⽣活基本計画 
計画期間 令和３(2021)年度〜令和12(2030)年度 

３つの視点と
９つの目標 

 
※関連施策は，

公営住宅に 
関連するも 
のを抜粋 

１ 「居住者」からの視点 
目標１ 安定した暮らしにつながる住まいの確保 
（関連施策）単身暮らしを可能とする地域定着支援 
      公的賃貸住宅の整備・活用 
      ユニバーサルデザインの視点に立った公営住宅等の整備 
目標２ 子育てしやすく，住み続けられる暮らしの実現 
（関連施策）公営住宅における子育て支援住宅の整備 
目標３ 多様でいきいきと暮らせる住⽣活の実現 
（関連施策）多様な住まい・暮らしに対応した公営住宅等の活用検討 

２ 「防災・まちづくり」からの視点 
目標４ 安全安心で災害に強い住⽣活の実現 
（関連施策）災害対応拠点機能等を備えた公営住宅等の整備 
      災害公営住宅・改良住宅の整備支援 
目標５ 持続可能でにぎわいのある住環境の形成 
（関連施策）公営住宅等の集約建替 
目標６ つながりと⽣きがいを創出できる地域コミュニティの形成 
（関連施策）公営住宅における⽣活支援機能等の整備 
      公営住宅等における世代間交流の促進 

３ 「住宅ストック・事業者」からの視点 
目標７ 脱炭素社会の実現に向けた持続可能で豊かに暮らせる良質な住宅

ストックの形成・循環 
（関連施策）脱炭素社会の実現に向けた良質な住宅ストックの形成 

       地域材を利用した住宅の普及促進 
目標８ 地域の活性化につながる空き家の解消 
目標９ 活力ある住⽣活関連産業の振興 
（関連施策）住宅分野におけるＤＸの推進 

居住面積水準 
（参考） 

【⼀般型誘導居住面積水準】 
①単身者 57.4㎡ 
②2 人以上の世帯 26.3 ㎡×世帯人数＋26.1 ㎡ 

【都市居住誘導居住面積水準】 
①単身者 42.0 ㎡ 
②2 人以上の世帯 21.2 ㎡×世帯人数＋15.8 ㎡ 

【最低居住面積水準】 
①単身者 25 .0㎡ 
②2 人以上の世帯 10.0 ㎡×世帯人数＋10.0 ㎡ 
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⑶ 函館市公共施設等総合管理計画 
計画期間 平成28(2016)年度〜令和７(2025)年度 
基本方針 【基本⽅針】 

必要な施設機能の維持に配慮しながら保有総量の縮減を図る。 
計画的に施設の点検や修繕を実施し，⻑寿命化を図る。 
施設の耐震化や安全性の確保を図る。 

１ 施設保有総量縮減の推進 
・施設の統廃合および複合化：維持管理および更新に伴う経費の縮減 
・施設保有総量の縮減目標：39,000㎡ 

２ 施設の維持管理，修繕および更新等の推進 
 ・施設の維持管理および⻑寿命化：ライフサイクルコストの縮減による財政負

担の軽減 
 ・個別施設計画等を踏まえた更新経費の⾒込み 
 ・PPP／PFI⼿法の導入：⺠間の技術やノウハウ，資⾦等活用による財政負担

の軽減を検討 
 ・ユニバーサルデザイン化の推進 
 ・脱炭素化の推進 
３ 耐震化の推進および安全性の確保 
 ・耐震診断を実施し，耐震補強が必要な施設について耐震改修を実施 
 ・老朽化により今後の利用を⾒込めない場合，速やかに用途廃止し順次，解体等 

 
⑷ 函館市住宅マスタープラン（住⽣活基本計画） 

計画期間 令和５(2023)年度〜令和14(2032)年度 
基本目標と 

施策 
【基本目標１】ひとの視点 

誰もが安心・安全に暮らし続けることができる住まいの実現 
施策１ 若者・子育て世帯の安心・安全な暮らしづくり 
施策２ 高齢者・障がい者等の安心・安全な暮らしづくり 
施策３ 住宅セーフティネット機能の向上 
施策４ 災害に強い住環境の形成 
施策５ 住まいに対する多様なニーズへの対応 

【基本目標２】いえの視点 
次世代に継承できる住宅ストックの形成 
施策６ 環境に配慮した良質で安全な住宅ストックの形成 
施策７ マンションの適正管理の促進 
施策８ 市営住宅等の⻑寿命化の推進 

【基本目標３】まちの視点 
まちづくりと連携した快適で魅力ある住環境の形成 
施策９ 快適で住みやすい住環境の形成 
施策10 歴史を活かしたまちの魅力向上 

 



 

１ 市営住宅等を取り巻く現状 
２ 市営住宅等を取り巻く課題 

第２章 市営住宅等を取り巻く現状と課題 
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１ 市営住宅等を取り巻く現状 

 
１−１ 人口・世帯・住宅の動向 

 
⑴ 人口 

函館市の人口は，昭和55(1980)年をピークに減少し，令和２(2020)年では251,084人とな
っており，令和７(2025)年以降も減少が続く⾒込みです。 

年齢３区分別人口は，0〜14歳，15〜64歳は総人口と同様に昭和55(1980)年をピークに減
少しています。なお，65歳以上は昭和50(1975)年より以前から増加を続けていましたが，令
和２(2020)年をピークに減少に転じると予測されています。 

要支援・要介護認定者数は，平成26(2014)年から19,000人を超え，令和２(2020年)で19,717人
となっています。障がい者数は，平成26(2014)年以降，ほぼ横ばいの傾向となっており，令和２
(2020)年で18,519人となっています。 

 
※令和２（2020）年までの総⼈⼝は，年齢不詳を含む数を⽰します。 

出典︓実績は国勢調査（昭和50(1975)年〜令和２(2020)年）， 
                   推計は国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の地域別将来推計⼈⼝（平成30(2018)年推計）」 

図２－１ ⼈⼝の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

        出典︓函館市統計書（各年度末時点）             出典︓函館市統計書（各年度４月１⽇時点） 
    図２－２ 要支援・要介護認定者の推移            図２－３ 障がい者数の推移 
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⑵ 世帯 
⼀般世帯数は，平成17(2005)年の128,132世帯をピークに減少し，平均世帯人員は，昭和

55(1980)年の2.97人から令和２(2020)年には1.98人となっており，単独世帯が増加しています。 
また，６歳未満，18歳未満の子どものいる世帯は減少が続く⼀⽅，65歳以上の高齢者のいる世

帯が増加しています。 

 

  

 
出典︓国勢調査（平成２(1990)年〜令和２(2020)年） 

図２－６ 家族類型別世帯数の推移 
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出典︓実績は国勢調査（昭和50(1975)年〜令和２(2020)年），
推計は住宅確保要配慮者世帯数推計支援プログラム 

（国⼟交通省国⼟技術政策総合研究所） 

図２－４ 一般世帯数と平均世帯⼈員の推移 

出典︓国勢調査（平成7(1995)年〜令和２(2020)年）

図２－５ 子どものいる世帯と高齢世帯の推移 
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住宅の所有関係別世帯数をみると，借家（公営，⺠営等）に住む世帯数は，令和２(2020)
年では50,407世帯となっており，平成17(2005)年以降，減少しています。 

公営住宅の入居資格を有する世帯数は，令和２(2020)年では22,406世帯と推計され，今後，
減少する予測となっていますが，⼀般世帯に占める割合は現状とほぼ変わらずに推移します。 

住宅確保要配慮者の世帯属性別の推計では， 高齢単身世帯と高齢夫婦のみ世帯は，18歳
未満の子どものいる世帯とその他の世帯と比べ，世帯全体として減少する予測となっていますが，
減少が緩やかで，今後，全体に占める割合が増加すると⾒込まれます。  

 
 
 
 
 
 
 

 

   
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典︓函館市（住宅確保要配慮者世帯数推計支援プログラム 

（国⼟交通省 国⼟技術政策総合研究所）により推計 

図２－８ 公営住宅の⼊居資格を有する世帯数の推計 

出典︓国勢調査（平成7(1995)年〜令和２(2020)年） 

図２－７ 住宅所有関係別世帯数の推移 

出典︓函館市（住宅確保要配慮者世帯数推計支援プログラム 

（国⼟交通省 国⼟技術政策総合研究所）により推計 

図２－９ 住宅確保要配慮者の世帯属性別の推計 
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⑶ 空家 
賃貸用の空家は増加傾向にある⼀⽅で，世帯数は減少しています。今後，賃貸用の空家

はさらに増加することが⾒込まれます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典︓住宅・⼟地統計調査（平成5(1993)年〜平成30(2018)年） 

図２－１０ 空家数と空家率の推移 

 
１―２ 市営住宅等の状況 

 
⑴ 管理状況 

函館市では，令和４(2022)年度末時点において，公営住宅が50団地4,818⼾，借上市営住
宅が12団地332⼾，改良住宅が12団地758⼾，単身老人住宅が１団地16⼾，特定公共賃貸住
宅が４団地70⼾の計79団地5,994⼾を管理しています。 

そのほか，北海道所管の道営住宅は，25団地1,728⼾が管理されています。 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
出典︓函館市（令和４(2022)年度末） 

                              北海道（令和４(2022)年４月時点） 

 

図２－１１ 公営住宅等の管理状況 
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表２－１ 団地一覧 
   

 
 

No 団地名 竣工年度 構造・階数 棟数 ⼾数 No 団地名 竣工年度 構造・階数 棟数 ⼾数

1 ⻘柳団地 H2 中耐4 1 27 1 函館弁天いぶき荘 H15 高耐6 1 25

2 旭町団地 S52 高耐7 1 49 2 ウエストプラザ基坂 H13 高耐6 1 15

3 松川団地 S25〜S27 中耐4 3 72 3 ベイコート末広 H14 高耐8 1 14

4 港２丁目団地 H6〜H7 高耐6 2 130 4 シーサイドテラス日和坂 H12 高耐8 1 22

5 港３丁目B団地 S48 中耐4 1 24 5 グランシア大手町 H13 高耐7 1 21

6 大川団地（１・２号棟） R3〜R4 中耐3 2 68 6 A-サム サカエ H14 中耐5 1 40

S62〜S63 4 84 7 リバ東雲 H17 高耐10 1 46

H1〜H5 16 308 8 コンフォート東雲町 H16 高耐11 1 40

8 田家B団地 S31〜S33 簡2 10 58 9 カーサミア大森 H15 高耐8 1 22

9 深堀団地 S56〜S61 中耐4,5 11 227 10 メゾン松風 H12 高耐6 1 18

10 湯浜団地 S49〜S51 高耐7 3 223 11 クレストコート松風 H18 高耐9 1 24

11 花園団地 H6〜H12 高耐6,14 10 496 12 メゾン若松 H19 高耐10 1 45

12 日吉３丁目団地 H12〜H22 中耐4,5 11 392 12 332

S43〜S48 簡平,簡2 76 352

S44〜S51 中耐4 37 784

14 旭岡団地 S52〜S62 中耐4 31 592 No 団地名 竣工年度 構造・階数 棟数 ⼾数

15 中道２丁目団地 S43〜S47 簡平,簡2 34 142 1 湯浜単身老人住宅（2・3号棟） S49 高耐7 (2) 16

16 本通団地 S51〜S52 中耐4 2 48 16

17 鍛治２丁目団地 S49〜S51 中耐4 9 200 ※湯浜単身⽼⼈住宅は，湯浜団地２・３号棟に含まれている

18 美原１丁目団地 S54 高耐8 1 46

265 4,322 298 5,428

【旧市域（改良住宅）】

No 団地名 竣工年度 構造・階数 棟数 ⼾数

1 弁天改良団地 S44 中耐5 1 50

2 大町改良団地 S47 中耐5 1 24

3 豊川改良団地 S45 中耐5 1 30

4 松川改良団地 S54 中耐5 1 19

5 港３丁目改良団地 S41〜S42 簡2，中耐4 5 48

6 宮前改良団地 S55 中耐5 1 24

7 日乃出改良団地 S48〜S49 高耐7 2 194

8 本町改良団地 S47 中耐5 2 48

9 五稜郭改良団地 S44〜S46 中耐5 5 130

10 駒場改良団地 S53 高耐7 1 63

11 湯浜改良団地（１号棟） S49〜S51 高耐7 (1) 112

12 本町モデル団地 S59 中耐5 1 16

21 758
※湯浜改良団地は，湯浜団地１号棟に含まれている

7 田家A団地 中耐4,5

〇市営住宅（公営住宅，借上市営住宅，改良住宅，単身老人住宅）

【旧市域（借上市営住宅）】

【旧市域（単身老人住宅）】

小計 12団地

【旧市域（公営住宅）】

湯川団地13

小計 12団地

18団地 旧市域市営住宅計小計 43団地

1団地小計

（参考）借上市営住宅再借上契約期限一覧

メゾン松風 R12 18

シーサイドテラス日和坂 R12 22

グランシア大手町 R13 21

ウエストプラザ基坂 R13 15

ベイコート末広 R14 14

A-サム サカエ R14 40

函館弁天いぶき荘 （R15） 25

カーサミア大森 （R15） 22

コンフォート東雲町 （R16） 40

リバ東雲 （R17） 46

クレストコート松風 （R18） 24

メゾン若松 （R19） 45

計 332
※（ ）内は再借上契約を⾏った場合

管理
⼾数

再借上
契約期限

団地名
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出典︓函館市（令和４(2022)年度末） 

 

 

 

 

 

【⼾井地区（公営住宅）】 【南茅部地区（公営住宅）】

No 団地名 竣工年度 構造・階数 棟数 ⼾数 No 団地名 竣工年度 構造・階数 棟数 ⼾数

S52〜S63 簡平,簡2 3 13 1 八木川団地 S45 簡平 4 16

2 弥生団地 S43 簡平 2 8

3 カラマツ団地 H6〜H10 準2，耐2 5 20

2 釜谷町団地 S47 簡平 2 6 4 アカシア団地 S42 簡平 2 12

3 釜谷東団地 S58 簡2 2 8 5 見晴台団地 S53〜S62 簡2 4 16

4 汐首町団地 S49 簡平 2 8 6 川汲緑ヶ丘団地 H4〜H5 簡2，準2 2 12

5 弁才町団地 S39 簡平 1 4 7 白樺団地 S43 簡平 2 8

6 浜町東団地 S44 簡平 4 16 S52〜S54 簡2 2 8

7 東浜町団地 S47 簡平 3 10 H9〜H11 耐2 3 16

8 浜町⻄団地 H5〜H7 準2 3 20 9 アスナロ団地 S40〜S43 簡平 7 26

9 ⼾井沢団地 S43〜S44 簡平 4 16 10 はまゆり団地 S41 簡平 3 10

32 137 36 152

【恵山地区（公営住宅）】 126 496

No 団地名 竣工年度 構造・階数 棟数 ⼾数

1 豊浦団地 H6〜H7 準2 2 12 424 5,924

2 中浜団地 S55〜S62 簡平,簡2 4 14

3 女那川第２団地 S44〜S45 簡平 3 12 〇特定公共賃貸住宅
4 川上団地 S46〜S51 簡平 11 44 【旧市域】

5 日ノ浜第１団地 S37〜S54 簡平 4 12 No 団地名 竣工年度 構造・階数 棟数 ⼾数

6 日ノ浜第２団地 S41〜S52 簡平 11 37 1 豊川団地 H9 高耐6 1 32

7 日ノ浜第３団地 S56 簡平 4 8 2 弥生団地 H10 中耐3 1 30

S58 2 5 2 62

H4 1 4

9 恵山第２団地 S42 簡平 2 6 【⼾井地区】

10 恵山第３団地 S48〜S54 簡平 5 20 No 団地名 竣工年度 構造・階数 棟数 ⼾数

49 174 1 小安⻄団地 H8 準2 1 4

1 4

【椴法華地区（公営住宅）】

No 団地名 竣工年度 構造・階数 棟数 ⼾数 【南茅部地区】

1 新八幡町団地 H3〜H4 簡2 3 8 No 団地名 竣工年度 構造・階数 棟数 ⼾数

2 新浜町団地 S55〜S62 簡平 5 17 1 川汲緑ヶ丘団地 H7 耐2 1 4

3 銚子団地 H20 耐2 1 8 1 4

9 33

4 70

〇市営住宅等（市営住宅，特定公共賃貸住宅）
428 5,994

H9〜H20
準平,準2
耐平,耐2

8 36

10団地9団地

簡平

東部地区市営住宅計 32団地

75団地

2団地

市営住宅計

1 小安⻄団地

79団地

4団地

1団地

小計

特定公共賃貸住宅計

市営住宅等計

小計

小計

3団地

10団地

小計

小計

8 東海団地

1団地

8 恵山第１団地
小計

小計

   耐用年限  
・簡平：簡易耐火構造平屋建て ・耐平：耐火構造平屋建て  構 造 耐用年限 
・簡２：簡易耐火構造２階建て ・耐２：耐火構造２階建て  耐火構造 70 年 
・準平：準耐火構造平屋建て ・中耐：中層耐火構造（３〜５階建て）  準耐火構造／簡２ 45 年 
・準２：準耐火構造２階建て ・高耐：高層耐火構造（６階建て以上）  木造／簡平 30 年 
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⑵ 耐用年限の経過状況 
耐用年限の経過状況をみると，令和４(2022)年度時点において，耐用年限の1/2を経過し

ているものは357棟4,079⼾であり，棟数でみると全体の約８割，⼾数でみると全体の約７割
を占めています。そのうち，耐火構造の住棟について，耐用年限の1/2となる築35年以上
（昭和60(1985)年以前）経過しているものは118棟3,059⼾であり，棟数でみると全体の約３
割，⼾数でみると全体の約５割を占めています。 

また，耐用年限を経過しているものは217棟973⼾であり，棟数でみると全体の約５割，
⼾数でみると全体の約２割となっています。本計画期間末の令和14(2032)年度では，このま
ま建替や除却を行わない場合，耐用年限を経過するものは225棟1,007⼾になる⾒込みです。 

地区別の耐用年限の経過状況をみると，東部地区で耐用年限を経過している⼾数の割合が多く
なっています。 

 
                                  出典︓函館市（令和４(2022)年度末） 

図２－１２ 竣⼯年度別・構造別の供給棟数・⼾数 

 
出典︓函館市（令和４(2022)年度末） 

図２－１３ 住宅種別・地区別耐⽤年限経過⼾数 
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前計画で用途廃止を予定していた簡平・簡２の団地は，耐用年限を経過し，政策空家※と
しているため，空家率が高くなっています。 

今後，計画期間の10年間で８棟34⼾と，⾒通し期間の10年間で49棟867⼾が，耐用年限を
経過します。 

浴室が未設置の団地は，いずれも空家率が30％以上と高くなっています。  
※用途廃止に向け，空家になっても入居者募集を行わず管理している住⼾ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

※住棟が複数ある団地は最も古い住棟の耐⽤年限経過年，赤字は前計画で⽤途廃止を予定し， 
政策空家としている団地，緑丸は浴室が未設置の団地（一部住棟の未設置も含む）を⽰す。 

          ※網掛けは，空家率30％以上かつ⾒通し期間末までに耐⽤年限経過の範囲を⽰す。 
                                                                                     出典︓函館市（令和４(2022)年６月） 

図２－１４ 団地別の耐⽤年限経過と空家率の状況 
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⑶ 劣化状況 
劣化状況調査の結果，半数以上の建物で１〜５年以内に対応が必要（評価A，B）な劣化がみ

られます。 
特に，早急な対策が必要なもの（評価A）は，屋根（置き屋根）が約３割で最も多く，次いで

外壁（壁体）となっています。 

 
  

 
調査時点︓令和４(2022)年７月〜８月 

図２－１５ 劣化状況評価 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図２－１６ 主な劣化状況 
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⑷ 住⼾規模 
間取りは，２DKが約３割で最も多く，次いで３DK，３LDK，２LDKの順となっています。 
住⼾面積は，60㎡〜70㎡未満が約３割で最も多く，次いで40〜50㎡未満，50〜60㎡未満の順

となっています。 
 

 
出典︓函館市（令和４(2022)年度末）          出典︓函館市（令和４(2022)年度末） 

図２－１７ 間取り               図２－１８ 住⼾⾯積 
 

 

⑸ 浴室の設置状況 
浴室の設置状況は，改良住宅で約７割，次いで公営住宅で約３割の住⼾が未設置となっており，

いずれも築40年以上の住棟となっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓函館市（令和４(2022)年度末） 
図２－１９ 浴室の設置状況 
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⑹ エレベーターの設置状況 
エレベーターの設置状況（３階未満，階段室型の住棟，法規上で設置不可の⻘柳団地を除く）

は，全て設置となっています。 

 
                                出典︓函館市（令和４(2022)年度末） 

図２－２０ エレベーターの設置状況 
（３階未満，階段室型の住棟，法規上で設置不可の⻘柳団地を除く） 

⑺ 灯油配管の設置状況 
灯油配管の設置状況（⻘柳団地以外の３階未満，廊下型の住棟を除く）は，公営住宅で約６割

が未設置，改良住宅で２棟が未設置となっています。 

 
                                                                                               出典︓函館市（令和４(2022)年度末） 

図２－２１ 灯油配管の設置状況 
（⻘柳団地以外の３階未満，廊下型の住棟を除く） 

⑻ 階段室手すりの設置状況 
階段室⼿すりの設置状況は，公営住宅の約２割が未設置，改良住宅で５棟が未設置となってい

ます。 

 
出典︓函館市（令和４(2022)年度末） 

図２－２２ 階段室手すりの設置状況 
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１―３ 入居者の状況 
 
⑴ 入居状況 

入居率は，令和４(2022)年６月時点で約７割となっています。 
建築年代別では，昭和35(1960)年より前に建築された築60年越えのもので約７割，昭和

36(1961)年〜昭和45(1970)年に建築された築50年越えのもので約５割が空家（⼀般空家・政策
空家）となっています。 

住⼾規模別では，55㎡以下は約４割が空家（⼀般空家・政策空家）となっており，そのうち昭
和49(1974)年以前の住⼾が大半を占めています。 

※入居状況は，大川団地2号棟（33⼾）を除く。以下同じ。 

  
出典︓函館市（令和４(2022)年６月） 

図２－２３ ⼊居状況 

 
出典︓函館市（令和４(2022)年６月） 

図２－２４ 建築年代別の⼊居状況 

 
出典︓函館市（令和４(2022)年６月） 

図２－２５ 住⼾規模別の⼊居状況  
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⑵ 入居者の年齢 
入居者の年齢は，65歳以上が約６割を占めています。 

 
出典︓函館市（令和４(2022)年６月） 

図２－２６ ⼊居者の年齢 
 

⑶ 入居世帯人員 
入居世帯人員は，１人世帯が約５割で最も多く，次いで２人世帯が約３割となっており，合わ

せて約９割を占めています。 

 
出典︓函館市（令和４(2022)年６月） 

図２－２７ ⼊居世帯⼈員 
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高齢者(65歳以上）が

いる世帯,

3,230世帯,

73.6%

高齢者(65歳以上）が

いない世帯,

1,160世帯,

26.4%

18歳未満の子どもが

いる世帯,

349世帯,

7.9%

18歳未満の子どもが

いない世帯,

4,041世帯,

92.1%

収入超過世帯,

238世帯,

5.4%

一般世帯,

4,152世帯,

94.6%

⑷ 入居世帯の属性 
入居世帯の属性は，65歳以上の高齢者がいる世帯が約７割となっている⼀⽅で，18歳未満の子供が

いる世帯は約１割となっています。 
また，収入超過世帯は１割未満となっています。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

出典︓函館市（令和４(2022)年６月） 
図２－２８ ⼊居世帯属性別の⼊居状況 

 
１−４ 公募の状況 

入居要件別の公募倍率は，平成28(2016)年度から令和３(2021)年度までの６年間で，単身や２
人世帯用，高齢者・障がい者用の住⼾が，いずれも10倍以上と高く推移し，特に単身世帯用の住
⼾が突出して高くなっています。 

⼀⽅で，東部地区では，入居希望世帯が極端に少ないことから，令和元(2019)年度から随時募
集化しており，年間の新規入居世帯数は４世帯〜13世帯で，３年間の平均は８世帯となっていま
す。 

 
 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 出典︓函館市（各年度末） 
図２－２９ ⼊居要件別の公募倍率（旧市域） 
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１−５ 前計画の事業の実施状況 
前計画の計画期間（平成25(2013)年〜令和４(2022)年）に予定していた建替・改善・用途廃止

の事業の実施状況は以下のとおりです。 
 

⑴ 建替事業 
建替事業は，大川団地の計４棟172⼾の建設を進めており，令和３(2021)年度に１号棟35⼾，

令和４(2022)年度に２号棟33⼾が竣工しました。今後，令和５(2023)年度に３号棟62⼾，令和６
(2024)年度に４号棟42⼾が竣工する予定です。 

また，大川団地への集約により，令和５(2023)年度に松川団地の３棟72⼾，令和６(2024)年度
に田家Ｂ団地の10棟58⼾，令和７(2025)年度に中道２丁目団地の34棟142⼾，港３丁目改良団地
の５棟48⼾の計52棟320⼾を用途廃止する予定です。 

 
⑵ 改善事業 

改善事業は，外壁・屋根改修，耐震改修，灯油配管の設置，階段室⼿すりの設置，エレベータ
ー等改修，換気設備の設置を実施しました。計画のうち，⼀部の団地については，外壁・屋根改
修，灯油配管の設置，階段室⼿すりの設置，避難ハッチの改修が未実施となっています。 

 
⑶ 用途廃止 

用途廃止は，日吉４丁目団地の42棟166⼾，小安町団地の３棟８⼾，東海団地の３棟10⼾，は
まゆり団地の１棟４⼾の計49棟188⼾を計画通り実施しました。計画のうち，大川団地に集約す
る計52棟320⼾を除いた残り115棟455⼾は，実施時期が未定となっています。 
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２ 市営住宅等を取り巻く課題 

 

課題１：⼈⼝，世帯の減少等を踏まえた適正な管理⼾数の確保 
 函館市における人口，世帯の減少と少子高齢化の進行は，今後も続くと⾒込まれます。市営住宅で
は，建物の老朽化や設備の陳腐化，入居需要の低い団地では空家化が進んでいるほか，市の財政状況
は，人口減少による市税等の減少や高齢化に伴う扶助費の増加が⾒込まれるなど，今後も厳しい状況
が続くと予測されています。 

また，「函館市公共施設等総合管理計画」では，必要な施設機能の維持に配慮しながら保有総量の
縮減を図ることを基本⽅針としていることから，住宅セーフティネット機能を維持しつつ，住宅に困
窮する世帯の状況を⾒込んだ適正な管理⼾数とする必要があります。 

 
課題２：老朽化が著しく，浴室が未設置で入居需要が低い団地の対応 
 前計画で用途廃止を予定していた簡平・簡２の団地は，当初の計画に沿って政策空家としているた
め，老朽化が著しく進行しており，令和４(2022)年度末時点で全ての住棟が耐用年限を経過していま
す。これらの団地は，計画的に用途廃止を進める必要があります。 

また，中耐のうち，老朽化が著しく浴室が未設置で，今後入居需要を⾒込むことが難しい団地につ
いても，耐用年限を鑑み，計画的に用途廃止を進める必要があります。 
 

課題３：⻑期的に維持管理していく団地の対応 
⻑期的に維持管理してく団地について，建物の劣化状況を踏まえ，今後も良好な状態で維持してい

くためには，建物の修繕周期等を考慮し，予防保全的な視点に立って，適切な時期に修繕や改善を計
画することが重要です。 

また，限られた財源のなかで，着実な修繕や改善を進めるためには，建物の劣化状況に加えて，過
去の修繕・改善履歴等を考慮し，適正な事業とその優先順位を検討するとともに，ライフサイクルコ
ストの縮減に繋げるため，修繕や改善の⽅法について，検討を行う必要があります。 
 

課題４：市営住宅の公募倍率が高くなっていることへの対応 
入居要件別の公募倍率は，単身や高齢者・障がい者世帯用の住⼾で高くなっている⼀⽅，４人以上

や子育て世帯用の住⼾は２倍以下と入居要件別で差が大きくなっています。 
そのため，入居機会の公平性確保に向けた取組や，公募に係る入居要件の⾒直しといった高倍率へ

の対応が必要です。  
 
課題５：借上市営住宅の契約満了に向けた対応 
 借上市営住宅は，計画期間に半数の住棟が再借上の契約を満了します。さらに，⾒通し期間では，
全ての住棟が再借上の契約を満了することになります。 

これらの団地について，契約が満了した後，建物所有者に返還していくことから，返還に向けた準
備と，課題の整理をする必要があります。



 

  



 

１ 管理適正化に関する基本方針 
２ 団地の集約・再編に関する基本方針 
３ ⻑寿命化に関する基本方針 
 

第３章 計画の基本方針 
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１ 管理適正化に関する基本方針 

 

・今後の人口・世帯数の動向を⾒通しつつ，⺠間賃貸住宅の需給バランスや家賃等の市場状況を
踏まえ，市営住宅を適正に供給します。 

・住宅に困窮する世帯に対し，市営住宅を提供するため，収入超過者や高額所得者に対し明け渡
しに向けた取組を実施し，入居機会の公平性の確保に努めます。 

・単身世帯用住⼾の公募倍率が特に高くなっているため，入居要件の⾒直しを行います。 
・函館市立地適正化計画の居住誘導区域内で入居率が低下している団地は，募集⽅法の変更を行

うほか，空き住⼾の利活用を検討します。 
 
２ 団地の集約・再編に関する基本方針 

 
方針１：入居者の移転先確保への対応 

団地の集約・再編を進めるにあたり，入居者の移転先を居住誘導区域内における団地とした場合，
移転先が不足することが想定されることから，不足分の⼀部を補うことを目的とした集約建替を行
います。 

 
方針２：郊外の大規模団地への対応 

老朽化が著しく，入居率の低下が進む湯川団地および旭岡団地は，以下のとおり対応します。 

・今後の入居需要のほか，建物の配置状況や劣化状況などを踏まえ，維持管理する住棟を選定し，
団地単位の集約による段階的な規模の縮小を行います。 

・集約化する住棟の入居者意向を踏まえながら，移転先の検討を行います。 
 
方針３：改良団地への対応 

今後20〜30年で耐用年限が経過し，かつ浴室が未設置で入居率が低い団地は，以下のとおり対応
します。 

・建物の老朽化が著しく今後20年間の維持管理が難しい団地は，用途廃止とします。 
・⻄部地区については，老朽化が進み，団地近隣に銭湯がないことから，集約建替とします。 
・入居率の増加が⾒込めないものの，耐用年限を経過しておらず，今後も建物として活用が⾒込ま

れる団地は，用途廃止を行い，住宅以外の用途による活用を検討します。 
 

方針４：東部地区の団地への対応 
耐用年限を経過し，政策空家としている団地は，以下のとおり対応します。 

・建物の老朽化や入居状況等を考慮して，用途廃止を進めます。 
・用途廃止の対象となる団地入居者の意向を踏まえながら，移転先の検討を行います。 
・入居者の移転先の確保と各地区の供給バランスを考慮し，前計画の⾒通し期間で用途廃止と位置

づけた団地のうち，入居率の高い団地は，今後も維持管理をしていく⽅針に⾒直します。 
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３ ⻑寿命化に関する基本方針 

 
限られた財源のなか，市営住宅等を必要な期間，良好な状態で維持していくためには，予防保

全的な維持管理による建物の⻑寿命化を図り，ライフサイクルコストの縮減につなげていくこと
が必要なことから，以下の⽅針により実施します。 

 
方針１：ストックの状況把握（定期点検および日常点検）・修繕の実施・データ管理 

に関する方針 
市営住宅等を良好な状態で維持し，入居者の安全を確保するためには，建物の状況を的確に把握

することに加え，定期的・計画的な修繕を実施し，予防保全的な維持管理を進めていくことが重要
です。このような観点から，点検や修繕等について，以下の考え⽅により実施します。 

・建築基準法に基づく法定点検のほか，法定点検の対象外となる住棟も定期的な点検を実施します。 
また，目視により容易に確認することができる部位については，目視による日常点検を行います。 

・上記の点検結果に基づき効果的・効率的な修繕を実施するとともに，修繕周期を踏まえた計画的
な修繕を行います。 

・住棟単位で整備や管理に関するデータを整理し，点検結果のほか修繕履歴を記録したデータベー
スとして管理します。 

・データベースは，次回の修繕時期の検討資料とするなど，計画的な修繕の実施に役立てます。 
 

方針２：改善事業の実施による⻑寿命化およびライフサイクルコストの縮減に関する 
方針 

市営住宅等の⻑寿命化を図るとともに，ライフサイクルコストの縮減により，効率的なストック
の維持管理を行うことを目的として，以下の考え⽅により改善事業を実施します。 

・予防保全的な維持管理を実施し，耐久性向上に寄与する改善事業を行うことにより，⻑寿命化を
図ります。 

・改善事業の実施により，耐久性を向上させるほか，予防保全的な維持管理により修繕周期を延⻑
し，ライフサイクルコストの縮減を図ります。 

・法定点検・日常点検等を行い，建物の老朽化や劣化による事故を未然に防ぐとともに，改善事業
の効果的な実施につなげます。 

 
 



 



 

１ 事業手法の考え方 
２ 必要供給⼾数の推計 
３ 事業手法の選定結果 

第４章 事業手法の選定 
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１ 事業手法の考え方 

⑴ 事業手法の種類 
事業⼿法を，以下のとおり整理します。 
事業手法 基本的な考え方 

維持管理 
市営住宅等の機能を維持するため，以下の⽅法により適切な維持管理を行うもの。 
・点検・保守管理  ・⼀般修繕（経常的に必要となる小規模な修繕） 
・計画修繕     ・空家修繕 等 

全面的改善 
住⼾・共用部分・屋外・外構部分の改善全てを含み，住⼾については躯体を残し全
面的またはそれに準ずる改善を行うもの。 

個別改善 

既設市営住宅等の質の向上を図ることを目的に行う改善・改修のうち，全面的改善
によらず，個別に行うもの。 
・居住性向上型  ・福祉対応型  ・安全性確保型  ・⻑寿命化型   
・脱炭素社会対応型 

建替事業 
既存の市営住宅等を除却し，その敷地の全部または⼀部の区域に新たに市営住宅等
を建設するもの。 

集約建替 
利便性が高い敷地に他の団地の⼾数分と合わせて新規建設する場合など，既存団地
を用途廃止し，他の敷地に新たに建設するもの。 

用途廃止 
引き続き管理することが不適当と判断される場合または耐用年限が経過したものに
ついて，市営住宅等としての用途を廃止するもの。 

（参考）公営住宅法による建物の構造別標準管理期間 
構 造 標準管理期間 

耐火構造 ７０年 
準耐火構造，簡易耐火構造２階建て ４５年 
木造，簡易耐火構造平屋建て ３０年 
※全面的改善を実施した住棟 事業実施後，概ね３０年以上 
※個別改善を実施した住棟 事業実施後，概ね１０年以上 

 
⑵ 事業手法の選定対象 

市営住宅等の全ての住棟を事業⼿法の選定対象としますが，下記の団地は事業⼿法選定フロー
（図４−１）によらず，⼿法を決定します。 
・前計画で建替とした大川団地は，３号棟が工事中であり，４号棟は実施設計に着⼿済みであるこ

とから，引き続き建替事業を進めます。 
・前計画で計画期間内に用途廃止とした団地（951⼾）は，引き続き用途廃止とします。湯川団地

の簡平・簡２は，令和４(2022)年〜令和６(2024)年に用途廃止としており，全ての住棟が耐用年
限を経過し，政策空家としていることから，令和５(2023)年，令和６(2024)年に位置づけた住棟
も用途廃止とします。 

・借上市営住宅（332⼾）は，今後，再借上の契約が満了した後，建物所有者に返還することから
用途廃止とします。 
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⑶ 事業手法の選定方法 
事業⼿法の選定は，団地または住棟ごとに以下の⼿順に沿って行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典︓公営住宅等⻑寿命化計画策定指針（改定）（平成28(2016)年８月） 

図４－１ 事業手法選定フロー 
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２ 必要供給⼾数の推計 

 
⑴ 必要供給⼾数の推計方法 

市営住宅の必要供給⼾数の推計は，策定指針に基づき推計します。 
⼿順としては，「日本の地域別将来推計人口（平成30(2018)年推計）（国立社会保障・人口問題

研究所）」の将来人口を用いて，国土交通省が配布する「世帯推計プログラム」から，将来の⼀般
世帯数を推計します。 

上記により推計した結果，令和14(2032)年の人口は208,076人，⼀般世帯数は104,462世帯，令和
24(2042)年の人口は172,969人，⼀般世帯数は87,378世帯となります。 

次に，将来の⼀般世帯数の推計値を用いて，「住宅確保要配慮者世帯数推計プログラム（国土交
通省 国土技術政策総合研究所 令和３(2021)年10月公開）」から，公営住宅の入居資格世帯数を推
計します。 

推計した公営住宅の入居資格世帯数から，道営住宅と低廉かつ⼀定の質を有する⺠間賃貸住宅に
よる対応を勘案し，市営住宅の必要供給⼾数を推計します。 

 
⑵ 公営住宅の入居資格世帯数の推計 

⑴で示したプログラムを用いて公営住宅の入居資格世帯数を推計した結果，本計画期間末の令和
14(2032)年度の世帯数は18,485世帯，⾒通し期間末の令和24(2042)年度の世帯数は15,262世帯とな
ります。 

 
出典︓住宅確保要配慮者世帯数推計プログラム（国⼟交通省 令和３(2021)年10月公開） 

図４－２ 公営住宅の⼊居資格世帯数の推計結果 

 
⑶ 必要供給⼾数の推計 

上記(2)で推計した公営住宅の入居資格世帯数に対し，今後の整備予定を踏まえた道営住宅の⼾
数が1,752⼾，低廉かつ⼀定の質を有する⺠間賃貸住宅が，計画期間末の令和14(2032)年度に
11,810⼾，⾒通し期間末の令和24(2042)年度に9,879⼾と推計されます。 

上記の結果，市営住宅の必要供給⼾数は，計画期間末の令和14(2032)年度に4,923⼾，⾒通し期
間末の令和24(2042)年度に3,631⼾と推計されます。 
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３ 事業手法の選定結果 

 
計画期間に事業を位置づける団地について，以下のとおり考え⽅を整理します。 

 
⑴ 改善事業 

⻘柳団地，港３丁目B団地，田家A団地，深堀団地，湯浜団地の⼀部，旭岡団地の⼀部 
本通団地，鍛治２丁目団地，美原１丁目団地，本町モデル団地，弥⽣団地（特公賃） 
本計画の策定に際して実施した劣化状況調査の結果から，屋根や外壁の劣化が著しい団地の屋

根・屋上防水や外壁のほか，⼀部団地の給水管の⻑寿命化を図るための改善を行います。 
また，団地・住棟の状況に応じて，３階建て以上でエレベーターの設置が難しい住棟を対象に灯

油配管設置や，階段室⼿すりの設置，避難ハッチの改修など，居住性や安全性を向上させるための
改善を行います。 

改善事業は，これまでに改善事業を実施していない住棟のうち，耐用年限を経過するまで20年以
上の期間があり，⻑期的に維持管理をしていく住棟を対象に行います。 

旭岡団地は，集約時の既存入居者の移転先として活用することを想定し，移転対象となる２丁目
の入居者の意向を踏まえて，１丁目または３丁目のいずれかの住棟の改善を行います。 
（参考）港２丁目団地，花園団地，日吉３丁目団地，豊川団地（特公賃）を⾒通し期間に改善予定 

 
⑵ 建替事業 

大川団地，⻄部地区改良団地（弁天改良団地，大町改良団地，豊川改良団地），集約用団地  
前計画で位置づけた事業⼿法に基づき，松川団地，田家Ｂ団地，中道２丁目団地，港３丁目改良

団地を集約し，大川団地３，４号棟の建設を引き続き進めます。 
また，老朽化の進行や浴室が未設置などの理由により，入居需要が低い⻄部地区の弁天改良団地，

大町改良団地，豊川改良団地は集約建替とします。 
湯川団地と旭岡団地の集約化を進めるにあたり，居住誘導区域内の団地では，入居者の移転先が

不足することから，不足⼾数分は集約建替とします。 
（参考）集約化のため，移転先が不足する⼾数分を⾒通し期間に集約建替予定 
 

⑶ 用途廃止 

① 大川団地への集約対象団地 

松川団地，田家Ｂ団地，中道２丁目団地，港３丁目改良団地 
大川団地の建替に伴い集約と位置づけた団地は，入居者の移転後，用途廃止とします。 
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② 老朽化と入居率の低下が進む大規模団地 

湯川団地の⼀部，旭岡団地の⼀部 
函館市内で最も規模の大きい湯川団地について，簡平・簡２は耐用年限を経過しており，政策

空家としていることから入居率が低く，入居者不在による老朽化の進行が顕著であるため，優先
的に用途廃止を行います。中耐は耐用年限を残している⼀⽅，浴室が未設置であることに加え，
老朽化が進み入居率の低下が著しく，今後の入居需要を⾒込むことが難しいことから，灯油配管
設置済の⼀部住棟を残し，段階的に用途廃止を行い，集約化を図ります。 

次に規模の大きい旭岡団地について，耐用年限を⼀定程度残している⼀⽅，入居率の低下や劣
化が著しい住棟もあり，今後の入居需要を⾒込むことが難しいことから，１丁目，３丁目に立地
する⼀部住棟を残し，段階的に用途廃止を行い，集約化を図ります。 

これら，集約化する住棟の入居者は，団地内移転を基本としますが，入居者の意向を踏まえ，
対象団地近郊や居住誘導区域内の団地，湯川団地については道営住宅も対象に移転先を検討しま
す。 
（参考）湯川団地と旭岡団地の集約化は，⾒通し期間も予定 

  
③ 浴室が未設置の改良団地 

弁天改良団地，大町改良団地，豊川改良団地 
集約と位置づけた⻄部地区の改良団地は，入居者の移転後，用途廃止とします。 

（参考）日乃出改良団地，五稜郭改良団地，本町改良団地を⾒通し期間に用途廃止予定 
 

④ 東部地区の団地 

釜⾕町団地，汐⾸町団地，弁才町団地，東浜町団地，⼾井沢団地，⼥那川第２団地 
川上団地の⼀部，日ノ浜第１団地，恵山第２団地，白樺団地 
前計画で用途廃止と位置づけた東部地区の団地は，耐用年限を経過しており，政策空家として

いることから入居率が低く，入居者不在による老朽化の進行が顕著であるため，全ての住棟が空
家となっている団地や，建物の老朽化が著しい団地から順次用途廃止を進めます。 

用途廃止の対象となる団地入居者の移転先は，対象団地近郊に立地するほかの団地を基本とし，
入居者の意向を踏まえ検討します。 
（参考）小安⻄団地の⼀部，浜町東団地，川上団地の⼀部，日ノ浜第２団地，日ノ浜第３団地， 

恵山第３団地，八木川団地，弥⽣団地，アカシア団地，アスナロ団地，はまゆり団地を
⾒通し期間に用途廃止予定 

 

⑤ 借上市営住宅 

メゾン松風，シーサイドテラス日和坂，ウエストプラザ基坂，グランシア大⼿町 
ベイコート末広，A-サム サカエ 
借上市営住宅は，再借上の契約が満了した後，建物所有者へ順次返還します。入居者の移転先

は，ほかの市営住宅を基本とし，意向を踏まえ検討します。 
（参考）函館弁天いぶき荘，カーサミア大森，コンフォート東雲町，リバ東雲，クレストコート

松風，メゾン若松は，⾒通し期間に返還予定 
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計画期間における団地・住棟別の事業⼿法は，以下のとおりです。 
また，中⻑期的な視点から⾒通し期間の事業⼿法を，以下のとおり予定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑷ 目標管理⼾数の設定 
令和４(2022)年度末の管理⼾数5,924⼾（特定公共賃貸住宅を除く）に対し，計画期間の事業⼿

法を踏まえ，令和14(2032)年度末の目標管理⼾数は4,960⼾（必要供給⼾数4,923⼾）に設定します。 
また，⾒通し期間の事業⼿法を踏まえ，令和24(2042)年度末の目標管理⼾数は4,003⼾（必要供

給⼾数3,631⼾）となる⾒込みです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表４－１ 事業手法別⼾数 

表４－2 目標管理⼾数の設定 
計画期間末
R14(2032)

見通し期間末
R24(2042)

208,076人 172,969人
104,462世帯 87,378世帯

市営住宅の必要⼾数 ①ー②ー③ 4,923⼾ 3,631⼾
① 公営住宅入居資格世帯数 18,485世帯 15,262世帯
② 道営住宅⼾数 1,752⼾ 1,752⼾
③ 低家賃の⺠間賃貸住宅 11,810⼾ 9,879⼾

目標管理⼾数 4,960⼾ 4,003⼾
削減⼾数 △ 964⼾ △ 957⼾

函館市の将来人口
一般世帯数

計画期間末 見通し期間末
R14(2032) R24(2042)

市営住宅管理⼾数 4,960⼾ 4,003⼾ −
維持管理 4,756⼾ 3,953⼾ −

計画修繕・一般修繕 3,381⼾ 2,935⼾ −
改善事業 1,375⼾ 1,018⼾ 2,393⼾

建替事業 204⼾ 50⼾ 254⼾
用途廃止 △ 1,168⼾ △ 1,007⼾ △ 2,175⼾

計
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（参考） 
表４－３ 事業手法の選定結果 

 計画期間（R5〜R14） 見通し期間（R15〜R24） 

改善 
事業 

⻘柳団地，港３丁目B団地，田家A団地， 
深堀団地，湯浜団地の一部，旭岡団地の一部， 
本通団地，鍛治２丁目団地，美原１丁目団地， 
本町モデル団地，弥生団地（特公賃） 
市営住宅：1,375⼾ 特公賃：30⼾ 

港２丁目団地，花園団地，日吉３丁目団地， 
豊川団地（特公賃） 
市営住宅：1,018⼾ 特公賃：32⼾ 

建替 
事業 

大川団地の一部104⼾， 
⻄部地区改良団地（弁天改良団地・大町改良団地・ 
豊川改良団地）50⼾，集約用団地50⼾ 

集約用団地50⼾ 

用途 
廃止 

【旧市域地区】 

計1,066⼾（うち借上市営住宅返還130⼾） 
松川団地，田家Ｂ団地，中道２丁目団地， 
港３丁目改良団地，湯川団地の一部， 
旭岡団地の一部，弁天改良団地，大町改良団地， 
豊川改良団地，メゾン松風， 
シーサイドテラス日和坂，ウエストプラザ基坂， 
グランシア大手町，ベイコート末広， 
A-サム サカエ  

 
【⼾井地区】計44⼾ 

釜谷町団地，汐首町団地，弁才町団地， 
東浜町団地，⼾井沢団地 

 
【恵山地区】計50⼾ 

女那川第２団地，川上団地の一部， 
日ノ浜第１団地，恵山第２団地 

 
【南茅部地区】８⼾ 

白樺団地 

【旧市域地区】 

計822⼾（うち借上市営住宅返還202⼾） 
湯川団地の一部，旭岡団地の一部， 
日乃出改良団地，本町改良団地， 
五稜郭改良団地，函館弁天いぶき荘， 
カーサミア大森，コンフォート東雲町， 
リバ東雲，クレストコート松風，メゾン若松 

 
【⼾井地区】計24⼾ 

小安⻄団地の一部，浜町東団地 
 
【恵山地区】計89⼾ 

川上団地の一部，日ノ浜第２団地， 
日ノ浜第３団地，恵山第３団地 

 
【南茅部地区】計72⼾ 

八木川団地，弥生団地，アカシア団地， 
アスナロ団地，はまゆり団地 

※上記以外の団地・住棟は，今後「維持管理」をしていくこととし，修繕で対応します 

 

 



 

１ 点検の実施方針 
２ 計画修繕の実施方針 
３ 改善事業の実施方針 
４ 建替事業の実施方針 
５ 管理運営の実施方針 

第５章 実施方針 
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１ 点検の実施方針 

 
⑴ 定期点検 

・建築基準法第12条の規定による法定点検は，今後も引き続き法令に基づき実施します。 
・法定点検対象外の住棟について，法定点検と同様の点検（以下，あわせて「定期点検」という。）

を実施します。 
 

⑵ 日常点検 
・不具合への迅速な対応を図るため，目視により容易に確認することが可能な部位は，目視による

日常点検を実施します。 
・日常点検は，「公営住宅等日常点検マニュアル（平成28(2016)年８月 国土交通省住宅局住宅総

合整備課）」を参考とします。 
・実施にあたっては，定期点検と併せた実施や計画修繕前の実施等，効率的に行います。 

 
⑶ 住⼾内の点検 

住⼾内の劣化状況は，入居中に定期点検・日常点検を行うことが難しいことから，入居者が退去
して空室となった際，住⼾内・バルコニー等について点検を実施します。 
 

⑷ 点検結果の活用 
定期点検・日常点検・退去時に伴う住⼾内の点検の結果は，データベースに記録し，修繕・維持

管理の的確な実施や次回の点検に役立てることとします。 
 

 
                    出典︓公営住宅等⽇常点検マニュアル(耐火・準耐火編) 

                     （平成28(2016)年8月 国⼟交通省住宅局住宅総合整備課） 

図５－１ 定期点検・⽇常点検の位置づけ 
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２ 計画修繕の実施方針 

 
計画修繕は，経年劣化により老朽化した塗装や設備等を原状回復する工事を対象とし，従前の仕

様等に比べて耐久性等の向上が図られる工事は，改善事業（⻑寿命化型）により対応します。 
 

⑴ 実施時期 
・計画修繕は，予防保全的な観点から修繕項目別の修繕周期表を参考に，定期点検や日常点検の結

果を踏まえ実施します。 
・修繕時期を勘案しつつ，団地単位，住棟単位の効率的な事業実施，市営住宅等事業の全体事業費

など，総合的な検討を行い，適切な実施時期を計画します。 
・残りの耐用年限が短い住棟や用途廃止・建替予定の住棟は，原則，計画修繕を実施せず，不具合

の状況に応じた⼀般修繕で対応します。 
 

⑵ 計画修繕の実施 
・計画修繕は点検結果を踏まえて行うこととします。 
・工法や使用する材料は，工事費の多寡，耐用年限およびメンテナンス性の良否などを考慮の上，

建物の⻑寿命化を図る視点をもって，総合的に判断します。 
・修繕内容によっては，同時に実施することでコストの縮減や居住者への負担軽減が図られること

や同⼀団地内で⼀⻫に行うことでコストの縮減が図られることがあることから，修繕実施の際，
検討します。 

・今後の修繕や改善の実施に向け，修繕内容をデータベースに記録し，必要に応じて修繕周期の⾒
直しを行うなど，今後の計画に役立てることとします。  
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３ 改善事業の実施方針 

 
改善事業と位置づけた団地・住棟の状況に応じて，公営住宅等ストック総合改善事業補助⾦交付

要綱に示されている改善を行います。 
 

⑴ 居住性向上型 
・市営住宅等における利便性，衛⽣，快適性等，居住性向上のための設備等の改善 
 【主な改修内容】灯油配管の設置 

 

⑵ 福祉対応型 
・市営住宅等における高齢者，障がい者等の居住の円滑化のための設備等の改善 
 【主な改修内容】階段室⼿すりの設置 

 

⑶ 安全性確保型 
・市営住宅等の耐震性，耐火性等の安全性を確保するための設備等の改善 
 【主な改修内容】避難ハッチの改修，防犯フェンスの設置，雪止めの設置 
 

⑷ ⻑寿命化型 
・市営住宅等の劣化防止，耐久性の向上および維持管理の容易化のための設備等の改善 
 【主な改修内容】屋根および屋上防水の改修，外壁の改修，給水管の改修 
 

⑸ 脱炭素社会対応型 
・市営住宅等の省エネルギー性能の向上および再⽣可能エネルギー導入のための設備等の改善 
 【主な改修内容】共用部のＬＥＤ化 
 

表５－１ 団地別の改善内容 

団地名 改善内容 
⻘柳団地 外壁改修，屋上防水改修，灯油配管設置 
港３丁目 B 団地 外壁改修，屋根改修，灯油配管設置 
田家 A 団地 外壁改修，屋上防水改修，灯油配管設置，避難ハッチ改修 
深堀団地 外壁改修，屋根改修 
湯浜団地の一部 外壁改修，屋上防水改修，給水管改修 
旭岡団地の一部 外壁改修，屋根改修，灯油配管設置，階段室⼿すり設置， 

防犯フェンス設置，雪止め設置，共用部ＬＥＤ化 
本通団地 外壁改修，屋根改修，灯油配管設置 
鍛治２丁目団地 灯油配管設置，階段室⼿すり設置，防犯フェンス設置 
美原１丁目団地 屋上防水改修 
本町モデル団地 外壁改修，屋上防水改修，灯油配管設置 
弥生団地（特公賃） 外壁改修，屋上防水改修，共用部ＬＥＤ化 
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４ 建替事業の実施方針 

 
前計画で建替事業と位置づけた大川団地のほか，本計画で新たに建替事業を位置づける⻄部地区

改良団地，集約用団地は，以下のとおり実施します。 
建替事業を行う際は，建替対象となる団地の入居者に対し十分な説明を行います。移転先の確

保・調整にあたり，用途廃止予定団地の入居者に対し意向調査を実施するほか，移転期間を十分に
確保するなど，住み替えに係る負担軽減に配慮して進めます。 

なお，集約化により⽣じる跡地は，他の公共施設用地への転用のほか，⺠間への売却や賃貸借等
の可能性など，活用⽅法を検討します。 

 
⑴ 大川団地 

・前計画に基づき，２棟104⼾を建設し，松川団地，田家Ｂ団地，中道２丁目団地，港３丁目改良
団地の移転・用途廃止を計画的に進めます。 

 
⑵ ⻄部地区改良団地，集約用団地 

・集約後の団地の供給⼾数は，将来の入居世帯を⾒込み，設定します。 
・⻄部地区改良団地は，近隣に銭湯がないことから，優先して集約建替とし，２棟50⼾（単身用住

宅を基本）を建設します。 
・集約用団地は，湯川団地の⼀部と旭岡団地の⼀部の集約化を進めるにあたり，移転先の不足分と

して，２棟50⼾の集約用団地を建設します。 
・近隣に銭湯がない⻄部地区改良団地の集約建替を優先して実施します。 
・高齢化の進行や世帯規模の縮小など，入居者ニーズのほか，身体の状況や年齢にかかわらず，誰

もが暮らしやすいように，ユニバーサルデザインの視点に立った団地の整備に努めます。 
・ZEH水準の省エネルギー対策や太陽光発電設備の導入など，国が進めるカーボンニュートラルに

対応するための整備⼿法を検討します。 
・PPPおよびPFI等の活用により，⺠間資⾦やノウハウを活用することで，事業の効率性確保と財

政負担の軽減を図るための事業⼿法について検討します。 
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５ 管理運営の実施方針 

 
市営住宅等について，公営住宅の供給目的を踏まえ，適正な管理運営を進めるための検討を行い

ます。 
 
⑴ 維持管理費の適正化に向けた検討 

・市営住宅等を良質な状態で維持するために行う修繕や改善等を，計画的に行うことで費用の平準
化が図られるよう実施します。次回実施する工事の検討を行うにあたっては，建物の劣化状況や
入居者ニーズ等を把握するほか，建築資材の高騰など状況を考慮し，事業⼿法や工法の的確性を
検証したうえで進めます。 

・市営住宅等を管理するうえで発⽣する修繕費用（⼀般修繕，空家修繕）について，他地域の事例
などを踏まえ，市の負担を適正化するための対応⽅法を検討します。 

・今後，市営住宅等における中耐の用途廃止を進めるにあたっては，政策空家が増加することで，
入居者が減少し，入居者が負担する共用部やエレベーターの電気代をはじめとした共益費の不足
が懸念されます。そのため，共益費または移転に関わる対策を検討します。 

 
⑵ 入居需要に応じた入居要件の見直し 

・単身世帯用住⼾の公募倍率が特に高くなっていることに対応するため，入居要件に係る住⼾の規
格について⾒直しを行います。 

 
⑶ 収入超過者，高額所得者への対応 

・収入超過者に対し，公営住宅の趣旨を説明するとともに，市から定期的に通知を行うなど，入居
者の自主的な退去を促します。 

・高額所得者に対し，「函館市営住宅高額所得者明渡指導等に関する事務要領」に基づき，市営住
宅の明け渡しに関する制度を説明するとともに，相談による詳細な事情の把握や，代替住宅に関
する情報提供を行うなどにより，着実な明け渡しに向けた対応を行います。 

 
 
 



 

１ 改善事業・用途廃止の実施予定一覧 
２ 建替事業の実施予定一覧 
３ 共同施設に係る事業の実施予定一覧 

第６章 ⻑寿命化のための事業実施予定一覧 
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１ 改善事業・用途廃止の実施予定一覧 

 

計画期間内における改善事業・用途廃止について，以下のとおり予定します。 
表６－１ 改善事業・⽤途廃止の実施予定一覧 

□居住性向上型 ●福祉対応型 △安全性確保型  〇⻑寿命化型 ▲脱炭素社会対応型 

  

次期点検
時期

法定点検
R5

(2023)
R6

(2024)
R7

(2025)
R8

(2026)
R9

(2027)
R10

(2028)
R11

(2029)
R12

(2030)
R13

(2031)
R14

(2032)

青柳 1 27 耐火 H1 R5
□
〇

□灯油配管設置
〇外壁・屋上防水改修

松川 1 24 耐火 S24 -
用途
廃止

松川 2 24 耐火 S25 -
用途
廃止

松川 3 24 耐火 S26 -
用途
廃止

港３丁目B 1 24 耐火 S47 R7
□
〇

□灯油配管設置
〇外壁・屋根改修

大川 1 35 耐火 R2 -

大川 2 33 耐火 R3 -

田家A 1 24 耐火 H2 R5
□
△
〇

□灯油配管設置
△避難ハッチ改修
〇外壁・屋上防水改修

田家A 2 16 耐火 H2 R5
□
△
〇

□灯油配管設置
△避難ハッチ改修
〇外壁・屋上防水改修

田家A 3 20 耐火 H4 R5
□
△
〇

□灯油配管設置
△避難ハッチ改修
〇外壁・屋上防水改修

田家A 4 30 耐火 H3 R5
□
△
〇

□灯油配管設置
△避難ハッチ改修
〇外壁・屋上防水改修

田家A 5 20 耐火 H4 R5
□
△
〇

□灯油配管設置
△避難ハッチ改修
〇外壁・屋上防水改修

田家A 6 20 耐火 H4 R5
□
△
〇

□灯油配管設置
△避難ハッチ改修
〇外壁・屋上防水改修

田家A 7 20 耐火 H4 R5
□
△
〇

□灯油配管設置
△避難ハッチ改修
〇外壁・屋上防水改修

田家A 8 30 耐火 H4 R5
□
△
〇

□灯油配管設置
△避難ハッチ改修
〇外壁・屋上防水改修

田家A 9 16 耐火 H4 R5
□
△
〇

□灯油配管設置
△避難ハッチ改修
〇外壁・屋上防水改修

田家A 10 16 耐火 H3 R5
□
△
〇

□灯油配管設置
△避難ハッチ改修
〇外壁・屋上防水改修

田家A 11 16 耐火 H3 R5
□
△
〇

□灯油配管設置
△避難ハッチ改修
〇外壁・屋上防水改修

田家A 12 24 耐火 S62 R5
□
△
〇

□灯油配管設置
△避難ハッチ改修
〇外壁・屋上防水改修

田家A 13 16 耐火 S63 R5
□
△
〇

□灯油配管設置
△避難ハッチ改修
〇外壁・屋上防水改修

田家A 14 24 耐火 S63 R5
□
△
〇

□灯油配管設置
△避難ハッチ改修
〇外壁・屋上防水改修

田家A 15 16 耐火 H1 R5
□
△
〇

□灯油配管設置
△避難ハッチ改修
〇外壁・屋上防水改修

田家A 16 12 耐火 H1 R5
□
△
〇

□灯油配管設置
△避難ハッチ改修
〇外壁・屋上防水改修

田家A 17 12 耐火 H1 R5
□
△
〇

□灯油配管設置
△避難ハッチ改修
〇外壁・屋上防水改修

田家A 18 20 耐火 H2 R5
□
△
〇

□灯油配管設置
△避難ハッチ改修
〇外壁・屋上防水改修

田家A 19 20 耐火 H1 R5
□
△
〇

□灯油配管設置
△避難ハッチ改修
〇外壁・屋上防水改修

田家A 20 20 耐火 S62 R5
□
△
〇

□灯油配管設置
△避難ハッチ改修
〇外壁・屋上防水改修

田家B 1～6 6 簡二 S31 -
用途
廃止

田家B 7～12 6 簡二 S31 -
用途
廃止

田家B 13～18 6 簡二 S32 -
用途
廃止

改善事業・用途廃止の実施予定

備考団地名
住棟
番号

戸数 構造
建設
年度
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□居住性向上型 ●福祉対応型 △安全性確保型  〇⻑寿命化型 ▲脱炭素社会対応型 

  

次期点検
時期

法定点検
R5

(2023)
R6

(2024)
R7

(2025)
R8

(2026)
R9

(2027)
R10

(2028)
R11

(2029)
R12

(2030)
R13

(2031)
R14

(2032)

田家B 19～24 6 簡二 S32 -
用途
廃止

田家B 25～28 4 簡二 S33 -
用途
廃止

田家B 29～34 6 簡二 S32 -
用途
廃止

田家B 35～40 6 簡二 S32 -
用途
廃止

田家B 41～46 6 簡二 S33 -
用途
廃止

田家B 47～52 6 簡二 S33 -
用途
廃止

田家B 53～58 6 簡二 S33 -
用途
廃止

深堀 1 20 耐火 S60 R5 〇 〇外壁・屋根改修

深堀 2 25 耐火 S60 R5 〇 〇外壁・屋根改修

深堀 3 24 耐火 S57 R5 〇 〇外壁・屋根改修

深堀 4 20 耐火 S58 R5 〇 〇外壁・屋根改修

深堀 5 24 耐火 S58 R5 〇 〇外壁・屋根改修

深堀 6 20 耐火 S57 R5 〇 〇外壁・屋根改修

深堀 7 8 耐火 S60 R5 〇 〇外壁・屋根改修

深堀 8 16 耐火 S61 R5 〇 〇外壁・屋根改修

深堀 9 24 耐火 S56 R5 〇 〇外壁・屋根改修

深堀 10 24 耐火 S59 R5 〇 〇外壁・屋根改修

深堀 11 22 耐火 S59 R5 〇 〇外壁・屋根改修

湯浜 2 106 耐火 S49 R5 〇 〇外壁・屋上防水改修

湯浜 3 105 耐火 S49 R5 〇 〇給水管改修

湯川 1～4 4 簡二 S43 -
用途
廃止

湯川 5～10 6 簡二 S43 -
用途
廃止

湯川 11～16 6 簡二 S43 -
用途
廃止

湯川 17～20 4 簡二 S43 -
用途
廃止

湯川 21～24 4 簡二 S43 -
用途
廃止

湯川 25～28 4 簡二 S43 -
用途
廃止

湯川 29～32 4 簡二 S43 -
用途
廃止

湯川 33～36 4 簡二 S44 -
用途
廃止

湯川 37～40 4 簡二 S44 -
用途
廃止

湯川 41～46 6 簡二 S43 -
用途
廃止

湯川 47～52 6 簡二 S43 -
用途
廃止

湯川 53～58 6 簡二 S43 -
用途
廃止

改善事業・用途廃止の実施予定

備考団地名
住棟
番号

戸数 構造
建設
年度
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□居住性向上型 ●福祉対応型 △安全性確保型  〇⻑寿命化型 ▲脱炭素社会対応型 

  

次期点検
時期

法定点検
R5

(2023)
R6

(2024)
R7

(2025)
R8

(2026)
R9

(2027)
R10

(2028)
R11

(2029)
R12

(2030)
R13

(2031)
R14

(2032)

湯川 59～64 6 簡二 S43 -
用途
廃止

湯川 65～68 4 簡平 S43 -
用途
廃止

湯川 69～72 4 簡平 S43 -
用途
廃止

湯川 73～76 4 簡平 S43 -
用途
廃止

湯川 77～80 4 簡平 S43 -
用途
廃止

湯川 81～84 4 簡平 S43 -
用途
廃止

湯川 85～88 4 簡平 S43 -
用途
廃止

湯川 89～92 4 簡平 S43 -
用途
廃止

湯川 93～96 4 簡平 S43 -
用途
廃止

湯川 97～100 4 簡平 S43 -
用途
廃止

湯川 101～104 4 簡平 S44 -
用途
廃止

湯川 105～108 4 簡平 S43 -
用途
廃止

湯川 109～112 4 簡平 S44 -
用途
廃止

湯川 113～116 4 簡平 S44 -
用途
廃止

湯川 117～120 4 簡平 S43 -
用途
廃止

湯川 121～124 4 簡平 S43 -
用途
廃止

湯川 125～128 4 簡平 S43 -
用途
廃止

湯川 129～132 4 簡平 S43 -
用途
廃止

湯川 133～136 4 簡平 S43 -
用途
廃止

湯川 137～140 4 簡平 S43 -
用途
廃止

湯川 141～144 4 簡平 S43 -
用途
廃止

湯川 145～148 4 簡平 S43 -
用途
廃止

湯川 149～152 4 簡平 S43 -
用途
廃止

湯川 153～158 6 簡平 S43 -
用途
廃止

湯川 159～164 6 簡平 S43 -
用途
廃止

湯川 165～170 6 簡平 S43 -
用途
廃止

湯川 171～174 4 簡平 S47 -
用途
廃止

湯川 175～180 6 簡平 S44 -
用途
廃止

湯川 181～184 4 簡平 S47 -
用途
廃止

湯川 185～190 6 簡平 S44 -
用途
廃止

湯川 191～194 4 簡平 S47 -
用途
廃止

湯川 195～200 6 簡平 S44 -
用途
廃止

改善事業・用途廃止の実施予定

備考団地名
住棟
番号

戸数 構造
建設
年度
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□居住性向上型 ●福祉対応型 △安全性確保型  〇⻑寿命化型 ▲脱炭素社会対応型 

  

次期点検
時期

法定点検
R5

(2023)
R6

(2024)
R7

(2025)
R8

(2026)
R9

(2027)
R10

(2028)
R11

(2029)
R12

(2030)
R13

(2031)
R14

(2032)

湯川 201～204 4 簡平 S44 -
用途
廃止

湯川 205～208 4 簡平 S44 -
用途
廃止

湯川 209～212 4 簡平 S44 -
用途
廃止

湯川 213～216 4 簡平 S44 -
用途
廃止

湯川 217～220 4 簡平 S44 -
用途
廃止

湯川 221～224 4 簡平 S44 -
用途
廃止

湯川 225～228 4 簡平 S46 -
用途
廃止

湯川 229～232 4 簡平 S46 -
用途
廃止

湯川 233～236 4 簡平 S44 -
用途
廃止

湯川 237～242 6 簡二 S44 -
用途
廃止

湯川 243～248 6 簡二 S44 -
用途
廃止

湯川 249～254 6 簡二 S44 -
用途
廃止

湯川 255～260 6 簡二 S44 -
用途
廃止

湯川 261～266 6 簡二 S45 -
用途
廃止

湯川 291～296 6 簡二 S44 -
用途
廃止

湯川 297～302 6 簡二 S44 -
用途
廃止

湯川 303～308 6 簡二 S44 -
用途
廃止

湯川 309～314 6 簡二 S44 -
用途
廃止

湯川 315～320 6 簡二 S44 -
用途
廃止

湯川 321～326 6 簡二 S44 -
用途
廃止

湯川 327～332 6 簡二 S45 -
用途
廃止

湯川 333～334 2 簡平 S46 -
用途
廃止

湯川 335～336 2 簡平 S45 -
用途
廃止

湯川 337～340 4 簡平 S45 -
用途
廃止

湯川 341～344 4 簡平 S46 -
用途
廃止

湯川 345～348 4 簡平 S45 -
用途
廃止

湯川 349～352 4 簡平 S46 -
用途
廃止

湯川 353～356 4 簡平 S45 -
用途
廃止

湯川 357～360 4 簡平 S46 -
用途
廃止

湯川 361～364 4 簡平 S45 -
用途
廃止

湯川 365～370 6 簡二 S48 -
用途
廃止

湯川 371～376 6 簡二 S48 -
用途
廃止

改善事業・用途廃止の実施予定

備考団地名
住棟
番号

戸数 構造
建設
年度
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□居住性向上型 ●福祉対応型 △安全性確保型  〇⻑寿命化型 ▲脱炭素社会対応型 

   

※旭岡団地は，集約時の移転先として改善事業を行うため，移転対象の入居者の意向を踏まえ，１丁目また 
は３丁目のいずれかの住棟を改善対象とする。 
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□居住性向上型 ●福祉対応型 △安全性確保型  〇⻑寿命化型 ▲脱炭素社会対応型 
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□居住性向上型 ●福祉対応型 △安全性確保型  〇⻑寿命化型 ▲脱炭素社会対応型 

  

次期点検
時期

法定点検
R5

(2023)
R6

(2024)
R7

(2025)
R8

(2026)
R9

(2027)
R10

(2028)
R11

(2029)
R12

(2030)
R13

(2031)
R14

(2032)

釜谷町 2 4 簡平 S47 -
用途
廃止

汐首町 1 4 簡平 S49 -
用途
廃止

汐首町 2 4 簡平 S49 -
用途
廃止

弁才町 1 4 簡平 S39 -
用途
廃止

東浜町 1 4 簡平 S47 -
用途
廃止

東浜町 2 4 簡平 S47 -
用途
廃止

東浜町 3 2 簡平 S47 -
用途
廃止

戸井沢 1 4 簡平 S44 -
用途
廃止

戸井沢 2 4 簡平 S43 -
用途
廃止

戸井沢 3 4 簡平 S43 -
用途
廃止

戸井沢 4 4 簡平 S44 -
用途
廃止

女那川第２ 1 4 簡平 S44 -
用途
廃止

女那川第２ 2 4 簡平 S44 -
用途
廃止

女那川第２ 3 4 簡平 S45 -
用途
廃止

川上 1 4 簡平 S46 -
用途
廃止

川上 2 4 簡平 S46 -
用途
廃止

川上 3 4 簡平 S46 -
用途
廃止

川上 4 4 簡平 S46 -
用途
廃止

川上 5 4 簡平 S46 -
用途
廃止

日ノ浜第１ 1 2 簡平 S54 -
用途
廃止

日ノ浜第１ 2 4 簡平 S54 -
用途
廃止

日ノ浜第１ 3 2 簡平 S37 -
用途
廃止

日ノ浜第１ 4 4 簡平 S37 -
用途
廃止

恵山第２ 1 4 簡平 S42 -
用途
廃止

恵山第２ 2 2 簡平 S42 -
用途
廃止

白樺 1 4 簡平 S43 -
用途
廃止

白樺 2 4 簡平 S43 -
用途
廃止

ウエストプラ
ザ基坂

1 15 耐火 H12 -
用途
廃止

ベイコート末
広

1 14 耐火 H13 -
用途
廃止

シーサイドテ
ラス日和坂

1 22 耐火 H11 -
用途
廃止

グランシア大
手町

1 21 耐火 H13 -
用途
廃止

A-サムサカエ 1 40 耐火 H14 -
用途
廃止

改善事業・用途廃止の実施予定

備考団地名
住棟
番号

戸数 構造
建設
年度
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□居住性向上型 ●福祉対応型 △安全性確保型  〇⻑寿命化型 ▲脱炭素社会対応型 
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２ 建替事業の実施予定一覧 

 

計画期間内における大川団地の建替事業について，前計画に基づき以下のとおり実施します。 
また，⻄部地区改良団地，集約用団地について，以下のとおり予定します。 

 

表６－２ 建替事業の実施予定一覧 

 
 
３ 共同施設に係る事業の実施予定一覧 

 

計画期間内における共同施設に係る事業の実施予定はありません。 
 

表６－３ 共同施設に係る事業の実施予定一覧 

 
 
 

法定点検
法定点検に
準じた点検

大川 3 62 RC R4 - - R5 集会所併設

大川 4 42 RC R5 - - R6 -

西部地区改良 1 25 RC R9 - - R9 -

西部地区改良 2 25 RC R9 - - R9 -

集約用 1 25 RC R12 - - R12 -

集約用 2 25 RC R12 - - R12 -

備考団地名
住棟
番号

戸数 構造
建設
年度

次期点検時期
建替整備予定年度

法定点検
法定点検に
準じた点検

R5
(2023)

R6
(2024)

R7
(2025)

R8
(2026)

R9
(2027)

R10
(2028)

R11
(2029)

R12
(2030)

R13
(2031)

R14
(2032)

港２丁目 集会所 H7 - R5 デイサービスと併設

田家Ａ 集会所 H4 - R5

深堀 集会室 S59 R5 - 11号棟と併設

花園 集会所 H9 - R5 認定こども園と併設

日吉３丁目 集会所 H23 - R5

湯川 集会所 S56 - R6

旭岡 １丁目集会所 S55 - R7

旭岡 ２丁目集会所 H1 - R7 図書室と併設

日乃出改良 集会室 S48 R7 - ２号棟と併設

五稜郭改良 共同浴場 H24 R7 - ５号棟と併設

維持管理・改善事業の内容
備考団地名 共同施設名 建設年度

次期点検時期

該当なし



 

１ ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）とその縮減効果の算出の考え方 
２ ＬＣＣの算出結果 
３ ＬＣＣの縮減効果の算出結果 

第７章 ライフサイクルコスト（LCC） 
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１ ライフルサイクルコスト（ＬＣＣ）とその縮減効果の算出の考え方 

 
建替事業を行う住棟はライフサイクルコスト（以下，「ＬＣＣ」という。）を，⻑寿命化型改善

事業を行う住棟はＬＣＣの縮減効果を，それぞれ策定指針に基づき以下の考え⽅により算出します。 

【建替事業を行う住棟のＬＣＣ算定】 
ＬＣＣ＝（建設費＋改善費＋修繕費＋除却費） 〔単位 千円/棟・年〕 
 

【⻑寿命化型改善事業を行う住棟のＬＣＣ算定】 
①１棟のＬＣＣ縮減効果 ＝ ②ＬＣＣ（計画前）− ①ＬＣＣ（計画後）  
②ＬＣＣ（計画前）＝（建設費＋修繕費＋除却費）／評価期間（改善非実施） 
③ＬＣＣ（計画後）＝（建設費＋改善費＋修繕費＋除却費）／評価期間（改善実施） 
※①〜③の単位は〔千円／棟・年〕 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

出典︓公営住宅等⻑寿命化計画策定指針（改定）（平成28年８月） 

図７－１ ＬＣＣの算出イメージ 
 
   ・建設費︓当該住棟の建設時点に投資した建設⼯事費 

     （⻑寿命化型改善事業は，建設当時の標準建設費×公営住宅法施⾏規則第23条の率） 

・改善費︓想定される管理期間における改善⼯事費の⾒込み額から修繕費相当額を控除（改善事業を実施 

することにより不要となる修繕費を控除）した額※ 

・修繕費︓管理期間における修繕⼯事費の⾒込み額※。策定指針で⽰されている修繕費乗率を建設費に乗じ 

て算定される累積修繕費 

・除却費︓想定される管理期間が経過した後の除却⼯事費の⾒込み額※ 

※将来的に発生する改善費，修繕費，除却費は，社会的割引率（４％）を適⽤して，現在価値化し算出 
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２ ＬＣＣの算出結果 

 

計画期間内に実施する建替事業について，ＬＣＣの算出結果を以下に示します。 

表７－１ ＬＣＣの算出結果 

 
 

３ ＬＣＣの縮減効果の算出結果 

 

計画期間内に実施する⻑寿命化型改善事業について，ＬＣＣの縮減効果を以下に示します。 

表７－２ ＬＣＣ縮減効果の算出結果 
  

大川 3 62 RC R4 28,374

大川 4 42 RC R5 19,457

西部地区改良 1 25 RC R9 12,968

西部地区改良 2 25 RC R9 12,968

集約用 1 25 RC R12 12,968

集約用 2 25 RC R12 12,968

団地名
住棟
番号

戸数 構造
建設
年度

LCC
（千円/
棟・年）

青柳 1 27 耐火 H1 3,256

港３丁目B 1 24 耐火 S47 892

田家A 1 24 耐火 H2 2,039

田家A 2 16 耐火 H2 1,388

田家A 3 20 耐火 H4 1,837

田家A 4 30 耐火 H3 1,806

田家A 5 20 耐火 H4 1,810

田家A 6 20 耐火 H4 1,783

田家A 7 20 耐火 H4 1,810

田家A 8 30 耐火 H4 2,723

田家A 9 16 耐火 H4 1,458

田家A 10 16 耐火 H3 1,312

田家A 11 16 耐火 H3 1,363

田家A 12 24 耐火 S62 2,310

田家A 13 16 耐火 S63 1,435

田家A 14 24 耐火 S63 2,276

田家A 15 16 耐火 H1 1,365

田家A 16 12 耐火 H1 1,039

田家A 17 12 耐火 H1 1,056

田家A 18 20 耐火 H2 1,779

田家A 19 20 耐火 H1 1,760

田家A 20 20 耐火 S62 1,974

団地名
住棟
番号

戸数 構造
建設
年度

LCC
縮減効果
(千円/
棟・年)

深堀 1 20 耐火 S60 2,436

深堀 2 25 耐火 S60 2,970

深堀 3 24 耐火 S57 3,031

深堀 4 20 耐火 S58 2,476

深堀 5 24 耐火 S58 3,001

深堀 6 20 耐火 S57 2,596

深堀 7 8 耐火 S60 769

深堀 8 16 耐火 S61 1,885

深堀 9 24 耐火 S56 2,964

深堀 10 24 耐火 S59 2,997

深堀 11 22 耐火 S59 2,789

湯浜 2 106 耐火 S49 7,468

湯浜 3 105 耐火 S49 10,532

旭岡 1-25 16 耐火 S61 1,715

旭岡 1-26 16 耐火 S61 1,711

旭岡 1-27 24 耐火 S59 2,555

旭岡 1-28 24 耐火 S57 2,507

旭岡 3-10 16 耐火 S56 1,646

旭岡 3-12 24 耐火 S56 2,354

旭岡 3-13 16 耐火 S58 1,668

旭岡 3-14 24 耐火 S56 2,391

旭岡 3-16 24 耐火 S56 2,430

本通 1 24 耐火 S51 1,300

本通 2 24 耐火 S52 1,375

美原１丁目 1 46 耐火 S53 6,139

本町モデル 1 16 耐火 S58 1,686

 弥生（特公賃） 1 30 耐火 H9 3,101

団地名
住棟
番号

戸数 構造
建設
年度

LCC
縮減効果
(千円/
棟・年)

※旭岡団地は，集約時の移転先として改善事業を行うため，移転対象の入居者の意向を踏まえ，１丁目また 
は３丁目のいずれかの住棟を改善対象とする。 



 

 



１ 団地配置図 
２ 団地写真 
３ 劣化状況調査 
４ 前計画の事業実施状況 
５ 事業手法の選定 
６ 事業計画 
７ 日常点検表 
８ 修繕周期表 
９ ⻑寿命化に係る 

交付金対象事業 
10 地区区分 

資料編 
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１ 団地配置図 

 

西部地区
区分 № 団地名称
公営住宅 1 青柳団地 1 27
公営住宅 2 旭町団地 1 49
改良住宅 1 弁天改良団地 1 50
改良住宅 2 大町改良団地 1 24
改良住宅 3 豊川改良団地 1 30

借上市営住宅 1 函館弁天いぶき荘 1 25
借上市営住宅 2 ウエストプラザ基坂 1 15
借上市営住宅 3 ベイコート末広 1 14
借上市営住宅 4 シーサイドテラス日和坂 1 22
借上市営住宅 5 グランシア大手町 1 21
借上市営住宅 6 A-サム　サカエ 1 40
借上市営住宅 7 リバ東雲 1 46
借上市営住宅 8 コンフォート東雲町 1 40
借上市営住宅 9 カーサミア大森 1 22
借上市営住宅 10 メゾン松風 1 18
借上市営住宅 11 クレストコート松風 1 24
借上市営住宅 12 メゾン若松 1 45
特定公共賃貸住宅 1 豊川団地 1 32
特定公共賃貸住宅 2 弥生団地 1 30

住棟
数

管理
戸数

中央部地区
区分 № 団地名称

公営住宅 3 松川団地 3 72
公営住宅 6 大川団地 2 68
公営住宅 7 田家A団地 20 392
公営住宅 8 田家B団地 10 58
改良住宅 4 松川改良団地 1 19
改良住宅 6 宮前改良団地 1 24
改良住宅 7 日乃出改良団地 2 194
改良住宅 8 本町改良団地 2 48
改良住宅 9 五稜郭改良団地 5 130
改良住宅 12 本町モデル団地 1 16

住棟
数

管理
戸数

東央部地区
区分 № 団地名称

公営住宅 9 深堀団地 11 227
公営住宅 10 湯浜団地 3 223
公営住宅 11 花園団地 10 496
公営住宅 12 日吉３丁目団地 11 392
公営住宅 13 湯川団地 113 1,136
公営住宅 14 旭岡団地 31 592
改良住宅 10 駒場改良団地 1 63
改良住宅 11 湯浜改良団地（１号棟） (1) 112

単身老人住宅 1 湯浜単身老人住宅（２・３号棟） (2) 16

住棟
数

管理
戸数

北東部地区
区分 № 団地名称

公営住宅 15 中道２丁目団地 34 142
公営住宅 16 本通団地 2 48
公営住宅 17 鍛治２丁目団地 9 200
公営住宅 18 美原１丁目団地 1 46

住棟
数

管理
戸数

北部地区
区分 № 団地名称
公営住宅 4 港２丁目団地 2 130
公営住宅 5 港３丁目B団地 1 24
改良住宅 5 港３丁目改良団地 5 48

住棟
数

管理
戸数

西部地区

東央部地区

北東部地区

北部地区

中央部地区

旧市域の団地配置図

【凡例】

● 公営住宅

● 改良住宅

● 借上市営住宅

● 単身老人住宅

● 特定公共賃貸住宅

居住誘導区域内

居住誘導区域外

※湯浜改良団地は，湯浜団地１号棟に含まれている

※湯浜単身老人住宅は，湯浜団地２・３号棟に含まれている
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戸井地区
区分 № 団地名称

公営住宅 1 小安西団地 11 49
公営住宅 2 釜谷町団地 2 6
公営住宅 3 釜谷東団地 2 8
公営住宅 4 汐首町団地 2 8
公営住宅 5 弁才町団地 1 4
公営住宅 6 浜町東団地 4 16
公営住宅 7 東浜町団地 3 10
公営住宅 8 浜町西団地 3 20
公営住宅 9 戸井沢団地 4 16

特定公共賃貸住宅 1 小安西団地 1 4

住棟
数

管理
戸数

恵山地区

戸井地区

椴法華地区

南茅部地区

東部地区の団地配置図

【凡例】

● 公営住宅

● 特定公共賃貸住宅

恵山地区
区分 № 団地名称

公営住宅 1 豊浦団地 2 12
公営住宅 2 中浜団地 4 14
公営住宅 3 女那川第２団地 3 12
公営住宅 4 川上団地 11 44
公営住宅 5 日ノ浜第１団地 4 12
公営住宅 6 日ノ浜第２団地 11 37
公営住宅 7 日ノ浜第３団地 4 8
公営住宅 8 恵山第１団地 3 9
公営住宅 9 恵山第２団地 2 6
公営住宅 10 恵山第３団地 5 20

住棟
数

管理
戸数

椴法華地区
区分 № 団地名称

公営住宅 1 新八幡町団地 3 8
公営住宅 2 新浜町団地 5 17
公営住宅 3 銚子団地 1 8

住棟
数

管理
戸数

南茅部地区
区分 № 団地名称
公営住宅 1 八木川団地 4 16
公営住宅 2 弥生団地 2 8
公営住宅 3 カラマツ団地 5 20
公営住宅 4 アカシア団地 2 12
公営住宅 5 見晴台団地 4 16
公営住宅 6 川汲緑ヶ丘団地 2 12
公営住宅 7 白樺団地 2 8
公営住宅 8 東海団地 5 24
公営住宅 9 アスナロ団地 7 26
公営住宅 10 はまゆり団地 3 10

特定公共賃貸住宅 1 川汲緑ヶ丘団地 1 4

住棟
数

管理
戸数
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２ 団地写真 
 

【旧市域】公営住宅 

  

No.1 ⻘柳団地 No.2 旭町団地 
 

 

 

  

No.3 松川団地 No.４ 港２丁目団地 
 

 

 

  

No.５ 港３丁目B団地 No.６ 大川団地 
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No.７ 田家A団地 No.８ 田家B団地 
 

 

 

  

No.９ 深堀団地 No.10 湯浜団地 
                          （※湯浜改良団地は１号棟，湯浜単⾝⽼⼈住宅は２・３ 

号棟に含まれている） 
 

 

  

No.11 花園団地 No.12 日吉３丁目団地  



62 

 

 

 

  

No.13 湯川団地 No.14 旭岡団地 
 

 

 

  

No.15 中道２丁目団地 No.16本通団地 
 

 

  

No.17 鍛治２丁目団地 No.18 美原１丁目団地 
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【旧市域】改良住宅 

  

No.1 弁天改良団地 No.2 大町改良団地 
 

 

 

  

No.3 豊川改良団地 No.4 松川改良団地 
 

 

 

  

No.５ 港３丁目改良団地 No.６ 宮前改良団地 
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No.７ 日乃出改良団地 No.8 本町改良団地 
 

 

 

  

No.９ 五稜郭改良団地 No.10 駒場改良団地 
 

 

 

  

No.11 湯浜改良団地              No.12 本町モデル団地 
（※湯浜団地１号棟に含まれている）   
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【旧市域】借上市営住宅 

   

No.1 函館弁天いぶき荘  NO.2 ウエストプラザ基坂 
 

 

 

  

No.3 ベイコート末広 No.4 シーサイドテラス日和坂 
 

 

 

  

No.5 グランシア大手町 No.6 A-サム サカエ 
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No.7 リバ東雲 No.8 コンフォート東雲町 
 

 

 

  

No.９ カーサミア大森 No.10 メゾン松風 
 

 

 

    

 No.11 クレストコート松風  No.12 メゾン若松 
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【旧市域】特定公共賃貸住宅  

  

No.1 豊川団地 No.2 弥生団地 
 

 

【⼾井地区】公営住宅 

  

No.1 ⼩安⻄団地 No.2 釜谷町団地 
 

 

 

  

No.3 釜谷東団地 No.4 汐首町団地 
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No.5 弁才町団地 No.6  浜町東団地 
 

 

 

  

No.7 東浜町団地 No.8 浜町⻄団地 
 

                          【⼾井地区】特定公共賃貸住宅  

  

No.９ ⼾井沢団地 NO.1 ⼩安⻄団地 
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【恵山地区】公営住宅 

  

No.1 豊浦団地 No.2 中浜団地 
 

 

 

  

No.３ ⼥那川第２団地 No.4 川上団地 
 

 

 

  

No.５ 日ノ浜第１団地 No.６ 日ノ浜第２団地 
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No.７ 日ノ浜第３団地 No.８ 恵山第１団地 
 

 

 

  

No.９ 恵山第２団地 No.10 恵山第３団地 
 

 

 

【椴法華地区】公営住宅 

  

No.1 新八幡町団地 No.２ 新浜町団地 
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 【南茅部地区】公営住宅  

  

No.3 銚子団地 No.１ 八木川団地 
 

 

 

  

No.2 弥生団地 No.3 カラマツ団地 
 

 

 

  

No.4 アカシア団地 No.5 ⾒晴台団地 
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No.6 川汲緑ヶ丘団地 No.7 白樺団地 
 

 

 

  

No.８ 東海団地 No.９ アスナロ団地 
 

 

 【南茅部地区】特定公共賃貸住宅  

  

No.10 はまゆり団地 NO.1 川汲緑ヶ丘団地 
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３ 劣化状況調査 

表３－１ 評価基準［再掲］ 
 

 

 

 

 

 

表３－２ 調査結果（旧市域） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
調査時点︓令和４(2022)年７⽉（※本通団地の屋根のみ８⽉） 

外壁 基礎 屋根
壁体 塗装 躯体 塗装 置き屋根 陸屋根

⻘柳団地 1号棟 Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ ― Ｃ
旭町団地 1号棟 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ ― Ｃ
港2丁目団地 1，2号棟 Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ ― Ｃ
港3丁目B団地 1号棟 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ ―
田家A団地 1号棟〜20号棟 Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ ― Ｂ
深堀団地 1号棟〜11号棟 Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ ―
湯浜団地 1号棟 Ｃ Ｂ Ｃ ― Ｂ Ｃ ― Ｂ
湯浜団地 2号棟 Ａ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ ― Ｃ
湯浜団地 3号棟（会館，児童館併設） Ｃ Ｂ Ｃ ― Ｂ Ｃ ― Ｂ
花園団地 1号棟，2号棟，4号棟〜6号棟，8号棟，9号棟 Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ ― Ｂ
花園団地 3号棟，7号棟，10号棟 Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ ― Ｃ
日吉3丁目団地 1号棟〜11号棟 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ ― Ｃ
湯川団地 1号棟〜3号棟 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ ―
湯川団地 4号棟〜6号棟 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ ―
湯川団地 7号棟〜9号棟 Ｂ Ａ Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ ―
湯川団地 10号棟〜14号棟 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ ―
湯川団地 15号棟，17号棟 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ａ ―
湯川団地 16号棟，18号棟，19号棟 Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ Ａ ―
湯川団地 20号棟 Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ ―
湯川団地 21号棟〜24号棟 Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ａ ―
湯川団地 25号棟，26-1号棟，26-2号棟 Ｂ Ａ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ ―
湯川団地 27号棟，28号棟 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ ―
湯川団地 29号棟 Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ ―
湯川団地 30号棟 Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ ―
湯川団地 31号棟 Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ ―
湯川団地 32号棟〜35号棟 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ ―
湯川団地 59号棟 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ ―
旭岡団地 1-1号棟〜1-5号棟 Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ Ａ Ｃ ―
旭岡団地 1-6号棟 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ ―
旭岡団地 1-7号棟〜1-10号棟，1-12号棟，1-13号棟 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ ―
旭岡団地 1-11号棟，1-14号棟 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ ―
旭岡団地 1-25号棟〜1-28号棟 Ａ Ｂ Ａ ― Ｃ Ｂ Ａ ―
旭岡団地 2-16号棟〜2-23号棟 Ａ Ｂ Ｂ ― Ｃ Ａ Ａ ―
旭岡団地 3-10号棟，3-12号棟，3-14号棟，3-16号棟 Ａ Ａ Ｃ ― Ｃ Ａ Ａ ―
旭岡団地 3-13号棟 Ａ Ｂ Ｃ ― Ｃ Ａ Ｂ ―
本通団地 1号棟，2号棟 Ｃ Ｃ Ｃ ― Ｃ Ｃ Ｃ ―
鍛治2丁目団地 2号棟 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ ― Ｃ
鍛治2丁目団地 1号棟，3号棟〜9号棟 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ ―
美原1丁目団地 1号棟 Ｃ Ｂ Ｃ ― Ｃ Ｃ ― Ａ
弁天改良団地 1号棟 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ ―
大町改良団地 1号棟 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ ― Ｃ
豊川改良団地 1号棟 Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ ―
松川改良団地 1号棟 Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ ―
宮前改良団地 1号棟 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ ― Ｃ
日乃出改良団地 1号棟，2号棟 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ ― Ｃ
本町改良団地 1号棟，2号棟 Ｃ Ｃ Ｃ ― Ｃ Ｃ ― Ｃ
五稜郭改良団地 1号棟 Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ ―
五稜郭改良団地 2号棟，5号棟 Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ａ ―
五稜郭改良団地 3号棟，4号棟 Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ ―
駒場改良団地 1号棟 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ ― Ｃ
本町モデル団地 1号棟 Ｂ Ｃ Ｃ ― Ｃ Ｃ ― Ｃ
豊川団地 1号棟（特公賃） Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ ― Ｃ
弥生団地 1号棟（特公賃） Ａ Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ ― Ｂ

シーリング団地名 住棟番号 建具

評価 修繕時期

Ｃ
劣化の進行が認められるが構造耐力の低下に繋がらない軽微な劣化であり，か
つ，安全性に問題はなく現状放置可能な状態。または健全な状態

経過観察

劣化状態

Ａ
劣化の程度が著しく，第三者被害および構造耐力の低下による緊急性を伴う劣
化が認められ，早急な対策が必要である状態

1年以内

Ｂ
劣化が進行している状態。放置した場合，安全性が担保できないまたは二次的
劣化が懸念される状態

3〜5年以内
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表３－３ 調査結果（東部地区） 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査時点︓令和４(2022)年８⽉ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外壁 基礎 屋根
壁体 塗装 躯体 塗装 置き屋根 陸屋根

⼩安⻄団地 1号棟，2号棟 Ａ Ｂ Ｃ ― Ｃ Ｃ Ｂ ―
⼩安⻄団地 3号棟 Ｂ Ｂ Ｃ ― Ｃ Ａ Ｃ ―
⼩安⻄団地 4号棟（特公賃）〜7号棟 Ｃ Ｂ Ｃ ― Ｃ Ｃ Ｃ ―
⼩安⻄団地 8号棟〜11号棟 Ｃ Ｃ Ｃ ― Ｃ Ｃ Ｃ ―
⼩安⻄団地 12号棟 Ｃ Ｃ Ｃ ― Ｃ Ｃ Ｃ ―
釜谷東団地 1号棟，2号棟 Ａ Ｂ Ａ ― Ｃ Ａ Ｂ ―
浜町⻄団地 1号棟〜3号棟 Ｂ Ｂ Ｂ ― Ｃ Ａ Ｃ ―
豊浦団地 1号棟，2号棟 Ｂ Ｃ Ｃ ― Ｃ Ｃ Ｃ ―
中浜団地 1号棟〜3号棟 Ａ Ｂ Ａ ― Ｃ Ｂ Ａ ―
中浜団地 4号棟 Ｂ Ｂ Ｃ ― Ｃ Ｃ Ａ ―
恵山第1団地 1号棟，2号棟 Ｃ Ｂ Ｃ ― Ｃ Ａ Ａ ―
恵山第1団地 3号棟 Ｃ Ｂ Ｃ ― Ｃ Ｃ Ｂ ―
新八幡町団地 1号棟〜3号棟 Ｂ ― Ｃ ― Ｃ Ｃ Ｂ ―
新浜町団地 1号棟〜5号棟 Ｃ Ｂ Ｂ ― Ｃ Ａ Ａ ―
銚子団地 1号棟 Ｃ Ｃ Ｃ ― Ｃ Ｃ ― Ｃ
カラマツ団地 1号棟，2号棟 Ｃ Ｃ Ｃ ― Ｃ Ｃ Ｂ ―
カラマツ団地 3号棟〜5号棟 Ｃ Ｃ Ｃ ― Ｃ Ｃ Ｂ ―
見晴台団地 1号棟，2号棟 Ｂ Ｂ Ｃ ― Ｃ Ｃ Ｂ ―
見晴台団地 3号棟，4号棟 Ａ ― Ｃ ― Ｃ Ｃ Ｃ ―
川汲緑ヶ丘団地 1号棟 Ｃ ― Ｃ ― Ｃ Ｃ Ａ ―
川汲緑ヶ丘団地 2号棟 Ｃ ― Ｃ ― Ｃ Ｃ Ａ ―
川汲緑ヶ丘団地 3号棟（特公賃） Ｃ Ｃ Ｃ ― Ｃ Ｃ Ａ ―
東海団地 1号棟〜3号棟 Ｃ Ｃ Ｃ ― Ｃ Ｃ Ｂ ―
東海団地 6号棟 Ａ Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ｃ Ｂ ―
東海団地 7号棟 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ ―

シーリング団地名 住棟名 建具



75 

４ 前計画の事業実施状況 
 

【旧市域】 
 

※赤字：未実施 

 

【凡例】 基設：基本設計 実設：実施設計 耐:耐震改修 耐設：耐震設計 EV:高齢者対応(エレベーター等) 壁:外壁等改修 灯:灯油配管 換：換気設備改善 手：階段室手すり設置 避：避難ハッチ改修 共：共同施設整備（集会所）  #:棟番号

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4
(2013) (2014) (2015) (2016) (2017) (2018) (2019) (2020) (2021) (2022)

大川団地 4 （172） 新規 基設 実設#1
もと大川中学校

解体
実設#2
建設#1

実設#3
建設#2

実設#4
建設#3・共

松川団地 S25〜27 中耐4 3 72 建替え 解体（72⼾）
田家Ｂ団地 S31〜33 簡2 10 58 建替え 解体（58⼾）
日吉４丁目団地 S40〜42 簡平 42 166 用途廃止 解体（166⼾）

S43〜48
簡平，
簡2

76 352 用途廃止 解体（176⼾）

S44〜51 中耐4 37 784 個別改善
灯#1〜4

手#1〜5・7〜14
21〜25・27〜35

灯
#5〜11

灯
#12〜18

灯
#19〜24

灯
#25，26-1・2

灯
#27〜29

灯
#30〜33

灯
#34・35・59

中道２丁目団地 S43〜47
簡平，
簡2

34 142 用途廃止 解体（142⼾）

S41 簡2 4 24
S42 中耐4 1 24

⻘柳団地 H2 中耐4 1 27 個別改善 灯

田家Ａ団地 S62〜H5
中耐
4，5

20 392 個別改善
灯・避
#1〜5

灯・避
#6〜20

深堀団地 S56〜61
中耐
4，5

11 227 個別改善 給水解体 灯・手#7

湯浜団地 S49〜51 高層7 3 351 個別改善 EV改 #1・3 壁#3 壁#1 壁#2

旭岡団地 S52〜62 中耐4 31 592 個別改善
壁・灯・手

#1-6・7
壁・灯・手

#1-12
壁・灯・手
#1-13・14

壁・灯・手
#1-8・9・11

壁・灯・手
#2-17・19

壁・灯・手
#2-16

壁・灯・手
#2-18・21

壁・灯・手
#1-10，
3-14・16

壁・灯・手
#3-10・12

壁・灯・手
#1-4，2-22

本通団地 S51〜52 中耐4 2 48 個別改善
壁・灯
#1・2

鍛治２丁目団地 S49〜51 中耐4 9 200 個別改善
灯・手
#1〜9

大町改良団地 S47 中耐5 1 24 個別改善 耐設 EV・耐･壁・換
弁天改良団地 S44 中耐5 1 50 個別改善 換
豊川改良団地 S45 中耐5 1 30 個別改善 灯・換
松川改良団地 S54 中耐5 1 19 個別改善 灯・手
宮前改良団地 S55 中耐5 1 24 個別改善 耐設 耐・壁・灯・手

本町改良団地 S47 中耐5 2 48 個別改善 耐設#1
EV・耐・壁・換#1

耐設#2
EV・耐・壁・換#2

日乃出改良団地 S48〜49 高層7 2 194 個別改善 EV改#1・2 換

五稜郭改良団地 S44〜46 中耐5 5 130 個別改善 耐設#5 耐・灯・換#5 耐設#1
耐・灯・換#1
灯・換#2〜4

本町モデル団地 S59 中耐5 1 16 個別改善 壁・灯

現⼾数 事業手法
現行計画の事業実施状況

湯川団地

団 地 名 竣工年度
構造
階数

棟数

解体（48⼾）港３丁目改良住宅 用途廃止
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【東部地区】 
 

※赤字：未実施 

 
 

 

 

 

■⼾井地区

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4
(2013) (2014) (2015) (2016) (2017) (2018) (2019) (2020) (2021) (2022)

⼩安町団地 S42 簡平 3 8 用途廃止 解体（8⼾）
釜谷町団地 S47 簡平 2 6 用途廃止 解体（6⼾）
汐首町団地 S49 簡平 2 8 用途廃止 解体（8⼾）
弁才町団地 S39 簡平 1 4 用途廃止 解体（4⼾）
浜町東団地 S44 簡平 4 16 用途廃止 解体（16⼾）
東浜町団地 S47 簡平 3 10 用途廃止 解体（10⼾）
⼾井沢団地 S43〜S44 簡平 4 16 用途廃止 解体（16⼾）

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4
(2013) (2014) (2015) (2016) (2017) (2018) (2019) (2020) (2021) (2022)

女那川第2団地 S44〜S45 簡平 3 12 用途廃止 解体（12⼾）
川上団地 S46〜S51 簡平 11 44 用途廃止 解体（44⼾）
日ノ浜第1団地 S37〜S54 簡平 4 12 用途廃止 解体（12⼾）
日ノ浜第2団地 S41〜S52 簡平 11 37 用途廃止 解体（37⼾）
日ノ浜第3団地 S56 簡平 4 8 用途廃止 解体（8⼾）
恵山第2団地 S42 簡平 2 6 用途廃止 解体（6⼾）
恵山第3団地 S48〜S54 簡平 5 20 用途廃止 解体（20⼾）

■南茅部地区

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4
(2013) (2014) (2015) (2016) (2017) (2018) (2019) (2020) (2021) (2022)

八木川団地 S45 簡平 4 16 用途廃止 解体（16⼾）
弥生団地 S43 簡平 2 8 用途廃止 解体（8⼾）
アカシア団地 S42 簡平 2 12 用途廃止 解体（12⼾）
白樺団地 S43 簡平 2 8 用途廃止 解体（8⼾）
東海団地 S40 簡平 3 10 用途廃止 解体（10⼾）
アスナロ団地 S40〜S43 簡平 7 26 用途廃止 解体（26⼾）
はまゆり団地 S41〜S45 簡平 4 14 用途廃止 解体（4⼾） 解体（10⼾）

団 地 名 竣工年度
構造
階数

棟数 現⼾数 事業手法
現行計画の事業実施状況

現⼾数 事業手法
現行計画の事業実施状況

団 地 名 竣工年度
構造
階数

棟数 現⼾数 事業手法
現行計画の事業実施状況

団 地 名

■恵山地区

竣工年度
構造
階数

棟数
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５ 事業手法の選定 

 
⑴ 事業手法の選定方法 

事業手法の選定は，団地または住棟ごとに以下の手順に沿って行います。 
 
◆１次判定：団地の管理方針と住宅改善の必要性・可能性に基づく団地・住棟の事業手法の仮設定 

団地単位における需要，効率性，立地の社会的特性から，「継続管理する団地」，「継続管理
について判断を留保する団地」の区分を判断します。 

また，住棟単位における躯体の安全性や避難の安全性，居住性の評価などの物理的特性から，
「改善不要」，「改善が必要」，「優先的な対応が必要（改善可能）」，「優先的な対応が必要
（改善不可能）」の区分を判断し，団地の社会的特性により判断した区分とあわせて事業手法を
仮設定します。 

 
◆２次判定：１次判定において事業手法・管理方針の判断を留保した団地・住棟の事業手法の仮設定 

１次判定の結果，改善か建替かの判断を留保した住棟を対象に，⻑寿命化改善事業を実施した
場合のＬＣＣ縮減効果の算出や，建替事業量の試算により，事業手法（改善または建替）を仮設
定します。 

また，１次判定の結果，継続管理について判断を留保した団地を対象に，将来の必要供給⼾数
の推計や将来的な活用の優先順位を踏まえ，将来の管理方針を判定したうえで，事業手法を仮設
定します。 

 
◆３次判定：計画期間における事業手法の決定 

１次・２次判定結果を踏まえ，再編等の対象となり得る団地や，異なる事業手法に判定した結
果が混在する団地は，効率的な事業の実施のため，事業手法を再判定し，計画期間における事業
手法を決定します。   
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出典︓公営住宅等⻑寿命化計画策定指針（改定）（平成28年８⽉） 

図５－１ 事業手法選定フロー［再掲］  
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(2) 必要供給⼾数の推計 

【将来人口の推計】 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※令和２（2020）年までの総⼈⼝は，年齢不詳を含む数を⽰します。 
出典︓実績は国勢調査（昭和50(1975)年〜令和２(2020)年）， 

                   推計は国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「日本の地域別将来推計⼈⼝（平成30(2018)年推計）」 

図５－２ ⼈⼝の推移 

 

【将来世帯数の推計】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓実績は国勢調査（昭和50(1975)年〜令和２(2020)年），    
推計は住宅確保要配慮者世帯数推計⽀援プログラム 
（国⼟交通省国⼟技術政策総合研究所） 

図５－３ 一般世帯数の推移 
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【公営住宅入居資格世帯数の推計】 
 

 
出典︓住宅確保要配慮者世帯数推計プログラム（国⼟交通省 令和３年10⽉公開） 

図５－４ 公営住宅の⼊居資格世帯数の推計結果［再掲］ 

 
【必要供給⼾数の推計】 

 
表５－１ 必要供給⼾数の推計結果 

  
計画期間末 
R14(2032) 

見通し期間末 
R24(2042) 

函館市の将来人口 208,076 人 172,969 人 
一般世帯数 104,462 世帯 87,378 世帯 
市営住宅の必要⼾数 ①ー②ー③ 4,923 ⼾ 3,631 ⼾ 
  ① 公営住宅入居資格世帯数 18,485 世帯 15,262 世帯 
  ② 道営住宅⼾数※１ 1,752 ⼾ 1,752 ⼾ 

  
③ 低廉かつ一定の質を有す 
  る⺠間賃貸住宅※２ 

11,810 ⼾ 9,879 ⼾ 

     ※１ 令和４(2022)年４⽉時点の⼾数に，今後整備予定の24⼾を含んだ⼾数 
※２ 平成30年住宅・⼟地統計調査から，以下の条件で⼾数を推計 

①公営住宅並みの低廉な家賃の住宅 
②耐震性を確保していると想定される住宅（昭和56(1981)年以降に建設された新耐震基準のもの） 
③住生活基本計画で⽰されている最低居住面積水準以上の住宅 
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表５－２ 道営住宅一覧 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（ ）内は整備予定のもの 

出典︓北海道（令和４(2022)年４⽉時点） 
  

No 団地名 竣工年度 構造・階数 棟数 ⼾数

1 田家町団地 H6〜10 高耐9,10 3 148

2 谷地頭町団地 H14〜15 耐平,中耐3 6 30

S38〜41 中耐4 3 52

H30 20

R2 20

R3 20

（R5） (24)

4 上湯川B団地 H6〜8 中耐3 3 53

5 弥生町団地 H16 中耐3 1 17

6 船見町団地 H19 中耐4 1 18

7 東川町団地 S50 高耐7 1 67

8 旭岡団地 S52〜59 中耐4 11 208

9 愛宕団地 S53 高耐7 1 49

10 駒場町団地 S55 高耐7 1 83

11 柳町団地 S57 中耐5 3 100

S58〜60 中耐4,5 8 194

S59〜61 高耐7,8 2 150

13 人見町団地 S58 高耐4,6 1 62

14 サニータウンみはら団地 H4 中耐3 3 50

15 住吉団地 H11 耐2 2 12

16 宝来団地 H11 中耐3 1 18

17 ガーデンヒル旭岡団地 H12〜14 木平 20 58

18 的場町団地 H12〜13 中耐3 4 48

19 日吉町団地 H14 中耐5 1 33

20 東坂団地 H14 中耐3 1 18

21 高田屋通団地 H16 中耐5 1 50

22 旭森団地 H17 中耐5 1 30

23 であえ―る大森浜団地 H22〜H23 中耐5 2 99

24 ガーデンヒル旭岡第二団地 H25〜H29 木平 7 15

25 ガーデンヒル旭岡第三団地 R1 木平 1 6

91
1728

(1752)

【旧市域】

道営住宅計 25団地

12 大川町団地

1
3 日吉町A団地

中耐5,
一部4

中耐5,
一部4

1
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⑶ １次判定 

「団地敷地の現在の立地環境等の社会的特性を踏まえた管理方針」と「住棟の現在
の物理特性による改善の必要性・可能性」から事業手法を仮設定します。 

 
【社会的特性】 

 
 
 
 
 
 
 
 

図５－５ 社会的特性の判定フロー 

 

【社会的特性の判定基準】 
①需要 〔旧市域〕 

・直近５か年の公募倍率※１が１倍以上かつ空家率※２30％未満の団地は「〇」 
・直近５か年の公募倍率が１倍未満または空家率 30％以上の団地は「×」 
※直近５か年で公募していない場合は空家率のみで判定 

〔東部地区〕 
・空家率 30％未満の団地は「〇」 
・空家率 30％以上の団地は「×」 
※１ 公募倍率：平成 29(2017)年度〜令和３(2021)年度の世帯人員別・特定目

的住宅（管理・子育て）の公募から平均を算出 
※２ 空 家 率：政策空家を除く一般空家（令和４(2022)年６月時点）で，旧

市域平均 22.4％と東部地区平均 22.9％，全市平均 22.5％を参
考に，問題とすべき空家率を「30％以上」と設定 

②効率性 ・敷地面積が 1,000 ㎡以上かつ敷地形状が整形の団地は「〇」 
・敷地面積が 1,000 ㎡未満または敷地形状が不整形の団地は「×」 
※1,000 ㎡は公営住宅建替事業の施行要件（公営住宅法第３６条第１号）を参考

に設定 
③立地 以下，全てに該当する団地は「〇」，１つでも該当しない団地は「×」 

・旧市域は居住誘導区域内，東部地区はバス停から徒歩 10 分圏内に立地している
団地 

・災害危険区域（洪水浸水，津波浸水，土砂災害）に立地していない団地 
※地域バランスは，同一地区内（旧市域は⻄部地区ほか４地区，東部地区は⼾井

地区ほか３地区のそれぞれ）に，複数の団地が供給されているため判定項目か
ら除外 

 

①需要
②効率性
③立地

継続管理する団地 継続管理について
判断を留保する団地

①〜③のすべてが
「〇」

①〜③のいずれかが
「✕」
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【物理的特性】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

図５－６ 物理的特性の判定フロー 

 
【物理的特性の判定基準】 

①躯体の安全性 耐震性が確保されていない住棟は優先的な対応が「必要」 
②避難の安全性 二方向避難および防火区画が確保されていない住棟は優先的な対応が

「必要」 
③居住性 以下の設備が未設置の住棟は改善が「必要」 

・福祉対応（エレベーター（３階以上・片廊下型の住棟※），階段室手す
り） 

・灯油配管（３階以上・階段室型の住棟※） 
・浴室 
※⻘柳団地は法規上，エレベーターの設置が難しいという結果になった

ため，灯油配管設置の有無で判定 

④劣化状況 劣化状況調査から，外壁（壁体・塗装），屋根の調査結果が評価 A・B の
住棟は改善が「必要」 

⑤改善履歴 ・直近 10 年以内に外壁，屋根の⻑寿命化型改善履歴がない住棟は改善が
「必要」 

※直近 10 年以内に改善履歴がなく，今後 10 年間改善計画を実施しない
場合，少なくとも 20 年は改善を実施しないこととなり，策定指針で示
されている修繕周期を超えることになるため。 

 

①躯体の安全性
②避難の安全性

改善不要 優先的な対応が必要
（改善可能）

①・②いずれかの
対応が「必要」

優先的な対応が必要
（改善不可能）改善が必要

③〜⑤
いずれかの

改善が「必要」

③居住性
④劣化状況
⑤改善履歴

①・②いずれも
対応「不要」

③〜⑤
いずれも

改善「不要」

躯体・避難の
安全性にかかる
改善の可能性

改善可能 改善不可能
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【１次判定結果】 
事業手法・管理方針の判断を留保した団地・住棟を対象（Ａグループ・Bグループ）

に，２次判定で事業手法を仮設定します。 
 物理的特性による判定結果  

改善不要 改善が必要 優先的な対応が必要 
（改善可能） 

優先的な対応が必要 
（改善不可能） 

社
会
的
特
性
に
よ
る
判
定
結
果 

継
続
管
理
す
る
団
地 

維持管理 改善，または建替 
優先的な改善， 

または 
優先的な建替 

優先的な建替 

大川団地 
（68 ⼾） 
 
 
 
 

⻘柳，田家 A， 
美原１丁目， 
駒場改良，⼩安⻄， 
釜谷東，豊浦， 
見晴台，川汲緑ヶ丘 
（633 ⼾） 

該当なし 該当なし 

継
続
管
理
に
つ
い
て
判
断
を
留
保
す
る
団
地 

維持管理， 
または 

用途廃止 

改善，建替， 
または 

用途廃止 

優先的な改善， 
優先的な建替， 

または 
優先的な用途廃止 

優先的な建替， 
または 

優先的な用途廃止 

旭岡， 
宮前改良 
（208 ⼾） 
 
 
 
 

旭町，港２丁目， 
港３丁目 B，深堀， 
湯浜，花園， 
日吉３丁目， 
湯川（中耐），旭岡， 
本通，鍛治２丁目， 
弁天改良，大町改良， 
豊川改良，松川改良， 
日乃出改良，本町改良，
五稜郭改良， 
本町モデル， 
豊川（特公賃）， 
弥生（特公賃）， 
浜町⻄，中浜， 
恵山第１，新八幡町， 
新浜町，銚子， 
カラマツ，東海 
（3,802 ⼾） 

該当なし 該当なし 

※⻘字は住棟で判定が異なる団地を⽰す。 
 

 

  

Bグループ 

継続管理について，判断を留保した
団地・住棟 

Aグループ 

継続管理する団地のう
ち，改善か建替か判断
を留保した団地・住棟 
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⑷ ２次判定 

【Ａグループ】 
１次判定でＡグループと判定した住棟は，⻑寿命化型改善事業を実施した場合のLCC

の縮減効果や，建替事業量の試算から「改善」または「建替」と仮設定します。 
 
【Ａグループの判定基準】 

令和４(2022)年度末時点で耐用年限を経過している住棟は，計画期間でさらに10年
経過することとなり将来的な活用が難しいことから，以下の判断基準によらず「建替」
と仮設定します。 
①LCC の 

縮減効果 
⻑寿命化型改善（屋根改修または屋上防水改修，外壁改修）を実施
した場合における LCC の縮減効果から判定 
・LCC の縮減額がプラスになる場合は「改善」 
・LCC の縮減額がマイナスになる場合は「建替」 

②建替事業量の 
比較 

Ａグループ全ての住棟を建替えると想定した場合の事業量と，函館
市において計画期間に実施可能な建替事業量を比較し判定（表５−
３参照） 
・実施可能な建替えの事業量を上回る場合は「改善」 
・実施可能な建替えの事業量を下回る場合は「建替」 

 
表５－３ 建替事業量の⽐較 

A グループ全ての住棟を 
建替えた場合の事業量 

約 190 億円 
633 ⼾×3 千万円※ 

※⼾あたりの建替事業量 
計画期間に実施可能な 

建替事業量 
約 55 億円 
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【Ｂグループ】 
１次判定でＢグループと判定した団地を対象に，将来の必要供給⼾数や将来的な活用

の優先順位を踏まえた管理方針を検討し，将来にわたって「維持管理する団地」または
将来的な用途廃止を想定する「当面管理する団地（建替を前提としない）」に判定した
うえで，１次判定結果を踏まえた事業手法を仮設定します。 

 
【Bグループの判定基準】 

①将来の 
管理方針 

令和 14(2032)年度末の必要供給⼾数に対し，計画期間に事業手法を
検討する団地の⼾数との比較により判定（表５−４参照） 
・必要供給⼾数と比較し，不足する場合は全て「継続管理」，余剰が

ある場合は余剰分を将来的な活用の優先順位（表５−５参照）が
低い団地から「当面管理」，残りは全て「継続管理」 

②事業手法の 
仮設定 

①将来の管理方針と１次判定結果を踏まえた事業手法の仮設定（表
５−６参照） 
「継続管理」する団地の事業手法の仮設定 
 １次判定で「維持管理，または用途廃止」 

・１次判定の物理的特性の判定結果から，今後の⻑期的な活用が
見込めるため「維持管理」 

 １次判定で「改善，建替，または用途廃止」 
・令和４(2022)年度末時点で耐用年限を経過していない住棟は，

「改善」 
・令和４(2022)年度末時点で耐用年限を経過している住棟は，計

画期間でさらに10年経過することとなり将来的な活用が難しい
ため「建替」 

「当面管理」する団地の事業手法の仮設定 
 １次判定で「維持管理，または用途廃止」 

・令和４(2022)年度末時点で，耐用年限を経過していない住棟は
「当面維持管理」 

・令和４(2022)年度末時点で耐用年限を経過している住棟は，計
画期間でさらに10年経過することとなり将来的な活用が難しい
ため「用途廃止」 

 １次判定で「改善，建替，または用途廃止」 
・令和４(2022)年度 末 時点で 耐用 年限を 経過 してい ない 住棟は

「改善し当面維持管理」 
・令和４(2022)年度末時点で耐用年限を経過している住棟は，計

画期間でさらに10年経過することとなり将来的な活用が難しい
ため「用途廃止」 
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表５－４ 必要供給⼾数との⽐較 

令和 14(2032)年度末
の必要供給⼾数 

4,923 ⼾ 
 

計画期間に事業手法を 
検討する団地の⼾数 

4,947 ⼾ 

令 和 ４(2022)年 度 末 時 点 の 管 理 ⼾ 数5,924⼾
（ 特 公 賃 除 く ） か ら ， 前 計 画 で 予 定 し た 建 替
104⼾ を加 え，用途廃 止951⼾ ， 計画期間に 返
還する借上市営住宅130⼾を引いた⼾数 
 

表５－５ 将来的な活用の優先順位と将来の管理⽅針 

優先順位※  
社会的特性による判定結果 

将来の管理方針 
立地 需要 効率性 

高 １ 〇 〇 ✕  １棟 16 ⼾ 継続管理 
 ２ 〇 ✕  〇 13 棟 225 ⼾ 継続管理 
 ３ ✕  〇 〇 59 棟 1,811 ⼾ 継続管理 
 ４ 〇 ✕  ✕  該当なし  
 ５ ✕  〇 ✕  10 棟 224 ⼾ 継続管理 
 ６ ✕  ✕  〇 80 棟 1,704 ⼾ 継続管理 

低 ７ ✕  ✕  ✕  １棟 30 ⼾ 当面管理 
※社会的特性による判定結果から「⽴地」を最優先，次いで「需要」，「効率性」 

 

表５－６ １次判定結果を踏まえた事業手法の仮設定 

将来の 
管理方針 

（表５−５） 
１次判定結果 

令和４(2022)年度末 
耐用年限経過状況 

事業手法の 
仮設定 

継続管理 
する団地 

維持管理，または用途廃止  維持管理 

改善，建替，または用途廃止 
耐用年限 
未経過 

改善 

耐用年限経過 建替 

当面管理 
する団地 

維持管理，または用途廃止 
耐用年限 
未経過 

当面維持管理 

耐用年限経過 用途廃止 

改善，建替，または用途廃止 
耐用年限 
未経過 

改善し当面維持
管理 

耐用年限経過 用途廃止 
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【２次判定結果】 
 仮設定した事業手法について，３次判定で効率的な事業実施など総合的に検討を行い
ます。 
 

改善不要 
A グループによる判定結果 

優先的な対応が必要 
（改善不可能） 

改善が必要 優先的な対応が必要 
（改善可能） 

Ｂ
グ
ル
ổ
プ
に
よ
る
判
定
結
果 

継
続
管
理
す
る
団
地 

維持管理 改善 優先的な改善 優先的な建替 

旭岡， 
大川， 
宮前改良 
（276 ⼾） 

⻘柳，旭町，港２丁目， 
港３丁目 B，田家 A，深堀， 
湯浜，花園，日吉３丁目， 
湯川（中耐），旭岡，本通， 
鍛治２丁目，美原１丁目， 
弁天改良，大町改良， 
松川改良，日乃出改良， 
本町改良，五稜郭改良， 
駒場改良，本町モデル， 
豊川（特公賃）， 
弥生（特公賃），⼩安⻄， 
釜谷東，浜町⻄，豊浦， 
中浜，新八幡町，銚子， 
カラマツ，見晴台， 
川汲緑ヶ丘，東海 
（4,359 ⼾）  

該当なし 該当なし 

 
建替 優先的な建替 

 

 ⼩安⻄，中浜，恵山第１， 
新浜町，東海（46 ⼾）  

該当なし  

当
面
管
理
す
る
団
地 

当面維持管
理 

改善し当面維持管理 
優先的に改善し 
当面維持管理 

優先的な 
用途廃止 

該当なし  豊川改良（30 ⼾） 該当なし  該当なし  

用途廃止 用途廃止 
優先的な 
用途廃止  

該当なし 該当なし  該当なし  

※⻘字は住棟で判定が異なる団地を⽰す。 
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⑸ ３次判定 

団地・住棟単位での集約・再編等の可能性，事業費の試算および事業実施時期の調整・
検討を行い，事業手法と実施時期について⻑期的な管理の⾒通しを決定します。 

 

【集約・再編等の可能性を踏まえた事業手法の再判定】 
１・２次判定結果を踏まえ，再編等の対象となり得る団地や，異なる事業手法に判定

した住棟が混在する団地は，効率的な事業の実施のため事業手法を再判定します。 
 

対象団地 
２次判定 
の仮設定 

再判定 

湯川団地(中耐)の一部， 
旭岡団地の一部 

改善 

老朽化が著しく，入居率の低下が進み今後の入居需
要を見込むことが難しく，改善による⻑期的な維持
管理が困難なため，段階的な集約化を図ります。 

建替 

集約化を進めるにあたり，居住誘導区
域内の団地では，入居者の移転先が不
足するため，不足⼾数分を集約建替と
します。 

用途廃止 

建物の劣化状況や土地のまとまり等を
考慮し，湯川団地（中耐）の一部（12
棟），旭岡団地の一部（８棟）は用途
廃止とします。 

維持管理 
湯川団地（中耐）の一部（25 棟），旭
岡団地の一部（５棟）は維持管理とし
ます。 

弁天改良団地， 
大町改良団地 

改善 
建替 

［用途廃止］

老朽化の進行や，浴室が未設置などの
理由により入居需要が低く，改善によ
る⻑期的な維持管理が困難なため，３
団地を集約し建替とします。 

豊川改良団地 改善し 
当面維持 

管理 
日乃出改良団地， 
本町改良団地， 
五稜郭改良団地 

改善 用途廃止 

日乃出改良団地は，見通し期間以降に
耐用年限を経過しますが，老朽化が著
しく改善による⻑期的な維持管理が困
難なため用途廃止とします。 
本町改良団地と五稜郭改良団地は，見
通し期間に耐用年限を経過し，改善に
よる⻑期的な維持管理が困難なため，
用途廃止とします。 
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対象団地 
２次判定 
の仮設定 

再判定 

湯浜団地(１号棟)， 
松川改良団地 

改善 維持管理 

劣化状況調査の結果から，劣化が著し
い他の住棟より比較的状態が良好であ
り，直近10年以内に改善を実施してい
るため，維持管理とします。 

旭町団地，駒場改良団地 

改善 維持管理 

劣化状況調査の結果から，劣化が著し
い他の住棟より比較的状態が良好であ
り，これまでに改善を実施しているた
め，維持管理とします。 

⼩安⻄団地(３〜12号棟)， 
釜谷東団地，浜町⻄団地， 
豊浦団地， 
中浜団地(４号棟)， 
新八幡町団地，銚子団地， 
カラマツ団地， 
見晴台団地， 
川汲緑ヶ丘団地， 
東海団地(１〜３，７号棟) 

改善 維持管理 

東部地区の団地は，２階建て以下の⼩
規模な住棟であり大規模な工事となら
ないため，改善は行わず維持管理とし
ます。 

⼩安⻄団地(１，２号棟)， 
中浜団地(１〜３号棟）， 
恵山第１団地， 
新浜町団地， 
東海団地(６号棟) 

建替 

東部地区の団地は，新規入居世帯が直近３年間の平
均で８世帯と需要が低いため，建替は行わず以下の
とおりとします。 

維持管理 

耐用年限を経過していますが，入居者
の移転先確保や東部地区内での供給バ
ランスを考慮し，入居率が高い団地・
住棟を維持管理とします。 

用途廃止 

⼩安⻄団地（１，２号棟）は，耐用年
限が経過しており，対象団地のなかで
最も古い住棟のため，用途廃止としま
す。 
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【事業費の試算および事業実施時期の調整・検討】 
今後20年間（令和５(2023)年度〜令和24(2042)年度）に想定される事業費を踏まえ，

各事業の実施時期を調整・検討します。 
 

対象団地 事業手法 実施時期 
⻘柳団地，港３丁目 B 団地， 
田家 A 団地，深堀団地， 
湯浜団地の一部， 
旭岡団地の一部， 
本通団地，鍛治２丁目団地， 
美原１丁目団地， 
本町モデル団地， 
弥生団地(特公賃) 

改善 

計画期間 

劣化状況調査の結果から劣化が著
しく，これまでに改善を実施して
いないため，計画期間に改善を行
います。 

港２丁目団地，花園団地， 
日吉３丁目団地， 
豊川団地(特公賃） 

見通し期間 

これまでに改善を実施していない
ものの，劣化状況調査の結果から
比較的状態が良好なため，見通し
期間に改善を行います。 

⻄部地区改良団地 
弁天改良団地， 
大町改良団，豊川改良団地 

建替 
［用途廃止］

計画期間 

近隣に銭湯がないことから，計画
期間に優先的に建替えます。 
各団地は入居者が移転後，用途廃
止とします。 

集約用団地 

建替 
計画期間 

から 
見通し期間 

旧市域の大規模団地の集約化を進
めるにあたり，居住誘導区域内で
は，入居者の移転先が不足するた
め，計画期間から見通し期間にか
けて，不足⼾数分を建替えます。 

湯川団地(中耐)の一部， 
旭岡団地の一部 

用途廃止 
計画期間 

から 
見通し期間 

湯川団地は，建物の劣化状況や土
地のまとまり等を考慮し，計画期
間に４棟，見通し期間に８棟を用
途廃止とします。 
旭岡団地は，劣化状況が著しい住
棟から着手し，計画期間に４棟，
見通し期間に４棟を用途廃止とし
ます。 
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対象団地 事業手法 実施時期 
日乃出改良団地， 
本町改良団地， 
五稜郭改良団地 

用途廃止 

見通し期間 

日乃出改良団地は，見通し期間以
降に耐用年限を経過しますが，老
朽化が著しいことから，見通し期
間に用途廃止とします。 
本 町 改 良 団地 と 五 稜 郭改 良 団 地
は，耐用年限を経過する見通し期
間に用途廃止とします。 

⼩安⻄団地(１，２号棟) 

見通し期間 

２号棟の入居者の移転にあたり，
地区内で移転先の確保が難しいこ
とから，入居状況を鑑みて１号棟
と合わせて見通し期間に用途廃止
とします。 

 

事業手法選定フローによらず手法を決定した団地 
対象団地 事業手法 実施時期 

メゾン松風， 
シーサイドテラス日和坂， 
ウエストプラザ基坂， 
グランシア大手町， 
ベイコート末広， 
A-サム サカエ 

用途廃止 計画期間 

計画期間に再借上契約が満了する
ため，順次返還します。 

函館弁天いぶき荘， 
カーサミア大森， 
コンフォート東雲町， 
リバ東雲， 
クレストコート松風， 
メゾン若松 

用途廃止 見通し期間 

見通し期間に再借上契約が満了す
るため，順次返還します。 

大川団地の一部 建替 
［前計画］ 

計画期間 
前計画に引き続き，計画期間に建
設します。 

松川団地，田家Ｂ団地， 
中道２丁目団地， 
港３丁目改良団地， 用途廃止 

［前計画］ 

計画期間 
大川団地への集約に伴い，計画期
間に用途廃止とします。 

湯川団地（簡平・簡２） 
計画期間 

全ての住棟が耐用年限を経過し，
政策空家としていることから，計
画期間に用途廃止とします。 
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対象団地 事業手法 実施時期 
釜谷町団地，汐首町団地， 
弁才町団地，東浜町団地， 
⼾井沢団地，女那川第２団地， 
川上団地の一部， 
日ノ浜第１団地， 
恵山第２団地， 
白樺団地 用途廃止 

［前計画］ 

計画期間 

老朽化が進んでいることから，入
居者不在または入居者が少ない団
地 を 計 画 期間 に 用 途 廃止 と し ま
す。 

浜町東団地， 
川上団地の一部， 
日ノ浜第２団地， 
日ノ浜第３団地， 
恵山第３団地，八木川団地， 
弥生団地，アカシア団地， 
アスナロ団地，はまゆり団地 

見通し期間 

入居者の移転にあたり，地区内で
移転先の確保が難しいことから，
入居状況を鑑みて，見通し期間に
用途廃止とします。 
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【⻑期的な管理の見通し・事業手法の決定】 
今後20年間における管理の⾒通しと事業手法を以下のとおりとします。 

 
表５－７ 事業手法の選定結果［再掲］ 

 計画期間（R5〜R14） 見通し期間（R15〜R24） 

改善 
事業 

⻘柳団地，港３丁目B団地，田家A団地， 
深堀団地，湯浜団地の一部，旭岡団地の一部， 
本通団地，鍛治２丁目団地，美原１丁目団地， 
本町モデル団地，弥生団地（特公賃）， 
市営住宅：1,375⼾ 特公賃：30⼾ 

港２丁目団地，花園団地，日吉３丁目団地， 
豊川団地（特公賃） 
市営住宅：1,018⼾ 特公賃：32⼾ 

建替 
事業 

大川団地の一部104⼾， 
⻄部地区改良団地（弁天改良団地・大町改良団
地・豊川改良団地）50⼾，集約用団地50⼾ 

集約用団地50⼾ 

用途 
廃止 

【旧市域地区】 

計1,066⼾（うち借上市営住宅返還130⼾） 
松川団地，田家Ｂ団地，中道２丁目団地， 
港３丁目改良団地，湯川団地（簡平・簡２），
湯川団地（中耐）の一部，旭岡団地の一部， 
弁天改良団地，大町改良団地，豊川改良団地，
メゾン松風，シーサイドテラス日和坂， 
ウエストプラザ基坂，グランシア大手町， 
ベイコート末広，A-サム サカエ  

 
【⼾井地区】計44⼾ 

釜谷町団地，汐首町団地，弁才町団地， 
東浜町団地，⼾井沢団地 

 
【恵山地区】計50⼾ 

女那川第２団地，川上団地の一部， 
日ノ浜第１団地，恵山第２団地 

 
【南茅部地区】８⼾ 

白樺団地 

【旧市域地区】 

計822⼾（うち借上市営住宅返還202⼾） 
湯川団地（中耐）の一部，旭岡団地の一部， 
日乃出改良団地，本町改良団地， 
五稜郭改良団地，函館弁天いぶき荘， 
カーサミア大森，コンフォート東雲町， 
リバ東雲，クレストコート松風，メゾン若松 

 
【⼾井地区】計24⼾ 

⼩安⻄団地の一部，浜町東団地 
 
【恵山地区】計89⼾ 

川上団地の一部，日ノ浜第２団地， 
日ノ浜第３団地，恵山第３団地 

 
【南茅部地区】計72⼾ 

八木川団地，弥生団地，アカシア団地， 
アスナロ団地，はまゆり団地 

※上記以外の団地・住棟は，今後「維持管理」をしていくこととし，修繕で対応します 

※赤字は事業手法選定フローによらず，手法を決定した団地・住棟
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表５－８ 事業手法の選定結果 

 

1次判定 2次判定 3次判定
団地の社会的特性による管理方針 住棟の物理的特性による改善の必要性

①需要 ②効率性 ③立地 ①躯体の安全性 ②避難の安全性 ③居住性 ④劣化状況 ⑤⻑寿命化型改善履歴
（直近10年）

耐用年限経過年 利便性 災害危険区域に立地

エレ
ベーター

階段室
手すり

⻘柳団地 1 1990 耐火 4 27 2025 2060 2.5 29.6% 〇 2,049.0 整形 〇 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 ✕ 〇 必要 B C C 必要 無 無 必要

改善が
必要

灯油配管, 屋上,
外壁

改善，
または
建替

2,896 改善 0 0 改善 − 改善
維持
管理

旭町団地 1 1977 耐火 7 49 2012 2047 10.4 24.5% 〇 2,417.2 整形 〇 〇 − 〇 〇 ✕ 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 済 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − 〇 不要 C C C 不要 無 無 必要
改善が
必要 屋上, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

松川団地 1 1950 耐火 4 24 1985 2020 −
用途
廃止

松川団地 2 1951 耐火 4 24 1986 2021 −
用途
廃止

松川団地 3 1952 耐火 4 24 1987 2022 −
用途
廃止

港２丁目団地 1 1994 耐火 6 78 2029 2064 21.7 10.0% 〇 11,902.7 整形 〇 〇 − 〇 〇 ✕ 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − 〇 不要 B C C 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋上, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善 −

維持
管理

改善

港２丁目団地 2 1995 耐火 6 52 2030 2065 21.7 10.0% 〇 11,902.7 整形 〇 〇 − 〇 〇 ✕ 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − 〇 不要 B C C 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋上, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善 −

維持
管理

改善

港３丁目B団地 1 1973 耐火 4 24 2008 2043 − 8.3% 〇 891.5 整形 ✕ 〇 − 〇 ✕ ✕ 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 ✕ 〇 必要 B B B 必要 無 無 必要
改善が
必要

灯油配管, 屋根,
外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 5

継続
管理 改善 − 改善

維持
管理

大川団地 1 2021 耐火 3 35 2056 2091 2.5 0.0% 〇 13,231.8 整形 〇 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − 〇 不要 − − − 不要 − − 不要

改善
不要 − 維持管理 0 0 0 0 維持管理 −

維持
管理

維持
管理

大川団地 2 2022 耐火 3 33 2057 2092 2.5 0.0% 〇 13,231.8 整形 〇 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − 〇 不要 − − − 不要 − − 不要

改善
不要 − 維持管理 0 0 0 0 維持管理 −

維持
管理

維持
管理

田家A団地 1 1990 耐火 4 24 2025 2060 2.9 12.2% 〇 34,743.4 整形 〇 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 ✕ 〇 必要 B B B 必要 無 無 必要

改善が
必要

灯油配管, 屋上,
外壁

改善，
または
建替

1,836 改善 0 0 改善 − 改善
維持
管理

田家A団地 2 1990 耐火 4 16 2025 2060 2.9 12.2% 〇 34,743.4 整形 〇 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 ✕ 〇 必要 B B B 必要 無 無 必要

改善が
必要

灯油配管, 屋上,
外壁

改善，
または
建替

1,260 改善 0 0 改善 − 改善
維持
管理

田家A団地 3 1992 耐火 5 20 2027 2062 2.9 12.2% 〇 34,743.4 整形 〇 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 ✕ 〇 必要 B B B 必要 無 無 必要

改善が
必要

灯油配管, 屋上,
外壁

改善，
または
建替

1,584 改善 0 0 改善 − 改善
維持
管理

田家A団地 4 1991 耐火 5 30 2026 2061 2.9 12.2% 〇 34,743.4 整形 〇 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 ✕ 〇 必要 B B B 必要 無 無 必要

改善が
必要

灯油配管, 屋上,
外壁

改善，
または
建替

1,721 改善 0 0 改善 − 改善
維持
管理

田家A団地 5 1992 耐火 5 20 2027 2062 2.9 12.2% 〇 34,743.4 整形 〇 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 ✕ 〇 必要 B B B 必要 無 無 必要

改善が
必要

灯油配管, 屋上,
外壁

改善，
または
建替

1,584 改善 0 0 改善 − 改善
維持
管理

田家A団地 6 1992 耐火 5 20 2027 2062 2.9 12.2% 〇 34,743.4 整形 〇 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 ✕ 〇 必要 B B B 必要 無 無 必要

改善が
必要

灯油配管, 屋上,
外壁

改善，
または
建替

1,584 改善 0 0 改善 − 改善
維持
管理

田家A団地 7 1992 耐火 5 20 2027 2062 2.9 12.2% 〇 34,743.4 整形 〇 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 ✕ 〇 必要 B B B 必要 無 無 必要

改善が
必要

灯油配管, 屋上,
外壁

改善，
または
建替

1,584 改善 0 0 改善 − 改善
維持
管理

田家A団地 8 1993 耐火 5 30 2028 2063 2.9 12.2% 〇 34,743.4 整形 〇 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 ✕ 〇 必要 B B B 必要 無 無 必要

改善が
必要

灯油配管, 屋上,
外壁

改善，
または
建替

2,611 改善 0 0 改善 − 改善
維持
管理

田家A団地 9 1993 耐火 4 16 2028 2063 2.9 12.2% 〇 34,743.4 整形 〇 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 ✕ 〇 必要 B B B 必要 無 無 必要

改善が
必要

灯油配管, 屋上,
外壁

改善，
または
建替

1,394 改善 0 0 改善 − 改善
維持
管理

田家A団地 10 1991 耐火 4 16 2026 2061 2.9 12.2% 〇 34,743.4 整形 〇 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 ✕ 〇 必要 B B B 必要 無 無 必要

改善が
必要

灯油配管, 屋上,
外壁

改善，
または
建替

1,165 改善 0 0 改善 − 改善
維持
管理

田家A団地 11 1991 耐火 4 16 2026 2061 2.9 12.2% 〇 34,743.4 整形 〇 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 ✕ 〇 必要 B B B 必要 無 無 必要

改善が
必要

灯油配管, 屋上,
外壁

改善，
または
建替

1,202 改善 0 0 改善 − 改善
維持
管理

田家A団地 12 1987 耐火 4 24 2022 2057 2.9 12.2% 〇 34,743.4 整形 〇 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 ✕ 〇 必要 B B B 必要 無 無 必要

改善が
必要

灯油配管, 屋上,
外壁

改善，
または
建替

2,175 改善 0 0 改善 − 改善
維持
管理

田家A団地 13 1988 耐火 4 16 2023 2058 2.9 12.2% 〇 34,743.4 整形 〇 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 ✕ 〇 必要 B B B 必要 無 無 必要

改善が
必要

灯油配管, 屋上,
外壁

改善，
または
建替

1,360 改善 0 0 改善 − 改善
維持
管理

土砂
災害

評価
評価 評価

耐震
基準

耐震
改修

耐震性
の確保

二方向
避難の
確保

⻑期的な
管理の見通し

計画
期間

見通し
期間

物理的
特性の
判定

改善
項目

評価外壁
壁体

外壁
塗装

事業
手法

再判定

2次
判定

1次
判定

①LCCの
縮減効果
(千円/
棟・年)

②建替
事業量
の比較

Aグループ

①将来的な
活用の

優先順位
(⾼1〜7低)

津波
浸水

評価
敷地
面積

敷地
形状

旧市域
居住誘導
区域内に

立地

東部地区
最寄のバス停
から徒歩10分
圏内に立地

団地名 棟
名称

竣工
年度

構造 階数
公募倍率
（H29〜
 R3）

空家率
（R4.6）1/2 1/1 評価

評価管理
⼾数

灯油
配管

社会的
特性の
判定洪水

浸水

②将来
の管理
方針

Bグループ

評価外壁 屋根
屋上

浴室
防火

区画の
確保

評価 評価 屋根
屋上

福祉対応

※③⽴地の「災害危険区域に⽴地」の評価は団地単位で判定。以下同じ。 
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1次判定 2次判定 3次判定
団地の社会的特性による管理方針 住棟の物理的特性による改善の必要性

①需要 ②効率性 ③立地 ①躯体の安全性 ②避難の安全性 ③居住性 ④劣化状況 ⑤⻑寿命化型改善履歴
（直近10年）

耐用年限経過年 利便性 災害危険区域に立地

エレ
ベーター

階段室
手すり

田家A団地 14 1988 耐火 4 24 2023 2058 2.9 12.2% 〇 34,743.4 整形 〇 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 ✕ 〇 必要 B B B 必要 無 無 必要

改善が
必要

灯油配管, 屋上,
外壁

改善，
または
建替

2,006 改善 0 0 改善 − 改善
維持
管理

田家A団地 15 1989 耐火 4 16 2024 2059 2.9 12.2% 〇 34,743.4 整形 〇 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 ✕ 〇 必要 B B B 必要 無 無 必要

改善が
必要

灯油配管, 屋上,
外壁

改善，
または
建替

1,268 改善 0 0 改善 − 改善
維持
管理

田家A団地 16 1989 耐火 4 12 2024 2059 2.9 12.2% 〇 34,743.4 整形 〇 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 ✕ 〇 必要 B B B 必要 無 無 必要

改善が
必要

灯油配管, 屋上,
外壁

改善，
または
建替

938 改善 0 0 改善 − 改善
維持
管理

田家A団地 17 1989 耐火 4 12 2024 2059 2.9 12.2% 〇 34,743.4 整形 〇 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 ✕ 〇 必要 B B B 必要 無 無 必要

改善が
必要

灯油配管, 屋上,
外壁

改善，
または
建替

938 改善 0 0 改善 − 改善
維持
管理

田家A団地 18 1990 耐火 5 20 2025 2060 2.9 12.2% 〇 34,743.4 整形 〇 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 ✕ 〇 必要 B B B 必要 無 無 必要

改善が
必要

灯油配管, 屋上,
外壁

改善，
または
建替

1,572 改善 0 0 改善 − 改善
維持
管理

田家A団地 19 1989 耐火 5 20 2024 2059 2.9 12.2% 〇 34,743.4 整形 〇 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 ✕ 〇 必要 B B B 必要 無 無 必要

改善が
必要

灯油配管, 屋上,
外壁

改善，
または
建替

1,609 改善 0 0 改善 − 改善
維持
管理

田家A団地 20 1987 耐火 5 20 2022 2057 2.9 12.2% 〇 34,743.4 整形 〇 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 ✕ 〇 必要 B B B 必要 無 無 必要

改善が
必要

灯油配管, 屋上,
外壁

改善，
または
建替

1,878 改善 0 0 改善 − 改善
維持
管理

田家B団地 1〜6 1956 簡二 2 6 1979 2001 −
用途
廃止

田家B団地 7〜12 1956 簡二 2 6 1979 2001 −
用途
廃止

田家B団地
13〜
18 1957 簡二 2 6 1980 2002 −

用途
廃止

田家B団地
19〜
24 1957 簡二 2 6 1980 2002 −

用途
廃止

田家B団地
25〜
28 1958 簡二 2 4 1981 2003 −

用途
廃止

田家B団地
29〜
34 1957 簡二 2 6 1980 2002 −

用途
廃止

田家B団地
35〜
40 1957 簡二 2 6 1980 2002 −

用途
廃止

田家B団地
41〜
46 1958 簡二 2 6 1981 2003 −

用途
廃止

田家B団地
47〜
52 1958 簡二 2 6 1981 2003 −

用途
廃止

田家B団地
53〜
58 1958 簡二 2 6 1981 2003 −

用途
廃止

深堀団地 1 1986 耐火 5 20 2021 2056 16.8 4.4% 〇 22,433.6 整形 〇 〇 − 〇 ✕ ✕ 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − 〇 不要 A B B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善 − 改善

維持
管理

深堀団地 2 1985 耐火 5 25 2020 2055 16.8 4.4% 〇 22,433.6 整形 〇 〇 − 〇 ✕ ✕ 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − 〇 不要 A B B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善 − 改善

維持
管理

深堀団地 3 1982 耐火 4 24 2017 2052 16.8 4.4% 〇 22,433.6 整形 〇 〇 − 〇 ✕ ✕ 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − 〇 不要 A B B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善 − 改善

維持
管理

深堀団地 4 1983 耐火 4 20 2018 2053 16.8 4.4% 〇 22,433.6 整形 〇 〇 − 〇 ✕ ✕ 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − 〇 不要 A B B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善 − 改善

維持
管理

深堀団地 5 1983 耐火 4 24 2018 2053 16.8 4.4% 〇 22,433.6 整形 〇 〇 − 〇 ✕ ✕ 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − 〇 不要 A B B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善 − 改善

維持
管理

深堀団地 6 1982 耐火 4 20 2017 2052 16.8 4.4% 〇 22,433.6 整形 〇 〇 − 〇 ✕ ✕ 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − 〇 不要 A B B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善 − 改善

維持
管理

土砂
災害

評価
評価 評価

耐震
基準

耐震
改修

耐震性
の確保

二方向
避難の
確保

⻑期的な
管理の見通し

計画
期間

見通し
期間

物理的
特性の
判定

改善
項目

評価外壁
壁体

外壁
塗装

事業
手法

再判定

2次
判定

1次
判定

①LCCの
縮減効果
(千円/
棟・年)

②建替
事業量
の比較

Aグループ

①将来的な
活用の

優先順位
(⾼1〜7低)

津波
浸水

評価
敷地
面積

敷地
形状

旧市域
居住誘導
区域内に

立地

東部地区
最寄のバス停
から徒歩10分
圏内に立地

団地名 棟
名称

竣工
年度

構造 階数
公募倍率
（H29〜
 R3）

空家率
（R4.6）1/2 1/1 評価

評価管理
⼾数

灯油
配管

社会的
特性の
判定洪水

浸水

②将来
の管理
方針

Bグループ

評価外壁 屋根
屋上

浴室
防火

区画の
確保

評価 評価 屋根
屋上

福祉対応
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1次判定 2次判定 3次判定
団地の社会的特性による管理方針 住棟の物理的特性による改善の必要性

①需要 ②効率性 ③立地 ①躯体の安全性 ②避難の安全性 ③居住性 ④劣化状況 ⑤⻑寿命化型改善履歴
（直近10年）

耐用年限経過年 利便性 災害危険区域に立地

エレ
ベーター

階段室
手すり

深堀団地 7 1986 耐火 4 8 2021 2056 16.8 4.4% 〇 22,433.6 整形 〇 〇 − 〇 ✕ ✕ 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 〇 不要 A B B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善 − 改善

維持
管理

深堀団地 8 1986 耐火 4 16 2021 2056 16.8 4.4% 〇 22,433.6 整形 〇 〇 − 〇 ✕ ✕ 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − 〇 不要 A B B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善 − 改善

維持
管理

深堀団地 9 1981 耐火 4 24 2016 2051 16.8 4.4% 〇 22,433.6 整形 〇 〇 − 〇 ✕ ✕ 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − 〇 不要 A B B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善 − 改善

維持
管理

深堀団地 10 1985 耐火 4 24 2020 2055 16.8 4.4% 〇 22,433.6 整形 〇 〇 − 〇 ✕ ✕ 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − 〇 不要 A B B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善 − 改善

維持
管理

深堀団地 11 1984 耐火 4 22 2019 2054 16.8 4.4% 〇 22,433.6 整形 〇 〇 − 〇 ✕ ✕ 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − 〇 不要 A B B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善 − 改善

維持
管理

湯浜団地 1 1974 耐火 7 140 2009 2044 17.9 8.5% 〇 20,766.9 整形 〇 〇 − 〇 〇 ✕ 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 済 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − 〇 不要 C B B 必要
2016
改修 無 必要

改善が
必要 屋上, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

湯浜団地 2 1976 耐火 7 106 2011 2046 17.9 8.5% 〇 20,766.9 整形 〇 〇 − 〇 〇 ✕ 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 済 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − 〇 不要 A B C 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋上, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善 − 改善

維持
管理

湯浜団地 3 1976 耐火 7 105 2011 2046 17.9 8.5% 〇 20,766.9 整形 〇 〇 − 〇 〇 ✕ 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 済 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − 〇 不要 C B B 必要
2015
改修 無 必要

改善が
必要 屋上, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善 − 改善

維持
管理

花園団地 1 1994 耐火 6 60 2029 2064 33.7 4.8% 〇 61,697.1 整形 〇 〇 − 〇 〇 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − 〇 不要 C B B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋上, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善 −

維持
管理

改善

花園団地 2 1994 耐火 6 48 2029 2064 33.7 4.8% 〇 61,697.1 整形 〇 〇 − 〇 〇 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − 〇 不要 C B B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋上, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善 −

維持
管理

改善

花園団地 3 1996 耐火 14 52 2031 2066 33.7 4.8% 〇 61,697.1 整形 〇 〇 − 〇 〇 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − 〇 不要 B C C 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋上, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善 −

維持
管理

改善

花園団地 4 1996 耐火 6 40 2031 2066 33.7 4.8% 〇 61,697.1 整形 〇 〇 − 〇 〇 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − 〇 不要 C B B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋上, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善 −

維持
管理

改善

花園団地 5 1997 耐火 6 48 2032 2067 33.7 4.8% 〇 61,697.1 整形 〇 〇 − 〇 〇 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − 〇 不要 C B B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋上, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善 −

維持
管理

改善

花園団地 6 1998 耐火 6 48 2033 2068 33.7 4.8% 〇 61,697.1 整形 〇 〇 − 〇 〇 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − 〇 不要 C B B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋上, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善 −

維持
管理

改善

花園団地 7 2000 耐火 14 52 2035 2070 33.7 4.8% 〇 61,697.1 整形 〇 〇 − 〇 〇 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − 〇 不要 B C C 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋上, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善 −

維持
管理

改善

花園団地 8 2000 耐火 6 48 2035 2070 33.7 4.8% 〇 61,697.1 整形 〇 〇 − 〇 ✕ 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − 〇 不要 C B B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋上, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善 −

維持
管理

改善

花園団地 9 1997 耐火 6 48 2032 2067 33.7 4.8% 〇 61,697.1 整形 〇 〇 − 〇 ✕ 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − 〇 不要 C B B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋上, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善 −

維持
管理

改善

花園団地 10 1998 耐火 14 52 2033 2068 33.7 4.8% 〇 61,697.1 整形 〇 〇 − 〇 〇 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − 〇 不要 B C C 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋上, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善 −

維持
管理

改善

日吉３丁目団地 1 2000 耐火 5 48 2035 2070 55.2 5.9% 〇 65,984.6 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − 〇 不要 C C C 不要 無 無 必要
改善が
必要 屋上, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善 −

維持
管理

改善

日吉３丁目団地 2 2001 耐火 5 48 2036 2071 55.2 5.9% 〇 65,984.6 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − 〇 不要 C C C 不要 無 無 必要
改善が
必要 屋上, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善 −

維持
管理

改善

日吉３丁目団地 3 2002 耐火 4 35 2037 2072 55.2 5.9% 〇 65,984.6 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − 〇 不要 C C C 不要 無 無 必要
改善が
必要 屋上, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善 −

維持
管理

改善

日吉３丁目団地 4 2003 耐火 5 29 2038 2073 55.2 5.9% 〇 65,984.6 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − 〇 不要 C C C 不要 無 無 必要
改善が
必要 屋上, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善 −

維持
管理

改善

日吉３丁目団地 5 2004 耐火 4 28 2039 2074 55.2 5.9% 〇 65,984.6 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − 〇 不要 C C C 不要 無 無 必要
改善が
必要 屋上, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善 −

維持
管理

改善

土砂
災害

評価
評価 評価

耐震
基準

耐震
改修

耐震性
の確保

二方向
避難の
確保

⻑期的な
管理の見通し

計画
期間

見通し
期間

物理的
特性の
判定

改善
項目

評価外壁
壁体

外壁
塗装

事業
手法

再判定

2次
判定

1次
判定

①LCCの
縮減効果
(千円/
棟・年)

②建替
事業量
の比較

Aグループ

①将来的な
活用の

優先順位
(⾼1〜7低)

津波
浸水

評価
敷地
面積

敷地
形状

旧市域
居住誘導
区域内に

立地

東部地区
最寄のバス停
から徒歩10分
圏内に立地

団地名 棟
名称

竣工
年度

構造 階数
公募倍率
（H29〜
 R3）

空家率
（R4.6）1/2 1/1 評価

評価管理
⼾数

灯油
配管

社会的
特性の
判定洪水

浸水

②将来
の管理
方針

Bグループ

評価外壁 屋根
屋上

浴室
防火

区画の
確保

評価 評価 屋根
屋上

福祉対応

※湯浜団地は，改良団地・単⾝⽼⼈住宅を含めた⼾数・空家率 



98 

 

1次判定 2次判定 3次判定
団地の社会的特性による管理方針 住棟の物理的特性による改善の必要性

①需要 ②効率性 ③立地 ①躯体の安全性 ②避難の安全性 ③居住性 ④劣化状況 ⑤⻑寿命化型改善履歴
（直近10年）

耐用年限経過年 利便性 災害危険区域に立地

エレ
ベーター

階段室
手すり

日吉３丁目団地 6 2009 耐火 5 28 2044 2079 55.2 5.9% 〇 65,984.6 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − 〇 不要 C C C 不要 無 無 必要
改善が
必要 屋上, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善 −

維持
管理

改善

日吉３丁目団地 7 2008 耐火 4 42 2043 2078 55.2 5.9% 〇 65,984.6 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − 〇 不要 C C C 不要 無 無 必要
改善が
必要 屋上, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善 −

維持
管理

改善

日吉３丁目団地 8 2010 耐火 4 34 2045 2080 55.2 5.9% 〇 65,984.6 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − 〇 不要 C C C 不要 無 無 必要
改善が
必要 屋上, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善 −

維持
管理

改善

日吉３丁目団地 9 2005 耐火 4 34 2040 2075 55.2 5.9% 〇 65,984.6 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − 〇 不要 C C C 不要 無 無 必要
改善が
必要 屋上, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善 −

維持
管理

改善

日吉３丁目団地 10 2006 耐火 4 38 2041 2076 55.2 5.9% 〇 65,984.6 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − 〇 不要 C C C 不要 無 無 必要
改善が
必要 屋上, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善 −

維持
管理

改善

日吉３丁目団地 11 2007 耐火 5 28 2042 2077 55.2 5.9% 〇 65,984.6 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − 〇 不要 C C C 不要 無 無 必要
改善が
必要 屋上, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善 −

維持
管理

改善

湯川団地 1〜4 1968 簡二 2 4 1991 2013 −
用途
廃止

湯川団地 5〜10 1968 簡二 2 6 1991 2013 −
用途
廃止

湯川団地
11〜
16 1968 簡二 2 6 1991 2013 −

用途
廃止

湯川団地
17〜
20 1968 簡二 2 4 1991 2013 −

用途
廃止

湯川団地
21〜
24 1968 簡二 2 4 1991 2013 −

用途
廃止

湯川団地
25〜
28 1968 簡二 2 4 1991 2013 −

用途
廃止

湯川団地
29〜
32 1968 簡二 2 4 1991 2013 −

用途
廃止

湯川団地
33〜
36 1969 簡二 2 4 1992 2014 −

用途
廃止

湯川団地
37〜
40 1969 簡二 2 4 1992 2014 −

用途
廃止

湯川団地
41〜
46 1968 簡二 2 6 1991 2013 −

用途
廃止

湯川団地
47〜
52 1968 簡二 2 6 1991 2013 −

用途
廃止

湯川団地
53〜
58 1968 簡二 2 6 1991 2013 −

用途
廃止

湯川団地
59〜
64 1968 簡二 2 6 1991 2013 −

用途
廃止

湯川団地
65〜
68 1968 簡平 1 4 1983 1998 −

用途
廃止

湯川団地
69〜
72 1968 簡平 1 4 1983 1998 −

用途
廃止

湯川団地
73〜
76 1968 簡平 1 4 1983 1998 −

用途
廃止

湯川団地
77〜
80 1968 簡平 1 4 1983 1998 −

用途
廃止

土砂
災害

評価
評価 評価

耐震
基準

耐震
改修

耐震性
の確保

二方向
避難の
確保

⻑期的な
管理の見通し

計画
期間

見通し
期間

物理的
特性の
判定

改善
項目

評価外壁
壁体

外壁
塗装

事業
手法

再判定

2次
判定

1次
判定

①LCCの
縮減効果
(千円/
棟・年)

②建替
事業量
の比較

Aグループ

①将来的な
活用の

優先順位
(⾼1〜7低)

津波
浸水

評価
敷地
面積

敷地
形状

旧市域
居住誘導
区域内に

立地

東部地区
最寄のバス停
から徒歩10分
圏内に立地

団地名 棟
名称

竣工
年度

構造 階数
公募倍率
（H29〜
 R3）

空家率
（R4.6）1/2 1/1 評価

評価管理
⼾数

灯油
配管

社会的
特性の
判定洪水

浸水

②将来
の管理
方針

Bグループ

評価外壁 屋根
屋上

浴室
防火

区画の
確保

評価 評価 屋根
屋上

福祉対応
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1次判定 2次判定 3次判定
団地の社会的特性による管理方針 住棟の物理的特性による改善の必要性

①需要 ②効率性 ③立地 ①躯体の安全性 ②避難の安全性 ③居住性 ④劣化状況 ⑤⻑寿命化型改善履歴
（直近10年）

耐用年限経過年 利便性 災害危険区域に立地

エレ
ベーター

階段室
手すり

湯川団地
81〜
84 1968 簡平 1 4 1983 1998 −

用途
廃止

湯川団地
85〜
88 1968 簡平 1 4 1983 1998 −

用途
廃止

湯川団地
89〜
92 1968 簡平 1 4 1983 1998 −

用途
廃止

湯川団地
93〜
96 1968 簡平 1 4 1983 1998 −

用途
廃止

湯川団地
97〜
100 1968 簡平 1 4 1983 1998 −

用途
廃止

湯川団地
101〜
104 1969 簡平 1 4 1984 1999 −

用途
廃止

湯川団地
105〜
108 1968 簡平 1 4 1983 1998 −

用途
廃止

湯川団地
109〜
112 1969 簡平 1 4 1984 1999 −

用途
廃止

湯川団地
113〜
116 1969 簡平 1 4 1984 1999 −

用途
廃止

湯川団地
117〜
120 1968 簡平 1 4 1983 1998 −

用途
廃止

湯川団地
121〜
124 1968 簡平 1 4 1983 1998 −

用途
廃止

湯川団地
125〜
128 1968 簡平 1 4 1983 1998 −

用途
廃止

湯川団地
129〜
132 1968 簡平 1 4 1983 1998 −

用途
廃止

湯川団地
133〜
136 1968 簡平 1 4 1983 1998 −

用途
廃止

湯川団地
137〜
140 1968 簡平 1 4 1983 1998 −

用途
廃止

湯川団地
141〜
144 1968 簡平 1 4 1983 1998 −

用途
廃止

湯川団地
145〜
148 1968 簡平 1 4 1983 1998 −

用途
廃止

湯川団地
149〜
152 1968 簡平 1 4 1983 1998 −

用途
廃止

湯川団地
153〜
158 1968 簡平 1 6 1983 1998 −

用途
廃止

湯川団地
159〜
164 1968 簡平 1 6 1983 1998 −

用途
廃止

湯川団地
165〜
170 1968 簡平 1 6 1983 1998 −

用途
廃止

湯川団地
171〜
174 1972 簡平 1 4 1987 2002 −

用途
廃止

湯川団地
175〜
180 1969 簡平 1 6 1984 1999 −

用途
廃止

土砂
災害

評価
評価 評価

耐震
基準

耐震
改修

耐震性
の確保

二方向
避難の
確保

⻑期的な
管理の見通し

計画
期間

見通し
期間

物理的
特性の
判定

改善
項目

評価外壁
壁体

外壁
塗装

事業
手法

再判定

2次
判定

1次
判定

①LCCの
縮減効果
(千円/
棟・年)

②建替
事業量
の比較

Aグループ

①将来的な
活用の

優先順位
(⾼1〜7低)

津波
浸水

評価
敷地
面積

敷地
形状

旧市域
居住誘導
区域内に

立地

東部地区
最寄のバス停
から徒歩10分
圏内に立地

団地名 棟
名称

竣工
年度

構造 階数
公募倍率
（H29〜
 R3）

空家率
（R4.6）1/2 1/1 評価

評価管理
⼾数

灯油
配管

社会的
特性の
判定洪水

浸水

②将来
の管理
方針

Bグループ

評価外壁 屋根
屋上

浴室
防火

区画の
確保

評価 評価 屋根
屋上

福祉対応
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1次判定 2次判定 3次判定
団地の社会的特性による管理方針 住棟の物理的特性による改善の必要性

①需要 ②効率性 ③立地 ①躯体の安全性 ②避難の安全性 ③居住性 ④劣化状況 ⑤⻑寿命化型改善履歴
（直近10年）

耐用年限経過年 利便性 災害危険区域に立地

エレ
ベーター

階段室
手すり

湯川団地
181〜
184 1972 簡平 1 4 1987 2002 −

用途
廃止

湯川団地
185〜
190 1969 簡平 1 6 1984 1999 −

用途
廃止

湯川団地
191〜
194 1972 簡平 1 4 1987 2002 −

用途
廃止

湯川団地
195〜
200 1969 簡平 1 6 1984 1999 −

用途
廃止

湯川団地
201〜
204 1969 簡平 1 4 1984 1999 −

用途
廃止

湯川団地
205〜
208 1969 簡平 1 4 1984 1999 −

用途
廃止

湯川団地
209〜
212 1969 簡平 1 4 1984 1999 −

用途
廃止

湯川団地
213〜
216 1969 簡平 1 4 1984 1999 −

用途
廃止

湯川団地
217〜
220 1969 簡平 1 4 1984 1999 −

用途
廃止

湯川団地
221〜
224 1969 簡平 1 4 1984 1999 −

用途
廃止

湯川団地
225〜
228 1971 簡平 1 4 1986 2001 −

用途
廃止

湯川団地
229〜
232 1971 簡平 1 4 1986 2001 −

用途
廃止

湯川団地
233〜
236 1969 簡平 1 4 1984 1999 −

用途
廃止

湯川団地
237〜
242 1969 簡二 2 6 1992 2014 −

用途
廃止

湯川団地
243〜
248 1969 簡二 2 6 1992 2014 −

用途
廃止

湯川団地
249〜
254 1969 簡二 2 6 1992 2014 −

用途
廃止

湯川団地
255〜
260 1969 簡二 2 6 1992 2014 −

用途
廃止

湯川団地
261〜
266 1970 簡二 2 6 1993 2015 −

用途
廃止

湯川団地
291〜
296 1969 簡二 2 6 1992 2014 −

用途
廃止

湯川団地
297〜
302 1969 簡二 2 6 1992 2014 −

用途
廃止

湯川団地
303〜
308 1969 簡二 2 6 1992 2014 −

用途
廃止

湯川団地
309〜
314 1969 簡二 2 6 1992 2014 −

用途
廃止

湯川団地
315〜
320 1969 簡二 2 6 1992 2014 −

用途
廃止

土砂
災害

評価
評価 評価

耐震
基準

耐震
改修

耐震性
の確保

二方向
避難の
確保

⻑期的な
管理の見通し

計画
期間

見通し
期間

物理的
特性の
判定

改善
項目

評価外壁
壁体

外壁
塗装

事業
手法

再判定

2次
判定

1次
判定

①LCCの
縮減効果
(千円/
棟・年)

②建替
事業量
の比較

Aグループ

①将来的な
活用の

優先順位
(⾼1〜7低)

津波
浸水

評価
敷地
面積

敷地
形状

旧市域
居住誘導
区域内に

立地

東部地区
最寄のバス停
から徒歩10分
圏内に立地

団地名 棟
名称

竣工
年度

構造 階数
公募倍率
（H29〜
 R3）

空家率
（R4.6）1/2 1/1 評価

評価管理
⼾数

灯油
配管

社会的
特性の
判定洪水

浸水

②将来
の管理
方針

Bグループ

評価外壁 屋根
屋上

浴室
防火

区画の
確保

評価 評価 屋根
屋上

福祉対応
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1次判定 2次判定 3次判定
団地の社会的特性による管理方針 住棟の物理的特性による改善の必要性

①需要 ②効率性 ③立地 ①躯体の安全性 ②避難の安全性 ③居住性 ④劣化状況 ⑤⻑寿命化型改善履歴
（直近10年）

耐用年限経過年 利便性 災害危険区域に立地

エレ
ベーター

階段室
手すり

湯川団地
321〜
326 1969 簡二 2 6 1992 2014 −

用途
廃止

湯川団地
327〜
332 1970 簡二 2 6 1993 2015 −

用途
廃止

湯川団地
333〜
334 1971 簡平 1 2 1986 2001 −

用途
廃止

湯川団地
335〜
336 1970 簡平 1 2 1985 2000 −

用途
廃止

湯川団地
337〜
340 1970 簡平 1 4 1985 2000 −

用途
廃止

湯川団地
341〜
344 1971 簡平 1 4 1986 2001 −

用途
廃止

湯川団地
345〜
348 1970 簡平 1 4 1985 2000 −

用途
廃止

湯川団地
349〜
352 1971 簡平 1 4 1986 2001 −

用途
廃止

湯川団地
353〜
356 1970 簡平 1 4 1985 2000 −

用途
廃止

湯川団地
357〜
360 1971 簡平 1 4 1986 2001 −

用途
廃止

湯川団地
361〜
364 1970 簡平 1 4 1985 2000 −

用途
廃止

湯川団地
365〜
370 1973 簡二 2 6 1996 2018 −

用途
廃止

湯川団地
371〜
376 1973 簡二 2 6 1996 2018 −

用途
廃止

湯川団地 1 1969 耐火 4 24 2004 2039 1.7 34.8% ✕ 181,894.8 整形 〇 ✕ − ✕ ✕ 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 ✕ 必要 B B B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

用途
廃止

維持
管理

用途
廃止

湯川団地 2 1970 耐火 4 24 2005 2040 1.7 34.8% ✕ 181,894.8 整形 〇 ✕ − ✕ ✕ 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 ✕ 必要 B B B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

用途
廃止

維持
管理

用途
廃止

湯川団地 3 1970 耐火 4 24 2005 2040 1.7 34.8% ✕ 181,894.8 整形 〇 ✕ − ✕ ✕ 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 ✕ 必要 B B B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

用途
廃止

維持
管理

用途
廃止

湯川団地 4 1971 耐火 4 24 2006 2041 1.7 34.8% ✕ 181,894.8 整形 〇 ✕ − ✕ ✕ 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 ✕ 必要 B B B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

湯川団地 5 1971 耐火 4 24 2006 2041 1.7 34.8% ✕ 181,894.8 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 ✕ 必要 B B B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

湯川団地 6 1972 耐火 4 24 2007 2042 1.7 34.8% ✕ 181,894.8 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 ✕ ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 ✕ 必要 B B B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

湯川団地 7 1971 耐火 4 16 2006 2041 1.7 34.8% ✕ 181,894.8 整形 〇 ✕ − ✕ ✕ 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 ✕ 必要 B A C 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

用途
廃止

用途
廃止

湯川団地 8 1972 耐火 4 16 2007 2042 1.7 34.8% ✕ 181,894.8 整形 〇 ✕ − ✕ ✕ 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 ✕ 必要 B A C 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

用途
廃止

用途
廃止

湯川団地 9 1972 耐火 4 16 2007 2042 1.7 34.8% ✕ 181,894.8 整形 〇 ✕ − ✕ ✕ 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 ✕ 必要 B A C 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

用途
廃止

用途
廃止

湯川団地 10 1970 耐火 4 16 2005 2040 1.7 34.8% ✕ 181,894.8 整形 〇 ✕ − ✕ ✕ 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 ✕ 必要 B B B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

用途
廃止

維持
管理

用途
廃止

土砂
災害

評価
評価 評価

耐震
基準

耐震
改修

耐震性
の確保

二方向
避難の
確保

⻑期的な
管理の見通し

計画
期間

見通し
期間

物理的
特性の
判定

改善
項目

評価外壁
壁体

外壁
塗装

事業
手法

再判定

2次
判定

1次
判定

①LCCの
縮減効果
(千円/
棟・年)

②建替
事業量
の比較

Aグループ

①将来的な
活用の

優先順位
(⾼1〜7低)

津波
浸水

評価
敷地
面積

敷地
形状

旧市域
居住誘導
区域内に

立地

東部地区
最寄のバス停
から徒歩10分
圏内に立地

団地名 棟
名称

竣工
年度

構造 階数
公募倍率
（H29〜
 R3）

空家率
（R4.6）1/2 1/1 評価

評価管理
⼾数

灯油
配管

社会的
特性の
判定洪水

浸水

②将来
の管理
方針

Bグループ

評価外壁 屋根
屋上

浴室
防火

区画の
確保

評価 評価 屋根
屋上

福祉対応
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1次判定 2次判定 3次判定
団地の社会的特性による管理方針 住棟の物理的特性による改善の必要性

①需要 ②効率性 ③立地 ①躯体の安全性 ②避難の安全性 ③居住性 ④劣化状況 ⑤⻑寿命化型改善履歴
（直近10年）

耐用年限経過年 利便性 災害危険区域に立地

エレ
ベーター

階段室
手すり

湯川団地 11 1970 耐火 4 16 2005 2040 1.7 34.8% ✕ 181,894.8 整形 〇 ✕ − ✕ ✕ 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 ✕ 必要 B B B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

用途
廃止

維持
管理

用途
廃止

湯川団地 12 1971 耐火 4 16 2006 2041 1.7 34.8% ✕ 181,894.8 整形 〇 ✕ − ✕ ✕ 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 ✕ 必要 B B B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

用途
廃止

維持
管理

用途
廃止

湯川団地 13 1971 耐火 4 16 2006 2041 1.7 34.8% ✕ 181,894.8 整形 〇 ✕ − ✕ ✕ 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 ✕ 必要 B B B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

用途
廃止

維持
管理

用途
廃止

湯川団地 14 1973 耐火 4 16 2008 2043 1.7 34.8% ✕ 181,894.8 整形 〇 ✕ − ✕ ✕ 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 ✕ 必要 B B B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

用途
廃止

維持
管理

用途
廃止

湯川団地 15 1972 耐火 4 24 2007 2042 1.7 34.8% ✕ 181,894.8 整形 〇 ✕ − ✕ ✕ 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 ✕ 必要 B B A 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

湯川団地 16 1973 耐火 4 24 2008 2043 1.7 34.8% ✕ 181,894.8 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 ✕ 必要 C B A 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

湯川団地 17 1974 耐火 4 24 2009 2044 1.7 34.8% ✕ 181,894.8 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 ✕ 必要 B B A 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

湯川団地 18 1975 耐火 4 24 2010 2045 1.7 34.8% ✕ 181,894.8 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 ✕ 必要 C B A 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

湯川団地 19 1976 耐火 4 24 2011 2046 1.7 34.8% ✕ 181,894.8 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 ✕ 必要 C B A 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

湯川団地 20 1974 耐火 4 16 2009 2044 1.7 34.8% ✕ 181,894.8 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 ✕ 必要 C B B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

湯川団地 21 1970 耐火 4 16 2005 2040 1.7 34.8% ✕ 181,894.8 整形 〇 ✕ − ✕ ✕ 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 ✕ 必要 C B A 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

湯川団地 22 1970 耐火 4 24 2005 2040 1.7 34.8% ✕ 181,894.8 整形 〇 ✕ − ✕ ✕ 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 ✕ 必要 C B A 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

湯川団地 23 1971 耐火 4 24 2006 2041 1.7 34.8% ✕ 181,894.8 整形 〇 ✕ − ✕ ✕ 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 ✕ 必要 C B A 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

湯川団地 24 1971 耐火 4 24 2006 2041 1.7 34.8% ✕ 181,894.8 整形 〇 ✕ − ✕ ✕ 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 ✕ 必要 C B A 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

湯川団地 25 1975 耐火 4 16 2010 2045 1.7 34.8% ✕ 181,894.8 整形 〇 ✕ − ✕ ✕ 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 ✕ 必要 B A B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

湯川団地 26-1 1975 耐火 4 16 2010 2045 1.7 34.8% ✕ 181,894.8 整形 〇 ✕ − ✕ ✕ 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 ✕ 必要 B A B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

湯川団地 26-2 1975 耐火 4 16 2010 2045 1.7 34.8% ✕ 181,894.8 整形 〇 ✕ − ✕ ✕ 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 ✕ 必要 B A B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

湯川団地 27 1972 耐火 4 24 2007 2042 1.7 34.8% ✕ 181,894.8 整形 〇 ✕ − ✕ ✕ 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 ✕ 必要 C C B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

湯川団地 28 1972 耐火 4 24 2007 2042 1.7 34.8% ✕ 181,894.8 整形 〇 ✕ − ✕ ✕ 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 ✕ 必要 C C B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

湯川団地 29 1972 耐火 4 24 2007 2042 1.7 34.8% ✕ 181,894.8 整形 〇 ✕ − ✕ ✕ 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 ✕ 必要 C B B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

湯川団地 30 1974 耐火 4 16 2009 2044 1.7 34.8% ✕ 181,894.8 整形 〇 ✕ − ✕ ✕ 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 ✕ 必要 C B B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

湯川団地 31 1974 耐火 4 16 2009 2044 1.7 34.8% ✕ 181,894.8 整形 〇 ✕ − ✕ ✕ 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 ✕ 必要 C B B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

湯川団地 32 1972 耐火 4 16 2007 2042 1.7 34.8% ✕ 181,894.8 整形 〇 ✕ − ✕ ✕ 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 ✕ 必要 B B B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

土砂
災害

評価
評価 評価

耐震
基準

耐震
改修

耐震性
の確保

二方向
避難の
確保

⻑期的な
管理の見通し

計画
期間

見通し
期間

物理的
特性の
判定

改善
項目

評価外壁
壁体

外壁
塗装

事業
手法

再判定

2次
判定

1次
判定

①LCCの
縮減効果
(千円/
棟・年)

②建替
事業量
の比較

Aグループ

①将来的な
活用の

優先順位
(⾼1〜7低)

津波
浸水

評価
敷地
面積

敷地
形状

旧市域
居住誘導
区域内に

立地

東部地区
最寄のバス停
から徒歩10分
圏内に立地

団地名 棟
名称

竣工
年度

構造 階数
公募倍率
（H29〜
 R3）

空家率
（R4.6）1/2 1/1 評価

評価管理
⼾数

灯油
配管

社会的
特性の
判定洪水

浸水

②将来
の管理
方針

Bグループ

評価外壁 屋根
屋上

浴室
防火

区画の
確保

評価 評価 屋根
屋上

福祉対応
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1次判定 2次判定 3次判定
団地の社会的特性による管理方針 住棟の物理的特性による改善の必要性

①需要 ②効率性 ③立地 ①躯体の安全性 ②避難の安全性 ③居住性 ④劣化状況 ⑤⻑寿命化型改善履歴
（直近10年）

耐用年限経過年 利便性 災害危険区域に立地

エレ
ベーター

階段室
手すり

湯川団地 33 1973 耐火 4 32 2008 2043 1.7 34.8% ✕ 181,894.8 整形 〇 ✕ − ✕ ✕ 〇 ✕ ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 ✕ 必要 B B B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

湯川団地 34 1973 耐火 4 32 2008 2043 1.7 34.8% ✕ 181,894.8 整形 〇 ✕ − ✕ ✕ 〇 ✕ ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 ✕ 必要 B B B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

湯川団地 35 1975 耐火 4 24 2010 2045 1.7 34.8% ✕ 181,894.8 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 ✕ ✕ 必要 B B B 必要 無 無 必要
改善が
必要

灯油配管, 屋根,
外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

用途
廃止

用途
廃止

湯川団地 59 1971 耐火 4 32 2006 2041 1.7 34.8% ✕ 181,894.8 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 ✕ 必要 B B B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

旭岡団地 1-1 1980 耐火 4 8 2015 2050 0.5 40.0% ✕ 65,957.7 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − ✕ ✕ ✕ 〇 必要 C B C 必要 無 無 必要
改善が
必要

階段室手すり,
灯油配管, 屋根,

外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

旭岡団地 1-2 1978 耐火 4 8 2013 2048 0.5 40.0% ✕ 65,957.7 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − ✕ ✕ ✕ 〇 必要 C B C 必要 無 無 必要
改善が
必要

階段室手すり,
灯油配管, 屋根,

外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

旭岡団地 1-3 1978 耐火 4 8 2013 2048 0.5 40.0% ✕ 65,957.7 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − ✕ ✕ ✕ 〇 必要 C B C 必要 無 無 必要
改善が
必要

階段室手すり,
灯油配管, 屋根,

外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

旭岡団地 1-4 1978 耐火 4 8 2013 2048 0.5 40.0% ✕ 65,957.7 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − ✕ ✕ ✕ 〇 必要 C B C 必要 無 無 必要
改善が
必要

階段室手すり,
灯油配管, 屋根,

外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

旭岡団地 1-5 1979 耐火 4 8 2014 2049 0.5 40.0% ✕ 65,957.7 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − ✕ ✕ ✕ 〇 必要 C B C 必要 無 無 必要
改善が
必要

階段室手すり,
灯油配管, 屋根,

外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

旭岡団地 1-6 1979 耐火 4 8 2014 2049 0.5 40.0% ✕ 65,957.7 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 〇 不要 C C C 不要
2013
改修

2013
改修 不要

改善
不要 −

維持管理，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 維持管理 − 維持

管理
維持
管理

旭岡団地 1-7 1977 耐火 4 32 2012 2047 0.5 40.0% ✕ 65,957.7 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 〇 不要 C C C 不要
2013
改修

2013
改修 不要

改善
不要 −

維持管理，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 維持管理 − 維持

管理
維持
管理

旭岡団地 1-8 1977 耐火 4 24 2012 2047 0.5 40.0% ✕ 65,957.7 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 〇 不要 C C C 不要
2016
改修

2016
改修 不要

改善
不要 −

維持管理，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 維持管理 − 維持

管理
維持
管理

旭岡団地 1-9 1979 耐火 4 16 2014 2049 0.5 40.0% ✕ 65,957.7 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 〇 不要 C C C 不要
2016
改修

2016
改修 不要

改善
不要 −

維持管理，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 維持管理 − 維持

管理
維持
管理

旭岡団地 1-10 1978 耐火 4 24 2013 2048 0.5 40.0% ✕ 65,957.7 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 〇 不要 C C C 不要
2020
改修

2020
改修 不要

改善
不要 −

維持管理，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 維持管理 − 維持

管理
維持
管理

旭岡団地 1-11 1980 耐火 4 16 2015 2050 0.5 40.0% ✕ 65,957.7 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 〇 不要 C C C 不要
2016
改修

2016
改修 不要

改善
不要 −

維持管理，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 維持管理 − 維持

管理
維持
管理

旭岡団地 1-12 1978 耐火 4 24 2013 2048 0.5 40.0% ✕ 65,957.7 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 〇 不要 C C C 不要
2014
改修

2014
改修 不要

改善
不要 −

維持管理，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 維持管理 − 維持

管理
維持
管理

旭岡団地 1-13 1979 耐火 4 16 2014 2049 0.5 40.0% ✕ 65,957.7 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 〇 不要 C C C 不要
2015
改修

2015
改修 不要

改善
不要 −

維持管理，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 維持管理 − 維持

管理
維持
管理

旭岡団地 1-14 1979 耐火 4 24 2014 2049 0.5 40.0% ✕ 65,957.7 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 〇 不要 C C C 不要
2015
改修

2015
改修 不要

改善
不要 −

維持管理，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 維持管理 − 維持

管理
維持
管理

旭岡団地 1-25 1987 耐火 4 16 2022 2057 0.5 40.0% ✕ 65,957.7 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − ✕ ✕ ✕ 〇 必要 A B A 必要 無 無 必要
改善が
必要

階段室手すり,
灯油配管, 屋根,

外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善 − 改善

維持
管理

旭岡団地 1-26 1987 耐火 4 16 2022 2057 0.5 40.0% ✕ 65,957.7 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − ✕ ✕ ✕ 〇 必要 A B A 必要 無 無 必要
改善が
必要

階段室手すり,
灯油配管, 屋根,

外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善 − 改善

維持
管理

旭岡団地 1-27 1985 耐火 4 24 2020 2055 0.5 40.0% ✕ 65,957.7 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − ✕ ✕ ✕ 〇 必要 A B A 必要 無 無 必要
改善が
必要

階段室手すり,
灯油配管, 屋根,

外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善 − 改善

維持
管理

旭岡団地 1-28 1983 耐火 4 24 2018 2053 0.5 40.0% ✕ 65,957.7 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − ✕ ✕ ✕ 〇 必要 A B A 必要 無 無 必要
改善が
必要

階段室手すり,
灯油配管, 屋根,

外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善 − 改善

維持
管理

旭岡団地 2-16 1980 耐火 4 24 2015 2050 0.5 40.0% ✕ 65,957.7 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − ✕ ✕ ✕ 〇 必要 A B A 必要 無 無 必要
改善が
必要

階段室手すり,
灯油配管, 屋根,

外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

用途
廃止

維持
管理

用途
廃止

土砂
災害

評価
評価 評価

耐震
基準

耐震
改修

耐震性
の確保

二方向
避難の
確保

⻑期的な
管理の見通し

計画
期間

見通し
期間

物理的
特性の
判定

改善
項目

評価外壁
壁体

外壁
塗装

事業
手法

再判定

2次
判定

1次
判定

①LCCの
縮減効果
(千円/
棟・年)

②建替
事業量
の比較

Aグループ

①将来的な
活用の

優先順位
(⾼1〜7低)

津波
浸水

評価
敷地
面積

敷地
形状

旧市域
居住誘導
区域内に

立地

東部地区
最寄のバス停
から徒歩10分
圏内に立地

団地名 棟
名称

竣工
年度

構造 階数
公募倍率
（H29〜
 R3）

空家率
（R4.6）1/2 1/1 評価

評価管理
⼾数

灯油
配管

社会的
特性の
判定洪水

浸水

②将来
の管理
方針

Bグループ

評価外壁 屋根
屋上

浴室
防火

区画の
確保

評価 評価 屋根
屋上

福祉対応
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1次判定 2次判定 3次判定
団地の社会的特性による管理方針 住棟の物理的特性による改善の必要性

①需要 ②効率性 ③立地 ①躯体の安全性 ②避難の安全性 ③居住性 ④劣化状況 ⑤⻑寿命化型改善履歴
（直近10年）

耐用年限経過年 利便性 災害危険区域に立地

エレ
ベーター

階段室
手すり

旭岡団地 2-17 1980 耐火 4 24 2015 2050 0.5 40.0% ✕ 65,957.7 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − ✕ ✕ ✕ 〇 必要 A B A 必要 無 無 必要
改善が
必要

階段室手すり,
灯油配管, 屋根,

外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

用途
廃止

用途
廃止

旭岡団地 2-18 1981 耐火 4 32 2016 2051 0.5 40.0% ✕ 65,957.7 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − ✕ ✕ ✕ 〇 必要 A B A 必要 無 無 必要
改善が
必要

階段室手すり,
灯油配管, 屋根,

外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

用途
廃止

用途
廃止

旭岡団地 2-19 1980 耐火 4 24 2015 2050 0.5 40.0% ✕ 65,957.7 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − ✕ ✕ ✕ 〇 必要 A B A 必要 無 無 必要
改善が
必要

階段室手すり,
灯油配管, 屋根,

外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

用途
廃止

維持
管理

用途
廃止

旭岡団地 2-20 1982 耐火 4 24 2017 2052 0.5 40.0% ✕ 65,957.7 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − ✕ ✕ ✕ 〇 必要 A B A 必要 無 無 必要
改善が
必要

階段室手すり,
灯油配管, 屋根,

外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

用途
廃止

維持
管理

用途
廃止

旭岡団地 2-21 1981 耐火 4 24 2016 2051 0.5 40.0% ✕ 65,957.7 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − ✕ ✕ ✕ 〇 必要 A B A 必要 無 無 必要
改善が
必要

階段室手すり,
灯油配管, 屋根,

外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

用途
廃止

維持
管理

用途
廃止

旭岡団地 2-22 1983 耐火 4 16 2018 2053 0.5 40.0% ✕ 65,957.7 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − ✕ ✕ ✕ 〇 必要 A B A 必要 無 無 必要
改善が
必要

階段室手すり,
灯油配管, 屋根,

外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

用途
廃止

用途
廃止

旭岡団地 2-23 1983 耐火 4 16 2018 2053 0.5 40.0% ✕ 65,957.7 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − ✕ ✕ ✕ 〇 必要 A B A 必要 無 無 必要
改善が
必要

階段室手すり,
灯油配管, 屋根,

外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

用途
廃止

用途
廃止

旭岡団地 3-10 1982 耐火 4 16 2017 2052 0.5 40.0% ✕ 65,957.7 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − ✕ ✕ ✕ 〇 必要 A A A 必要 無 無 必要
改善が
必要

階段室手すり,
灯油配管, 屋根,

外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善 − 改善

維持
管理

旭岡団地 3-12 1982 耐火 4 24 2017 2052 0.5 40.0% ✕ 65,957.7 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − ✕ ✕ ✕ 〇 必要 A A A 必要 無 無 必要
改善が
必要

階段室手すり,
灯油配管, 屋根,

外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善 − 改善

維持
管理

旭岡団地 3-13 1984 耐火 4 16 2019 2054 0.5 40.0% ✕ 65,957.7 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − ✕ ✕ ✕ 〇 必要 A B B 必要 無 無 必要
改善が
必要

階段室手すり,
灯油配管, 屋根,

外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善 − 改善

維持
管理

旭岡団地 3-14 1981 耐火 4 24 2016 2051 0.5 40.0% ✕ 65,957.7 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − ✕ ✕ ✕ 〇 必要 A A A 必要 無 無 必要
改善が
必要

階段室手すり,
灯油配管, 屋根,

外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善 − 改善

維持
管理

旭岡団地 3-16 1982 耐火 4 24 2017 2052 0.5 40.0% ✕ 65,957.7 整形 〇 ✕ − ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − ✕ ✕ ✕ 〇 必要 A A A 必要 無 無 必要
改善が
必要

階段室手すり,
灯油配管, 屋根,

外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善 − 改善

維持
管理

中道２丁目団地 1 1968 簡平 1 2 1983 1998 −
用途
廃止

中道２丁目団地 2 1968 簡平 1 4 1983 1998 −
用途
廃止

中道２丁目団地 3 1969 簡平 1 4 1984 1999 −
用途
廃止

中道２丁目団地 4 1968 簡平 1 4 1983 1998 −
用途
廃止

中道２丁目団地 5 1969 簡平 1 4 1984 1999 −
用途
廃止

中道２丁目団地 6 1969 簡平 1 4 1984 1999 −
用途
廃止

中道２丁目団地 7 1970 簡平 1 4 1985 2000 −
用途
廃止

中道２丁目団地 8 1969 簡平 1 4 1984 1999 −
用途
廃止

中道２丁目団地 9 1969 簡平 1 4 1984 1999 −
用途
廃止

中道２丁目団地 10 1969 簡平 1 4 1984 1999 −
用途
廃止

中道２丁目団地 11 1969 簡二 2 4 1992 2014 −
用途
廃止

土砂
災害

評価
評価 評価

耐震
基準

耐震
改修

耐震性
の確保

二方向
避難の
確保

⻑期的な
管理の見通し

計画
期間

見通し
期間

物理的
特性の
判定

改善
項目

評価外壁
壁体

外壁
塗装

事業
手法

再判定

2次
判定

1次
判定

①LCCの
縮減効果
(千円/
棟・年)

②建替
事業量
の比較

Aグループ

①将来的な
活用の

優先順位
(⾼1〜7低)

津波
浸水

評価
敷地
面積

敷地
形状

旧市域
居住誘導
区域内に

立地

東部地区
最寄のバス停
から徒歩10分
圏内に立地

団地名 棟
名称

竣工
年度

構造 階数
公募倍率
（H29〜
 R3）

空家率
（R4.6）1/2 1/1 評価

評価管理
⼾数

灯油
配管

社会的
特性の
判定洪水

浸水

②将来
の管理
方針

Bグループ

評価外壁 屋根
屋上

浴室
防火

区画の
確保

評価 評価 屋根
屋上

福祉対応
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1次判定 2次判定 3次判定
団地の社会的特性による管理方針 住棟の物理的特性による改善の必要性

①需要 ②効率性 ③立地 ①躯体の安全性 ②避難の安全性 ③居住性 ④劣化状況 ⑤⻑寿命化型改善履歴
（直近10年）

耐用年限経過年 利便性 災害危険区域に立地

エレ
ベーター

階段室
手すり

中道２丁目団地 12 1969 簡二 2 4 1992 2014 −
用途
廃止

中道２丁目団地 13 1968 簡二 2 6 1991 2013 −
用途
廃止

中道２丁目団地 14 1968 簡二 2 4 1991 2013 −
用途
廃止

中道２丁目団地 15 1970 簡二 2 6 1993 2015 −
用途
廃止

中道２丁目団地 16 1970 簡二 2 6 1993 2015 −
用途
廃止

中道２丁目団地 17 1971 簡平 1 4 1986 2001 −
用途
廃止

中道２丁目団地 18 1971 簡平 1 4 1986 2001 −
用途
廃止

中道２丁目団地 19 1971 簡平 1 4 1986 2001 −
用途
廃止

中道２丁目団地 20 1971 簡平 1 4 1986 2001 −
用途
廃止

中道２丁目団地 23 1971 簡二 2 6 1994 2016 −
用途
廃止

中道２丁目団地 24 1971 簡二 2 6 1994 2016 −
用途
廃止

中道２丁目団地 25 1971 簡平 1 4 1986 2001 −
用途
廃止

中道２丁目団地 26 1971 簡平 1 4 1986 2001 −
用途
廃止

中道２丁目団地 27 1972 簡平 1 4 1987 2002 −
用途
廃止

中道２丁目団地 28 1972 簡平 1 4 1987 2002 −
用途
廃止

中道２丁目団地 29 1972 簡平 1 4 1987 2002 −
用途
廃止

中道２丁目団地 30 1972 簡平 1 2 1987 2002 −
用途
廃止

中道２丁目団地 31 1972 簡平 1 4 1987 2002 −
用途
廃止

中道２丁目団地 32 1972 簡平 1 4 1987 2002 −
用途
廃止

中道２丁目団地 33 1972 簡平 1 4 1987 2002 −
用途
廃止

中道２丁目団地 34 1972 簡平 1 4 1987 2002 −
用途
廃止

中道２丁目団地 35 1972 簡平 1 4 1987 2002 −
用途
廃止

中道２丁目団地 36 1972 簡平 1 4 1987 2002 −
用途
廃止

土砂
災害

評価
評価 評価

耐震
基準

耐震
改修

耐震性
の確保

二方向
避難の
確保

⻑期的な
管理の見通し

計画
期間

見通し
期間

物理的
特性の
判定

改善
項目

評価外壁
壁体

外壁
塗装

事業
手法

再判定

2次
判定

1次
判定

①LCCの
縮減効果
(千円/
棟・年)

②建替
事業量
の比較

Aグループ

①将来的な
活用の

優先順位
(⾼1〜7低)

津波
浸水

評価
敷地
面積

敷地
形状

旧市域
居住誘導
区域内に

立地

東部地区
最寄のバス停
から徒歩10分
圏内に立地

団地名 棟
名称

竣工
年度

構造 階数
公募倍率
（H29〜
 R3）

空家率
（R4.6）1/2 1/1 評価

評価管理
⼾数

灯油
配管

社会的
特性の
判定洪水

浸水

②将来
の管理
方針

Bグループ

評価外壁 屋根
屋上

浴室
防火

区画の
確保

評価 評価 屋根
屋上

福祉対応
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1次判定 2次判定 3次判定
団地の社会的特性による管理方針 住棟の物理的特性による改善の必要性

①需要 ②効率性 ③立地 ①躯体の安全性 ②避難の安全性 ③居住性 ④劣化状況 ⑤⻑寿命化型改善履歴
（直近10年）

耐用年限経過年 利便性 災害危険区域に立地

エレ
ベーター

階段室
手すり

本通団地 1 1976 耐火 4 24 2011 2046 4.5 0.0% 〇 5,387.5 整形 〇 〇 − 〇 ✕ 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 ✕ 〇 必要 C C C 不要 無 無 必要
改善が
必要

灯油配管, 屋根,
外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善 − 改善

維持
管理

本通団地 2 1977 耐火 4 24 2012 2047 4.5 0.0% 〇 5,387.5 整形 〇 〇 − 〇 ✕ 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 ✕ 〇 必要 C C C 不要 無 無 必要
改善が
必要

灯油配管, 屋根,
外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善 − 改善

維持
管理

鍛治２丁目団地 1 1974 耐火 4 24 2009 2044 11.5 5.0% 〇 18,834.5
不

整形 ✕ 〇 − 〇 ✕ 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − ✕ ✕ ✕ 〇 必要 B B C 必要 無 無 必要
改善が
必要

階段室手すり,
灯油配管, 屋根,

外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 5

継続
管理 改善 − 改善

維持
管理

鍛治２丁目団地 2 1974 耐火 4 24 2009 2044 11.5 5.0% 〇 18,834.5
不

整形 ✕ 〇 − 〇 ✕ 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − ✕ ✕ ✕ 〇 必要 B B C 必要 無 無 必要
改善が
必要

階段室手すり,
灯油配管, 屋上,

外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 5

継続
管理 改善 − 改善

維持
管理

鍛治２丁目団地 3 1974 耐火 4 24 2009 2044 11.5 5.0% 〇 18,834.5
不

整形 ✕ 〇 − 〇 ✕ 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − ✕ ✕ ✕ 〇 必要 B B C 必要 無 無 必要
改善が
必要

階段室手すり,
灯油配管, 屋根,

外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 5

継続
管理 改善 − 改善

維持
管理

鍛治２丁目団地 4 1975 耐火 4 24 2010 2045 11.5 5.0% 〇 18,834.5
不

整形 ✕ 〇 − 〇 ✕ 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − ✕ ✕ ✕ 〇 必要 B B C 必要 無 無 必要
改善が
必要

階段室手すり,
灯油配管, 屋根,

外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 5

継続
管理 改善 − 改善

維持
管理

鍛治２丁目団地 5 1975 耐火 4 24 2010 2045 11.5 5.0% 〇 18,834.5
不

整形 ✕ 〇 − 〇 ✕ 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − ✕ ✕ ✕ 〇 必要 B B C 必要 無 無 必要
改善が
必要

階段室手すり,
灯油配管, 屋根,

外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 5

継続
管理 改善 − 改善

維持
管理

鍛治２丁目団地 6 1976 耐火 4 24 2011 2046 11.5 5.0% 〇 18,834.5
不

整形 ✕ 〇 − 〇 ✕ 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − ✕ ✕ ✕ 〇 必要 B B C 必要 無 無 必要
改善が
必要

階段室手すり,
灯油配管, 屋根,

外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 5

継続
管理 改善 − 改善

維持
管理

鍛治２丁目団地 7 1975 耐火 4 24 2010 2045 11.5 5.0% 〇 18,834.5
不

整形 ✕ 〇 − 〇 ✕ 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − ✕ ✕ ✕ 〇 必要 B B C 必要 無 無 必要
改善が
必要

階段室手すり,
灯油配管, 屋根,

外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 5

継続
管理 改善 − 改善

維持
管理

鍛治２丁目団地 8 1976 耐火 4 16 2011 2046 11.5 5.0% 〇 18,834.5
不

整形 ✕ 〇 − 〇 ✕ 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − ✕ ✕ ✕ 〇 必要 B B C 必要 無 無 必要
改善が
必要

階段室手すり,
灯油配管, 屋根,

外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 5

継続
管理 改善 − 改善

維持
管理

鍛治２丁目団地 9 1976 耐火 4 16 2011 2046 11.5 5.0% 〇 18,834.5
不

整形 ✕ 〇 − 〇 ✕ 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − ✕ ✕ ✕ 〇 必要 B B C 必要 無 無 必要
改善が
必要

階段室手すり,
灯油配管, 屋根,

外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 5

継続
管理 改善 − 改善

維持
管理

美原１丁目団地 1 1979 耐火 8 46 2014 2049 17.1 2.2% 〇 5,011.3 整形 〇 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 旧 済 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − 〇 不要 C B A 必要 無 無 必要

改善が
必要 屋上, 外壁

改善，
または
建替

7,602 改善 0 0 改善 − 改善
維持
管理

弁天改良団地 1 1969 耐火 5 50 2004 2039 0.0 44.0% ✕ 1,140.0 整形 〇 〇 − 〇 〇 ✕ 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − ✕ 必要 C C C 不要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善 建替 建替

維持
管理

大町改良団地 1 1972 耐火 5 24 2007 2042 − 33.3% ✕ 1,096.5 整形 〇 〇 − 〇 〇 ✕ 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 済 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − ✕ 必要 C C C 不要
2017
改修

2017
改修 不要

改善が
必要 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善 建替 建替

維持
管理

豊川改良団地 1 1970 耐火 5 30 2005 2040 2.0 30.0% ✕ 918.3 整形 ✕ 〇 − 〇 〇 ✕ 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 ✕ 必要 C B B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 7

当面
管理

改善し当面
維持管理

建替 建替
維持
管理

松川改良団地 1 1979 耐火 5 19 2014 2049 1.0 15.8% 〇 1,039.3 整形 〇 〇 − 〇 〇 ✕ 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 〇 不要 C B C 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

港３丁目改良団地 1 1966 簡二 2 6 1989 2011 −
用途
廃止

港３丁目改良団地 2 1966 簡二 2 6 1989 2011 −
用途
廃止

港３丁目改良団地 3 1966 簡二 2 6 1989 2011 −
用途
廃止

港３丁目改良団地 4 1966 簡二 2 6 1989 2011 −
用途
廃止

港３丁目改良団地 5 1967 耐火 4 24 2002 2037 −
用途
廃止

宮前改良団地 1 1980 耐火 5 24 2015 2050 0.0 8.3% ✕ 1,229.9 整形 〇 〇 − 〇 〇 ✕ 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 済 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 〇 〇 不要 C C C 不要
2020
改修

2020
改修 不要

改善
不要 −

維持管理，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 維持管理 −

維持
管理

維持
管理

日乃出改良団地 1 1973 耐火 7 98 2008 2043 − 38.7% ✕ 7,050.5 整形 〇 〇 − 〇 〇 ✕ 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 済 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − ✕ 必要 A B C 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋上, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

用途
廃止

維持
管理

用途
廃止

土砂
災害

評価
評価 評価

耐震
基準

耐震
改修

耐震性
の確保

二方向
避難の
確保

⻑期的な
管理の見通し

計画
期間

見通し
期間

物理的
特性の
判定

改善
項目

評価外壁
壁体

外壁
塗装

事業
手法

再判定

2次
判定

1次
判定

①LCCの
縮減効果
(千円/
棟・年)

②建替
事業量
の比較

Aグループ

①将来的な
活用の

優先順位
(⾼1〜7低)

津波
浸水

評価
敷地
面積

敷地
形状

旧市域
居住誘導
区域内に

立地

東部地区
最寄のバス停
から徒歩10分
圏内に立地

団地名 棟
名称

竣工
年度

構造 階数
公募倍率
（H29〜
 R3）

空家率
（R4.6）1/2 1/1 評価

評価管理
⼾数

灯油
配管

社会的
特性の
判定洪水

浸水

②将来
の管理
方針

Bグループ

評価外壁 屋根
屋上

浴室
防火

区画の
確保

評価 評価 屋根
屋上

福祉対応
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1次判定 2次判定 3次判定
団地の社会的特性による管理方針 住棟の物理的特性による改善の必要性

①需要 ②効率性 ③立地 ①躯体の安全性 ②避難の安全性 ③居住性 ④劣化状況 ⑤⻑寿命化型改善履歴
（直近10年）

耐用年限経過年 利便性 災害危険区域に立地

エレ
ベーター

階段室
手すり

日乃出改良団地 2 1974 耐火 7 96 2009 2044 − 38.7% ✕ 7,050.5 整形 〇 〇 − 〇 〇 ✕ 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 済 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − ✕ 必要 A B C 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋上, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

用途
廃止

維持
管理

用途
廃止

本町改良団地 1 1972 耐火 5 24 2007 2042 − 39.6% ✕ 2,175.2 整形 〇 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理に

ついて判断を
留保する団地

旧 済 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − ✕ 必要 C C C 不要
2018
改修

2018
改修 不要

改善が
必要 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 2

継続
管理 改善

用途
廃止

維持
管理

用途
廃止

本町改良団地 2 1972 耐火 5 24 2007 2042 − 39.6% ✕ 2,175.2 整形 〇 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理に

ついて判断を
留保する団地

旧 済 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − ✕ 必要 C C C 不要
2019
改修

2019
改修 不要

改善が
必要 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 2

継続
管理 改善

用途
廃止

維持
管理

用途
廃止

五稜郭改良団地 1 1969 耐火 5 16 2004 2039 − 33.8% ✕ 7,313.0 整形 〇 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理に

ついて判断を
留保する団地

旧 済 〇 不要 〇 〇 不要 − ✕ ✕ 〇 ✕ 必要 C B B 必要 無 無 必要
改善が
必要

階段室手すり,
屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 2

継続
管理 改善

用途
廃止

維持
管理

用途
廃止

五稜郭改良団地 2 1969 耐火 5 30 2004 2039 − 33.8% ✕ 7,313.0 整形 〇 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理に

ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − ✕ ✕ 〇 ✕ 必要 C B A 必要 無 無 必要
改善が
必要

階段室手すり,
屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 2

継続
管理 改善

用途
廃止

維持
管理

用途
廃止

五稜郭改良団地 3 1970 耐火 5 30 2005 2040 − 33.8% ✕ 7,313.0 整形 〇 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理に

ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − ✕ ✕ 〇 ✕ 必要 C B B 必要 無 無 必要
改善が
必要

階段室手すり,
屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 2

継続
管理 改善

用途
廃止

維持
管理

用途
廃止

五稜郭改良団地 4 1970 耐火 5 30 2005 2040 − 33.8% ✕ 7,313.0 整形 〇 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理に

ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − ✕ ✕ 〇 ✕ 必要 C B B 必要 無 無 必要
改善が
必要

階段室手すり,
屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 2

継続
管理 改善

用途
廃止

維持
管理

用途
廃止

五稜郭改良団地 5 1971 耐火 5 24 2006 2041 − 33.8% ✕ 7,313.0 整形 〇 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理に

ついて判断を
留保する団地

旧 済 〇 不要 〇 〇 不要 − ✕ ✕ 〇 ✕ 必要 C B A 必要 無 無 必要
改善が
必要

階段室手すり,
屋根, 外壁, 浴室

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 2

継続
管理 改善

用途
廃止

維持
管理

用途
廃止

駒場改良団地 1 1978 耐火 7 63 2013 2048 45.3 4.8% 〇 5,871.2 整形 〇 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 旧 済 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − 〇 不要 C C C 不要 無 無 必要

改善が
必要 屋上, 外壁

改善，
または
建替

11,789 改善 0 0 改善
維持
管理

維持
管理

維持
管理

本町モデル団地 1 1984 耐火 5 16 2019 2054 − 6.3% 〇 632.9 整形 ✕ 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理に

ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 ✕ 〇 必要 B C C 必要 無 無 必要
改善が
必要

灯油配管, 屋上,
外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 1

継続
管理 改善 − 改善

維持
管理

函館弁天いぶき荘 1 2003 耐火 6 25 2038 2073 −
維持
管理

用途
廃止

ウエストプラザ基坂 1 2001 耐火 6 15 2036 2071 −
用途
廃止

ベイコート末広 1 2002 耐火 8 14 2037 2072 −
用途
廃止

シーサイドテラス日和坂 1 2000 耐火 8 22 2035 2070 −
用途
廃止

グランシア大手町 1 2001 耐火 7 21 2036 2071 −
用途
廃止

A-サム サカエ 1 2002 耐火 5 40 2037 2072 −
用途
廃止

リバ東雲 1 2005 耐火 10 46 2040 2075 −
維持
管理

用途
廃止

コンフォート東雲町 1 2004 耐火 11 40 2039 2074 −
維持
管理

用途
廃止

カーサミア大森 1 2003 耐火 8 22 2038 2073 −
維持
管理

用途
廃止

メゾン松風 1 2000 耐火 6 18 2035 2070 −
用途
廃止

クレストコート松風 1 2006 耐火 9 24 2041 2076 −
維持
管理

用途
廃止

メゾン若松 1 2007 耐火 10 45 2042 2077 −
維持
管理

用途
廃止

⼩安⻄団地 1 1977 簡平 1 4 1992 2007 − 24.5% 〇 14,482.3 整形 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − − 〇 − 〇 不要 A B B 必要 無 無 必要

改善が
必要 屋根, 外壁

改善，
または
建替

346 改善 0 0 建替
用途
廃止

維持
管理

用途
廃止

土砂
災害

評価
評価 評価

耐震
基準

耐震
改修

耐震性
の確保

二方向
避難の
確保

⻑期的な
管理の見通し

計画
期間

見通し
期間

物理的
特性の
判定

改善
項目

評価外壁
壁体

外壁
塗装

事業
手法

再判定

2次
判定

1次
判定

①LCCの
縮減効果
(千円/
棟・年)

②建替
事業量
の比較

Aグループ

①将来的な
活用の

優先順位
(⾼1〜7低)

津波
浸水

評価
敷地
面積

敷地
形状

旧市域
居住誘導
区域内に

立地

東部地区
最寄のバス停
から徒歩10分
圏内に立地

団地名 棟
名称

竣工
年度

構造 階数
公募倍率
（H29〜
 R3）

空家率
（R4.6）1/2 1/1 評価

評価管理
⼾数

灯油
配管

社会的
特性の
判定洪水

浸水

②将来
の管理
方針

Bグループ

評価外壁 屋根
屋上

浴室
防火

区画の
確保

評価 評価 屋根
屋上

福祉対応

※⼩安⻄団地は，特定公共賃貸住宅を含めた空家率 
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1次判定 2次判定 3次判定
団地の社会的特性による管理方針 住棟の物理的特性による改善の必要性

①需要 ②効率性 ③立地 ①躯体の安全性 ②避難の安全性 ③居住性 ④劣化状況 ⑤⻑寿命化型改善履歴
（直近10年）

耐用年限経過年 利便性 災害危険区域に立地

エレ
ベーター

階段室
手すり

⼩安⻄団地 2 1977 簡平 1 4 1992 2007 − 24.5% 〇 14,482.3 整形 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − − 〇 − 〇 不要 A B B 必要 無 無 必要

改善が
必要 屋根, 外壁

改善，
または
建替

346 改善 0 0 建替
用途
廃止

維持
管理

用途
廃止

⼩安⻄団地 3 1988 簡二 2 5 2011 2033 − 24.5% 〇 14,482.3 整形 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − − 〇 − 〇 不要 B B C 必要 無 無 必要

改善が
必要 屋根, 外壁

改善，
または
建替

388 改善 0 0 改善
維持
管理

維持
管理

維持
管理

⼩安⻄団地 5 1997 準耐 2 4 2020 2042 − 24.5% 〇 14,482.3 整形 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − − 〇 − 〇 不要 C B C 必要 無 無 必要

改善が
必要 屋根, 外壁

改善，
または
建替

395 改善 0 0 改善
維持
管理

維持
管理

維持
管理

⼩安⻄団地 6 1998 準耐 2 4 2021 2043 − 24.5% 〇 14,482.3 整形 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − − 〇 − 〇 不要 C B C 必要 無 無 必要

改善が
必要 屋根, 外壁

改善，
または
建替

388 改善 0 0 改善
維持
管理

維持
管理

維持
管理

⼩安⻄団地 7 1999 準耐 2 8 2022 2044 − 24.5% 〇 14,482.3 整形 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 − 〇 不要 C B C 必要 無 無 必要

改善が
必要 屋根, 外壁

改善，
または
建替

796 改善 0 0 改善
維持
管理

維持
管理

維持
管理

⼩安⻄団地 8 2002 準耐 1 4 2025 2047 − 24.5% 〇 14,482.3 整形 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − − 〇 − 〇 不要 C C C 不要 無 無 必要

改善が
必要 屋根, 外壁

改善，
または
建替

365 改善 0 0 改善
維持
管理

維持
管理

維持
管理

⼩安⻄団地 9 2003 準耐 1 4 2026 2048 − 24.5% 〇 14,482.3 整形 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − − 〇 − 〇 不要 C C C 不要 無 無 必要

改善が
必要 屋根, 外壁

改善，
または
建替

362 改善 0 0 改善
維持
管理

維持
管理

維持
管理

⼩安⻄団地 10 2005 準耐 1 4 2028 2050 − 24.5% 〇 14,482.3 整形 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − − 〇 − 〇 不要 C C C 不要 無 無 必要

改善が
必要 屋根, 外壁

改善，
または
建替

319 改善 0 0 改善
維持
管理

維持
管理

維持
管理

⼩安⻄団地 11 2006 耐火 1 4 2041 2076 − 24.5% 〇 14,482.3 整形 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − − 〇 − 〇 不要 C C C 不要 無 無 必要

改善が
必要 屋根, 外壁

改善，
または
建替

323 改善 0 0 改善
維持
管理

維持
管理

維持
管理

⼩安⻄団地 12 2008 耐火 2 4 2043 2078 − 24.5% 〇 14,482.3 整形 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 − 〇 不要 C C C 不要 無 無 必要

改善が
必要 屋根, 外壁

改善，
または
建替

309 改善 0 0 改善
維持
管理

維持
管理

維持
管理

釜谷町団地 1 1972 簡平 1 2 1987 2002 − −
用途
廃止

釜谷町団地 2 1972 簡平 1 4 1987 2002 − −
用途
廃止

釜谷東団地 1 1983 簡二 2 4 2006 2028 − 25.0% 〇 1,839.0 整形 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − − 〇 − 〇 不要 A B B 必要 無 無 必要

改善が
必要 屋根, 外壁

改善，
または
建替

350 改善 0 0 改善
維持
管理

維持
管理

維持
管理

釜谷東団地 2 1983 簡二 2 4 2006 2028 − 25.0% 〇 1,839.0 整形 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − − 〇 − 〇 不要 A B B 必要 無 無 必要

改善が
必要 屋根, 外壁

改善，
または
建替

350 改善 0 0 改善
維持
管理

維持
管理

維持
管理

汐首町団地 1 1974 簡平 1 4 1989 2004 − −
用途
廃止

汐首町団地 2 1974 簡平 1 4 1989 2004 − −
用途
廃止

弁才町団地 1 1964 簡平 1 4 1979 1994 − −
用途
廃止

浜町東団地 1 1969 簡平 1 4 1984 1999 − −
維持
管理

用途
廃止

浜町東団地 2 1969 簡平 1 4 1984 1999 − −
維持
管理

用途
廃止

浜町東団地 3 1969 簡平 1 4 1984 1999 − −
維持
管理

用途
廃止

浜町東団地 4 1969 簡平 1 4 1984 1999 − −
維持
管理

用途
廃止

東浜町団地 1 1972 簡平 1 4 1987 2002 − −
用途
廃止

東浜町団地 2 1972 簡平 1 4 1987 2002 − −
用途
廃止

土砂
災害

評価
評価 評価

耐震
基準

耐震
改修

耐震性
の確保

二方向
避難の
確保

⻑期的な
管理の見通し

計画
期間

見通し
期間

物理的
特性の
判定

改善
項目

評価外壁
壁体

外壁
塗装

事業
手法

再判定

2次
判定

1次
判定

①LCCの
縮減効果
(千円/
棟・年)

②建替
事業量
の比較

Aグループ

①将来的な
活用の

優先順位
(⾼1〜7低)

津波
浸水

評価
敷地
面積

敷地
形状

旧市域
居住誘導
区域内に

立地

東部地区
最寄のバス停
から徒歩10分
圏内に立地

団地名 棟
名称

竣工
年度

構造 階数
公募倍率
（H29〜
 R3）

空家率
（R4.6）1/2 1/1 評価

評価管理
⼾数

灯油
配管

社会的
特性の
判定洪水

浸水

②将来
の管理
方針

Bグループ

評価外壁 屋根
屋上

浴室
防火

区画の
確保

評価 評価 屋根
屋上

福祉対応
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1次判定 2次判定 3次判定
団地の社会的特性による管理方針 住棟の物理的特性による改善の必要性

①需要 ②効率性 ③立地 ①躯体の安全性 ②避難の安全性 ③居住性 ④劣化状況 ⑤⻑寿命化型改善履歴
（直近10年）

耐用年限経過年 利便性 災害危険区域に立地

エレ
ベーター

階段室
手すり

東浜町団地 3 1972 簡平 1 2 1987 2002 − −
用途
廃止

浜町⻄団地 1 1993 準耐 2 10 2016 2038 − 30.0% ✕ 4,263.0 整形 〇 − 〇 〇 〇 ✕ 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 − 〇 不要 B B C 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

浜町⻄団地 2 1994 準耐 2 6 2017 2039 − 30.0% ✕ 4,263.0 整形 〇 − 〇 〇 〇 ✕ 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − − 〇 − 〇 不要 B B C 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

浜町⻄団地 3 1995 準耐 2 4 2018 2040 − 30.0% ✕ 4,263.0 整形 〇 − 〇 〇 〇 ✕ 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − − 〇 − 〇 不要 B B C 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

⼾井沢団地 1 1969 簡平 1 4 1984 1999 − −
用途
廃止

⼾井沢団地 2 1968 簡平 1 4 1983 1998 − −
用途
廃止

⼾井沢団地 3 1968 簡平 1 4 1983 1998 − −
用途
廃止

⼾井沢団地 4 1969 簡平 1 4 1984 1999 − −
用途
廃止

豊浦団地 1 1994 準耐 2 6 2017 2039 − 25.0% 〇 3,951.4 整形 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 − 〇 不要 B C C 必要 無 無 必要

改善が
必要 屋根, 外壁

改善，
または
建替

569 改善 0 0 改善
維持
管理

維持
管理

維持
管理

豊浦団地 2 1995 準耐 2 6 2018 2040 − 25.0% 〇 3,951.4 整形 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 − 〇 不要 B C C 必要 無 無 必要

改善が
必要 屋根, 外壁

改善，
または
建替

594 改善 0 0 改善
維持
管理

維持
管理

維持
管理

中浜団地 1 1980 簡平 1 4 1995 2010 − 21.4% 〇 3,451.0 整形 〇 − 〇 〇 〇 ✕ 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − − 〇 − 〇 不要 A B A 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 建替

維持
管理

維持
管理

維持
管理

中浜団地 2 1980 簡平 1 2 1995 2010 − 21.4% 〇 3,451.0 整形 〇 − 〇 〇 〇 ✕ 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − − 〇 − 〇 不要 A B A 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 建替

維持
管理

維持
管理

維持
管理

中浜団地 3 1980 簡平 1 2 1995 2010 − 21.4% 〇 3,451.0 整形 〇 − 〇 〇 〇 ✕ 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − − 〇 − 〇 不要 A B A 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 建替

維持
管理

維持
管理

維持
管理

中浜団地 4 1987 簡二 2 6 2010 2032 − 21.4% 〇 3,451.0 整形 〇 − 〇 〇 〇 ✕ 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − ✕ ✕ − 〇 必要 B B A 必要 無 無 必要
改善が
必要

階段室手すり,
屋根, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

女那川第２団地 1 1969 簡平 1 4 1984 1999 − −
用途
廃止

女那川第２団地 2 1969 簡平 1 4 1984 1999 − −
用途
廃止

女那川第２団地 3 1970 簡平 1 4 1985 2000 − −
用途
廃止

川上団地 1 1971 簡平 1 4 1986 2001 − −
用途
廃止

川上団地 2 1971 簡平 1 4 1986 2001 − −
用途
廃止

川上団地 3 1971 簡平 1 4 1986 2001 − −
用途
廃止

川上団地 4 1971 簡平 1 4 1986 2001 − −
用途
廃止

川上団地 5 1971 簡平 1 4 1986 2001 − −
用途
廃止

川上団地 6 1973 簡平 1 4 1988 2003 − −
維持
管理

用途
廃止

土砂
災害

評価
評価 評価

耐震
基準

耐震
改修

耐震性
の確保

二方向
避難の
確保

⻑期的な
管理の見通し

計画
期間

見通し
期間

物理的
特性の
判定

改善
項目

評価外壁
壁体

外壁
塗装

事業
手法

再判定

2次
判定

1次
判定

①LCCの
縮減効果
(千円/
棟・年)

②建替
事業量
の比較

Aグループ

①将来的な
活用の

優先順位
(⾼1〜7低)

津波
浸水

評価
敷地
面積

敷地
形状

旧市域
居住誘導
区域内に

立地

東部地区
最寄のバス停
から徒歩10分
圏内に立地

団地名 棟
名称

竣工
年度

構造 階数
公募倍率
（H29〜
 R3）

空家率
（R4.6）1/2 1/1 評価

評価管理
⼾数

灯油
配管

社会的
特性の
判定洪水

浸水

②将来
の管理
方針

Bグループ

評価外壁 屋根
屋上

浴室
防火

区画の
確保

評価 評価 屋根
屋上

福祉対応
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1次判定 2次判定 3次判定
団地の社会的特性による管理方針 住棟の物理的特性による改善の必要性

①需要 ②効率性 ③立地 ①躯体の安全性 ②避難の安全性 ③居住性 ④劣化状況 ⑤⻑寿命化型改善履歴
（直近10年）

耐用年限経過年 利便性 災害危険区域に立地

エレ
ベーター

階段室
手すり

川上団地 7 1973 簡平 1 4 1988 2003 − −
維持
管理

用途
廃止

川上団地 8 1974 簡平 1 4 1989 2004 − −
維持
管理

用途
廃止

川上団地 9 1975 簡平 1 4 1990 2005 − −
維持
管理

用途
廃止

川上団地 10 1976 簡平 1 4 1991 2006 − −
維持
管理

用途
廃止

川上団地 11 1976 簡平 1 4 1991 2006 − −
維持
管理

用途
廃止

日ノ浜第１団地 1 1979 簡平 1 2 1994 2009 − −
用途
廃止

日ノ浜第１団地 2 1979 簡平 1 4 1994 2009 − −
用途
廃止

日ノ浜第１団地 3 1962 簡平 1 2 1977 1992 − −
用途
廃止

日ノ浜第１団地 4 1962 簡平 1 4 1977 1992 − −
用途
廃止

日ノ浜第２団地 7 1966 簡平 1 4 1981 1996 − −
維持
管理

用途
廃止

日ノ浜第２団地 10 1967 簡平 1 2 1982 1997 − −
維持
管理

用途
廃止

日ノ浜第２団地 11 1969 簡平 1 4 1984 1999 − −
維持
管理

用途
廃止

日ノ浜第２団地 12 1969 簡平 1 4 1984 1999 − −
維持
管理

用途
廃止

日ノ浜第２団地 13 1970 簡平 1 4 1985 2000 − −
維持
管理

用途
廃止

日ノ浜第２団地 15 1970 簡平 1 3 1985 2000 − −
維持
管理

用途
廃止

日ノ浜第２団地 16 1970 簡平 1 2 1985 2000 − −
維持
管理

用途
廃止

日ノ浜第２団地 17 1970 簡平 1 2 1985 2000 − −
維持
管理

用途
廃止

日ノ浜第２団地 18 1970 簡平 1 4 1985 2000 − −
維持
管理

用途
廃止

日ノ浜第２団地 19 1973 簡平 1 4 1988 2003 − −
維持
管理

用途
廃止

日ノ浜第２団地 20 1977 簡平 1 4 1992 2007 − −
維持
管理

用途
廃止

日ノ浜第３団地 1 1981 簡平 1 2 1996 2011 − −
維持
管理

用途
廃止

日ノ浜第３団地 2 1981 簡平 1 2 1996 2011 − −
維持
管理

用途
廃止

日ノ浜第３団地 3 1981 簡平 1 2 1996 2011 − −
維持
管理

用途
廃止

土砂
災害

評価
評価 評価

耐震
基準

耐震
改修

耐震性
の確保

二方向
避難の
確保

⻑期的な
管理の見通し

計画
期間

見通し
期間

物理的
特性の
判定

改善
項目

評価外壁
壁体

外壁
塗装

事業
手法

再判定

2次
判定

1次
判定

①LCCの
縮減効果
(千円/
棟・年)

②建替
事業量
の比較

Aグループ

①将来的な
活用の

優先順位
(⾼1〜7低)

津波
浸水

評価
敷地
面積

敷地
形状

旧市域
居住誘導
区域内に

立地

東部地区
最寄のバス停
から徒歩10分
圏内に立地

団地名 棟
名称

竣工
年度

構造 階数
公募倍率
（H29〜
 R3）

空家率
（R4.6）1/2 1/1 評価

評価管理
⼾数

灯油
配管

社会的
特性の
判定洪水

浸水

②将来
の管理
方針

Bグループ

評価外壁 屋根
屋上

浴室
防火

区画の
確保

評価 評価 屋根
屋上

福祉対応
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1次判定 2次判定 3次判定
団地の社会的特性による管理方針 住棟の物理的特性による改善の必要性

①需要 ②効率性 ③立地 ①躯体の安全性 ②避難の安全性 ③居住性 ④劣化状況 ⑤⻑寿命化型改善履歴
（直近10年）

耐用年限経過年 利便性 災害危険区域に立地

エレ
ベーター

階段室
手すり

日ノ浜第３団地 4 1981 簡平 1 2 1996 2011 − −
維持
管理

用途
廃止

恵山第１団地 1 1983 簡平 1 2 1998 2013 − 11.1% 〇 2,227.0 整形 〇 − ✕ ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − − 〇 − 〇 不要 C B A 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 建替

維持
管理

維持
管理

維持
管理

恵山第１団地 2 1983 簡平 1 3 1998 2013 − 11.1% 〇 2,227.0 整形 〇 − ✕ ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − − 〇 − 〇 不要 C B A 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 建替

維持
管理

維持
管理

維持
管理

恵山第１団地 3 1992 簡平 1 4 2007 2022 − 11.1% 〇 2,227.0 整形 〇 − ✕ ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − − 〇 − 〇 不要 C B B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 建替

維持
管理

維持
管理

維持
管理

恵山第２団地 1 1967 簡平 1 4 1982 1997 − −
用途
廃止

恵山第２団地 2 1967 簡平 1 2 1982 1997 − −
用途
廃止

恵山第３団地 1 1973 簡平 1 4 1988 2003 − −
維持
管理

用途
廃止

恵山第３団地 2 1974 簡平 1 4 1989 2004 − −
維持
管理

用途
廃止

恵山第３団地 3 1975 簡平 1 4 1990 2005 − −
維持
管理

用途
廃止

恵山第３団地 4 1977 簡平 1 4 1992 2007 − −
維持
管理

用途
廃止

恵山第３団地 5 1979 簡平 1 4 1994 2009 − −
維持
管理

用途
廃止

新八幡町団地 1 1991 簡二 2 3 2014 2036 − 37.5% ✕ 2,415.0 整形 〇 − ✕ ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − − 〇 − 〇 不要 B − B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

新八幡町団地 2 1992 簡二 2 3 2015 2037 − 37.5% ✕ 2,415.0 整形 〇 − ✕ ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − − 〇 − 〇 不要 B − B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

新八幡町団地 3 1992 簡二 2 2 2015 2037 − 37.5% ✕ 2,415.0 整形 〇 − ✕ ✕ 〇 〇 〇 〇 ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − − 〇 − 〇 不要 B − B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

新浜町団地 1 1980 簡平 1 4 1995 2010 − 41.2% ✕ 1,802.1 整形 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理に

ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − − 〇 − 〇 不要 C B A 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 2

継続
管理 建替

維持
管理

維持
管理

維持
管理

新浜町団地 2 1980 簡平 1 4 1995 2010 − 41.2% ✕ 1,802.1 整形 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理に

ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − − 〇 − 〇 不要 C B A 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 2

継続
管理 建替

維持
管理

維持
管理

維持
管理

新浜町団地 3 1984 簡平 1 3 1999 2014 − 41.2% ✕ 1,802.1 整形 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理に

ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − − 〇 − 〇 不要 C B A 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 2

継続
管理 建替

維持
管理

維持
管理

維持
管理

新浜町団地 4 1984 簡平 1 2 1999 2014 − 41.2% ✕ 1,802.1 整形 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理に

ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − − 〇 − 〇 不要 C B A 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 2

継続
管理 建替

維持
管理

維持
管理

維持
管理

新浜町団地 5 1987 簡平 1 4 2002 2017 − 41.2% ✕ 1,802.1 整形 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理に

ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − − 〇 − 〇 不要 C B A 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 2

継続
管理 建替

維持
管理

維持
管理

維持
管理

銚子団地 3 2008 耐火 2 8 2043 2078 − 37.5% ✕ 1,742.2 整形 〇 − ✕ ✕ 〇 ✕ 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 − 〇 不要 C C C 不要 無 無 必要
改善が
必要 屋上, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 6

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

八木川団地 1 1970 簡平 1 4 1985 2000 − −
維持
管理

用途
廃止

八木川団地 2 1970 簡平 1 4 1985 2000 − −
維持
管理

用途
廃止

八木川団地 3 1970 簡平 1 4 1985 2000 − −
維持
管理

用途
廃止

土砂
災害

評価
評価 評価

耐震
基準

耐震
改修

耐震性
の確保

二方向
避難の
確保

⻑期的な
管理の見通し

計画
期間

見通し
期間

物理的
特性の
判定

改善
項目

評価外壁
壁体

外壁
塗装

事業
手法

再判定

2次
判定

1次
判定

①LCCの
縮減効果
(千円/
棟・年)

②建替
事業量
の比較

Aグループ

①将来的な
活用の

優先順位
(⾼1〜7低)

津波
浸水

評価
敷地
面積

敷地
形状

旧市域
居住誘導
区域内に

立地

東部地区
最寄のバス停
から徒歩10分
圏内に立地

団地名 棟
名称

竣工
年度

構造 階数
公募倍率
（H29〜
 R3）

空家率
（R4.6）1/2 1/1 評価

評価管理
⼾数

灯油
配管

社会的
特性の
判定洪水

浸水

②将来
の管理
方針

Bグループ

評価外壁 屋根
屋上

浴室
防火

区画の
確保

評価 評価 屋根
屋上

福祉対応
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1次判定 2次判定 3次判定
団地の社会的特性による管理方針 住棟の物理的特性による改善の必要性

①需要 ②効率性 ③立地 ①躯体の安全性 ②避難の安全性 ③居住性 ④劣化状況 ⑤⻑寿命化型改善履歴
（直近10年）

耐用年限経過年 利便性 災害危険区域に立地

エレ
ベーター

階段室
手すり

八木川団地 4 1970 簡平 1 4 1985 2000 − −
維持
管理

用途
廃止

弥生団地 1 1968 簡平 1 4 1983 1998 − −
維持
管理

用途
廃止

弥生団地 2 1968 簡平 1 4 1983 1998 − −
維持
管理

用途
廃止

カラマツ団地 1 1994 準耐 2 4 2017 2039 − 10.0% 〇 5,174.0 整形 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 − 〇 不要 C C B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

カラマツ団地 2 1995 準耐 2 4 2018 2040 − 10.0% 〇 5,174.0 整形 〇 − 〇 〇 〇 〇 ✕ ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 − 〇 不要 C C B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

カラマツ団地 3 1996 耐火 2 4 2031 2066 − 10.0% 〇 5,174.0 整形 〇 − 〇 〇 〇 〇 ✕ ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 − 〇 不要 C C B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

カラマツ団地 4 1997 耐火 2 4 2032 2067 − 10.0% 〇 5,174.0 整形 〇 − 〇 〇 〇 〇 ✕ ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 − 〇 不要 C C B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

カラマツ団地 5 1998 耐火 2 4 2033 2068 − 10.0% 〇 5,174.0 整形 〇 − 〇 〇 〇 〇 ✕ ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 − 〇 不要 C C B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

アカシア団地 1 1967 簡平 1 6 1982 1997 − −
維持
管理

用途
廃止

アカシア団地 2 1967 簡平 1 6 1982 1997 − −
維持
管理

用途
廃止

見晴台団地 1 1978 簡二 2 4 2001 2023 − 18.8% 〇 2,595.7 整形 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − − 〇 − 〇 不要 B B B 必要 無 無 必要

改善が
必要 屋根, 外壁

改善，
または
建替

318 改善 0 0 改善
維持
管理

維持
管理

維持
管理

見晴台団地 2 1978 簡二 2 4 2001 2023 − 18.8% 〇 2,595.7 整形 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − − 〇 − 〇 不要 B B B 必要 無 無 必要

改善が
必要 屋根, 外壁

改善，
または
建替

318 改善 0 0 改善
維持
管理

維持
管理

維持
管理

見晴台団地 3 1985 簡二 2 4 2008 2030 − 18.8% 〇 2,595.7 整形 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − − 〇 − 〇 不要 A − C 必要 無 無 必要

改善が
必要 屋根, 外壁

改善，
または
建替

340 改善 0 0 改善
維持
管理

維持
管理

維持
管理

見晴台団地 4 1987 簡二 2 4 2010 2032 − 18.8% 〇 2,595.7 整形 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − − 〇 − 〇 不要 A − C 必要 無 無 必要

改善が
必要 屋根, 外壁

改善，
または
建替

329 改善 0 0 改善
維持
管理

維持
管理

維持
管理

川汲緑ヶ丘団地 1 1992 簡二 2 8 2015 2037 − 0.0% 〇 7,472.8 整形 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 − 〇 不要 C − A 必要 無 無 必要

改善が
必要 屋根, 外壁

改善，
または
建替

514 改善 0 0 改善
維持
管理

維持
管理

維持
管理

川汲緑ヶ丘団地 2 1993 準耐 2 4 2016 2038 − 0.0% 〇 7,472.8 整形 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 − 〇 不要 C − A 必要 無 無 必要

改善が
必要 屋根, 外壁

改善，
または
建替

337 改善 0 0 改善
維持
管理

維持
管理

維持
管理

白樺団地 1 1968 簡平 1 4 1983 1998 − −
用途
廃止

白樺団地 2 1968 簡平 1 4 1983 1998 − −
用途
廃止

東海団地 1 1997 耐火 2 4 2032 2067 − 20.8% 〇 9,556.1 整形 〇 − ✕ ✕ 〇 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 − 〇 不要 C C B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

東海団地 2 1997 耐火 2 4 2032 2067 − 20.8% 〇 9,556.1 整形 〇 − ✕ ✕ 〇 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 − 〇 不要 C C B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

東海団地 3 1999 耐火 2 8 2034 2069 − 20.8% 〇 9,556.1 整形 〇 − ✕ ✕ 〇 〇 ✕ ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 − 〇 不要 C C B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

東海団地 6 1977 簡二 2 4 2000 2022 − 20.8% 〇 9,556.1 整形 〇 − ✕ ✕ 〇 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − − 〇 − 〇 不要 A B B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 建替

維持
管理

維持
管理

維持
管理

東海団地 7 1979 簡二 2 4 2002 2024 − 20.8% 〇 9,556.1 整形 〇 − ✕ ✕ 〇 〇 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

旧 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − − 〇 − 〇 不要 C C C 不要 無 無 必要
改善が
必要 屋根, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善

維持
管理

維持
管理

維持
管理

土砂
災害

評価
評価 評価

耐震
基準

耐震
改修

耐震性
の確保

二方向
避難の
確保

⻑期的な
管理の見通し

計画
期間

見通し
期間

物理的
特性の
判定

改善
項目

評価外壁
壁体

外壁
塗装

事業
手法

再判定

2次
判定

1次
判定

①LCCの
縮減効果
(千円/
棟・年)

②建替
事業量
の比較

Aグループ

①将来的な
活用の

優先順位
(⾼1〜7低)

津波
浸水

評価
敷地
面積

敷地
形状

旧市域
居住誘導
区域内に

立地

東部地区
最寄のバス停
から徒歩10分
圏内に立地

団地名 棟
名称

竣工
年度

構造 階数
公募倍率
（H29〜
 R3）

空家率
（R4.6）1/2 1/1 評価

評価管理
⼾数

灯油
配管

社会的
特性の
判定洪水

浸水

②将来
の管理
方針

Bグループ

評価外壁 屋根
屋上

浴室
防火

区画の
確保

評価 評価 屋根
屋上

福祉対応

※川汲緑ヶ丘団地は，特公賃を含めた空家率 
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※⼩安⻄団地は，特公賃を含めた空家率 
※川汲緑ヶ丘団地は，特公賃を含めた空家率 

 

  

1次判定 2次判定 3次判定
団地の社会的特性による管理方針 住棟の物理的特性による改善の必要性

①需要 ②効率性 ③立地 ①躯体の安全性 ②避難の安全性 ③居住性 ④劣化状況 ⑤⻑寿命化型改善履歴
（直近10年）

耐用年限経過年 利便性 災害危険区域に立地

エレ
ベーター

階段室
手すり

アスナロ団地 1 1965 簡平 1 2 1980 1995 − −
維持
管理

用途
廃止

アスナロ団地 2 1965 簡平 1 4 1980 1995 − −
維持
管理

用途
廃止

アスナロ団地 3 1967 簡平 1 4 1982 1997 − −
維持
管理

用途
廃止

アスナロ団地 4 1967 簡平 1 4 1982 1997 − −
維持
管理

用途
廃止

アスナロ団地 5 1967 簡平 1 4 1982 1997 − −
維持
管理

用途
廃止

アスナロ団地 6 1968 簡平 1 4 1983 1998 − −
維持
管理

用途
廃止

アスナロ団地 7 1968 簡平 1 4 1983 1998 − −
維持
管理

用途
廃止

はまゆり団地 1 1966 簡平 1 2 1981 1996 − −
維持
管理

用途
廃止

はまゆり団地 2 1966 簡平 1 4 1981 1996 − −
維持
管理

用途
廃止

はまゆり団地 3 1966 簡平 1 4 1981 1996 − −
維持
管理

用途
廃止

豊川団地(特公賃) 1 1997 耐火 6 32 2032 2067 − 0.0% 〇 1,567.1 整形 〇 〇 − 〇 〇 ✕ 〇 ✕ ✕

継続管理に
ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 〇 〇 〇 − 〇 不要 B C C 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋上, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 3

継続
管理 改善 −

維持
管理

改善

弥生団地(特公賃) 1 1998 耐火 3 30 2033 2068 − 30.0% ✕ 3,337.5 整形 〇 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理に

ついて判断を
留保する団地

新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 − 〇 不要 A C B 必要 無 無 必要
改善が
必要 屋上, 外壁

改善，建替，
または

用途廃止
0 0 2

継続
管理 改善 − 改善

維持
管理

⼩安⻄団地(特公賃) 4 1996 準耐 2 4 2019 2041 − 24.5% 〇 14,482.3 整形 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − − 〇 − 〇 不要 C B C 必要 無 無 必要

改善が
必要 屋根, 外壁

改善，
または
建替

370 改善 0 0 改善
維持
管理

維持
管理

維持
管理

川汲緑ヶ丘団地(特公賃) 3 1995 耐火 2 4 2030 2065 − 0.0% 〇 7,472.8 整形 〇 − 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継続管理
する団地 新 不要 〇 不要 〇 〇 不要 − 〇 〇 − 〇 不要 C C A 必要 無 無 必要

改善が
必要 屋根, 外壁

改善，
または
建替

419 改善 0 0 改善
維持
管理

維持
管理

維持
管理

土砂
災害

評価
評価 評価

耐震
基準

耐震
改修

耐震性
の確保

二方向
避難の
確保

⻑期的な
管理の見通し

計画
期間

見通し
期間

物理的
特性の
判定

改善
項目

評価外壁
壁体

外壁
塗装

事業
手法

再判定

2次
判定

1次
判定

①LCCの
縮減効果
(千円/
棟・年)

②建替
事業量
の比較

Aグループ

①将来的な
活用の

優先順位
(⾼1〜7低)

津波
浸水

評価
敷地
面積

敷地
形状

旧市域
居住誘導
区域内に

立地

東部地区
最寄のバス停
から徒歩10分
圏内に立地

団地名 棟
名称

竣工
年度

構造 階数
公募倍率
（H29〜
 R3）

空家率
（R4.6）1/2 1/1 評価

評価管理
⼾数

灯油
配管

社会的
特性の
判定洪水

浸水

②将来
の管理
方針

Bグループ

評価外壁 屋根
屋上

浴室
防火

区画の
確保

評価 評価 屋根
屋上

福祉対応
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６ 事業計画 
【旧市域地区】 

 
 ※湯浜団地には，湯浜改良団地（１号棟）と湯浜単⾝⽼⼈住宅（２号棟・３号棟）が含まれている。 
※旭岡団地は，集約時の移転先として改善事業を⾏うため，移転対象の⼊居者の意向を踏まえ，１丁目または３丁目のいずれかの住棟を改善対象とする。 
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【東部地区】 

  

■ ⼾井地区

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24
(2023) (2024) (2025) (2026) (2027) (2028) (2029) (2030) (2031) (2032) (2033) (2034) (2035) (2036) (2037) (2038) (2039) (2040) (2041) (2042)

S52 H19 簡平 2 8 維持管理 用途廃止 ▲8⼾♯1,2 8⼾ 0⼾

S63〜H20 R15〜R60
簡2,準平,
準2,耐平,
耐2

9 41 維持管理 維持管理 41⼾ 41⼾

2 釜谷町団地 S47 H14 簡平 2 6 用途廃止 ▲6⼾ 0⼾ 0⼾
3 釜谷東団地 S58 R10 簡2 2 8 維持管理 維持管理 8⼾ 8⼾
4 汐首町団地 S49 H16 簡平 2 8 用途廃止 ▲8⼾ 0⼾ 0⼾
5 弁才町団地 S39 H6 簡平 1 4 用途廃止 ▲4⼾ 0⼾ 0⼾
6 浜町東団地 S44 H11 簡平 4 16 維持管理 用途廃止 ▲16⼾ 16⼾ 0⼾
7 東浜町団地 S47 H14 簡平 3 10 用途廃止 ▲10⼾ 0⼾ 0⼾
8 浜町⻄団地 H5〜H7 R20〜22 準2 3 20 維持管理 維持管理 20⼾ 20⼾
9 ⼾井沢団地 S43〜S44 H10〜11 簡平 4 16 用途廃止 ▲16⼾ 0⼾ 0⼾

32 137 137⼾ 133⼾ 133⼾ 133⼾ 133⼾ 117⼾ 111⼾ 103⼾ 103⼾ 93⼾ 93⼾ 93⼾ 77⼾ 77⼾ 77⼾ 69⼾ 69⼾ 69⼾ 69⼾ 69⼾ 93⼾ 69⼾
1 ［特公賃］⼩安⻄団地 H8 R23 準2 1 4 維持管理 維持管理 4⼾ 4⼾

33 141 141⼾ 137⼾ 137⼾ 137⼾ 137⼾ 121⼾ 115⼾ 107⼾ 107⼾ 97⼾ 97⼾ 97⼾ 81⼾ 81⼾ 81⼾ 73⼾ 73⼾ 73⼾ 73⼾ 73⼾ 97⼾ 73⼾

■ 恵山地区

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24
(2023) (2024) (2025) (2026) (2027) (2028) (2029) (2030) (2031) (2032) (2033) (2034) (2035) (2036) (2037) (2038) (2039) (2040) (2041) (2042)

1 豊浦団地 H6〜H7 R21〜22 準2 2 12 維持管理 維持管理 12⼾ 12⼾
2 中浜団地 S55〜S62 H22〜R14 簡平,簡2 4 14 維持管理 維持管理 14⼾ 14⼾
3 女那川第２団地 S44〜S45 H11〜12 簡平 3 12 用途廃止 ▲12⼾ 0⼾ 0⼾

S46 H13 5 20 用途廃止
▲20⼾
♯1〜5

0⼾ 0⼾

S48〜S51 H15〜18 6 24 維持管理 用途廃止
▲24⼾

♯6〜11
24⼾ 0⼾

5 日ノ浜第１団地 S37〜S54 H4〜21 簡平 4 12 用途廃止 ▲12⼾ 0⼾ 0⼾
6 日ノ浜第２団地 S41〜S52 H8〜19 簡平 11 37 維持管理 用途廃止 ▲37⼾ 37⼾ 0⼾
7 日ノ浜第３団地 S56 H23 簡平 4 8 維持管理 用途廃止 ▲8⼾ 8⼾ 0⼾
8 恵山第１団地 S58〜H4 H25〜R4 簡平 3 9 維持管理 維持管理 9⼾ 9⼾
9 恵山第２団地 S42 H9 簡平 2 6 用途廃止 ▲6⼾ 0⼾ 0⼾
10 恵山第３団地 S48〜S54 H15〜21 簡平 5 20 維持管理 用途廃止 ▲20⼾ 20⼾ 0⼾

49 174 174⼾ 162⼾ 142⼾ 142⼾ 142⼾ 142⼾ 136⼾ 136⼾ 136⼾ 124⼾ 124⼾ 116⼾ 116⼾ 116⼾ 116⼾ 116⼾ 116⼾ 79⼾ 55⼾ 35⼾ 124⼾ 35⼾

■ 椴法華地区

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24
(2023) (2024) (2025) (2026) (2027) (2028) (2029) (2030) (2031) (2032) (2033) (2034) (2035) (2036) (2037) (2038) (2039) (2040) (2041) (2042)

1 新八幡町団地 H3〜H4 R18〜19 簡2 3 8 維持管理 維持管理 8⼾ 8⼾

2 新浜町団地 S55〜S62 H22〜29 簡平 5 17 維持管理 維持管理 17⼾ 17⼾

3 銚子団地 H20 R60 耐2 1 8 維持管理 維持管理 8⼾ 8⼾

9 33 33⼾ 33⼾ 33⼾ 33⼾ 33⼾ 33⼾ 33⼾ 33⼾ 33⼾ 33⼾ 33⼾ 33⼾ 33⼾ 33⼾ 33⼾ 33⼾ 33⼾ 33⼾ 33⼾ 33⼾ 33⼾ 33⼾

■ 南茅部地区

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24
(2023) (2024) (2025) (2026) (2027) (2028) (2029) (2030) (2031) (2032) (2033) (2034) (2035) (2036) (2037) (2038) (2039) (2040) (2041) (2042)

1 八木川団地 S45 H12 簡平 4 16 維持管理 用途廃止 ▲16⼾ 16⼾ 0⼾

2 弥生団地 S43 H10 簡平 2 8 維持管理 用途廃止 ▲8⼾ 8⼾ 0⼾

3 カラマツ団地 H6〜H10 R21〜R50 準2,耐2 5 20 維持管理 維持管理 20⼾ 20⼾

4 アカシア団地 S42 H9 簡平 2 12 維持管理 用途廃止 ▲12⼾ 12⼾ 0⼾

5 見晴台団地 S53〜S62 R5〜14 簡2 4 16 維持管理 維持管理 16⼾ 16⼾

6 川汲緑ヶ丘団地 H4〜H5 R19〜R20 簡2,準2 2 12 維持管理 維持管理 12⼾ 12⼾

7 白樺団地 S43 H10 簡平 2 8 用途廃止 ▲8⼾ 0⼾ 0⼾

8 東海団地 S52〜H11 R4〜R51 簡2,耐2 5 24 維持管理 維持管理 24⼾ 24⼾

9 アスナロ団地 S40〜S43 H7〜10 簡平 7 26 維持管理 用途廃止 ▲26⼾ 26⼾ 0⼾

10 はまゆり団地 S41 H8 簡平 3 10 維持管理 用途廃止 ▲10⼾ 10⼾ 0⼾

36 152 152⼾ 152⼾ 152⼾ 152⼾ 152⼾ 152⼾ 144⼾ 144⼾ 144⼾ 144⼾ 144⼾ 144⼾ 136⼾ 110⼾ 110⼾ 100⼾ 88⼾ 72⼾ 72⼾ 72⼾ 144⼾ 72⼾

1 ［特公賃］川汲緑ヶ丘団地 H7 R47 耐2 1 4 維持管理 維持管理 4⼾ 4⼾

37 156 156⼾ 156⼾ 156⼾ 156⼾ 156⼾ 156⼾ 148⼾ 148⼾ 148⼾ 148⼾ 148⼾ 148⼾ 140⼾ 114⼾ 114⼾ 104⼾ 92⼾ 76⼾ 76⼾ 76⼾ 148⼾ 76⼾

126 496 496⼾ 480⼾ 460⼾ 460⼾ 460⼾ 444⼾ 424⼾ 416⼾ 416⼾ 394⼾ 394⼾ 386⼾ 362⼾ 336⼾ 336⼾ 318⼾ 306⼾ 253⼾ 229⼾ 209⼾ 394⼾ 209⼾
2 8 8⼾ 8⼾ 8⼾ 8⼾ 8⼾ 8⼾ 8⼾ 8⼾ 8⼾ 8⼾ 8⼾ 8⼾ 8⼾ 8⼾ 8⼾ 8⼾ 8⼾ 8⼾ 8⼾ 8⼾ 8⼾ 8⼾

128 504 504⼾ 488⼾ 468⼾ 468⼾ 468⼾ 452⼾ 432⼾ 424⼾ 424⼾ 402⼾ 402⼾ 394⼾ 370⼾ 344⼾ 344⼾ 326⼾ 314⼾ 261⼾ 237⼾ 217⼾ 402⼾ 217⼾
特定公共賃貸住宅 計

公営住宅 計

東部地区 計

南茅部地区 計

見通し期間
R24年度末

⼾数
備 考

計画期間
見通し
期間

公営住宅 計

R4年度末
⼾数

事業手法 計画期間 見 通 し 期 間 計画期間
R14年度末

⼾数
No. 団 地 名 竣工年度

構造
･階数

R4年度末
棟数

耐用年限
経過年

見通し期間
R24年度末

⼾数
備 考

計画期間
見通し
期間

計画期間
R14年度末

⼾数

計画期間 見 通 し 期 間

耐用年限
経過年

耐用年限
経過年

椴法華地区 計

R4年度末
⼾数

事業手法
No. 団 地 名 竣工年度

構造
･階数

R4年度末
棟数

耐用年限
経過年

事業手法

計画期間
見通し
期間

事業手法

計画期間

見 通 し 期 間

計画期間
R14年度末

⼾数

計画期間
R14年度末

⼾数

計画期間

計画期間

見 通 し 期 間
No. 団 地 名

川上団地

R4年度末
棟数

 ⼾井地区 計

公営住宅 計

R4年度末
棟数

R4年度末
⼾数

R4年度末
⼾数

竣工年度
構造
階数

見通し期間
R24年度末

⼾数

見通し期間
R24年度末

⼾数

備 考

備 考見通し
期間

恵山地区 計

1

No. 団 地 名

⼩安⻄団地

構造
階数

竣工年度

4 簡平
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７ 日常点検表 
【建築物】 

カテゴリ 点検部位 点検項目 法定点検 
対象 

Ⅰ．敷地
および地
盤 

ア）地盤 □地盤沈下等による不陸，傾斜等の状況 ☆ 
イ）敷地 □敷地内の排水の状況 ☆ 
ウ）敷地内の通路 □敷地内の通路の支障物の状況 ☆ 
エ）塀 □組積造の塀または補強コンクリートブロック造の塀等の劣化およ

び損傷の状況 ☆ 
 □金属フェンス等の劣化および損傷の状況  
オ）擁壁 □擁壁の劣化および損傷の状況 ☆ 
 □擁壁の水抜きパイプの維持保全の状況 ☆ 
カ）屋外工作物 □遊具，ベンチ等の劣化および損傷の状況  
キ）屋外電気設備 □外灯の不具合，劣化および損傷の状況  
ク）通路・車路 □平面駐車場の劣化および損傷の状況  
 □車路・歩道，スロープ，屋外階段の劣化および損傷の状況  
ケ）付属施設 □自転車置場，ゴミ集積所等の劣化および損傷の状況  

Ⅱ．建築
物の外部 

ア）基礎 □基礎の沈下等の状況 ☆ 
 □基礎の劣化および損傷の状況 ☆ 
イ）土台 □土台の沈下等の状況 ☆ 
 □土台の劣化および損傷の状況 ☆ 
ウ）外壁（躯体等） □木造の外壁躯体の劣化および損傷の状況 ☆ 
 □補強コンクリートブロック造の外壁躯体の劣化および損傷の状況 ☆ 
 □PCa 鉄筋コンクリート造の外壁躯体の劣化および損傷の状況  
 □鉄筋コンクリート造および鉄骨鉄筋コンクリート造の外壁躯体の

劣化および損傷の状況 ☆ 
エ）外壁 

（外装仕上げ材等） 
□塗り仕上げ，タイル，石貼り等（乾式工法によるものを除く。），

モルタル等の劣化および損傷の状況 ☆ 
□金属系パネルの劣化および損傷の状況 ☆ 
□コンクリート系パネルの劣化および損傷の状況 ☆ 
□窯業系サイディングの劣化および損傷の状況  
□シーリングの劣化および損傷の状況  

オ）外壁（窓サッシ等） □サッシ等の劣化および損傷の状況 ☆ 
カ）建具 □共用部ドア，住⼾⽞関ドアの劣化および損傷の状況  

□シャッター（防火シャッター含む），メーターボックス扉，パイ
プスペース扉等の枠および建具の劣化および損傷の状況  

キ）金物類 □落下防護庇の劣化および損傷の状況  
□集合郵便受，掲示板等，室名札の劣化および損傷の状況  

Ⅲ．屋上
および屋
根 

ア）屋上面，屋上回り □屋上面の劣化および損傷の状況 ☆ 
 □雨樋の劣化および損傷の状況  
イ）屋根 □屋根の劣化および損傷の状況 ☆ 

Ⅳ．避難
施設等 

ア）廊下（共用廊下） □物品の放置の状況 ☆ 
 □手すりの劣化および損傷の状況  
 □床の劣化および損傷の状況  
 □壁・柱・梁の劣化および損傷の状況  
 □天井・軒裏の劣化および損傷の状況  
イ）出入口 □物品の放置の状況 ☆ 
ウ）バルコニー □手すり等の劣化および損傷の状況 ☆ 
 □物品の放置の状況 ☆ 
 □隔て板，物干し金物等の劣化および損傷の状況  
 □床・壁・柱・梁・天井の劣化および損傷の状況  
エ）階段 □物品の放置の状況 ☆ 
 □階段各部の劣化および損傷の状況 ☆ 

【建築設備】 
カテゴリ 点検部位 点検項目 法定点検 

対象 
Ⅰ． 
給水設備 
および 
排水設備 

ア）飲料用配管および排水配管 
（隠蔽部分および埋設部分を除く。）

□配管の腐食および漏水の状況 ☆ 
イ）給水タンク等，給水ポンプ □給水タンク等の腐食および漏水の状況 ☆ 
ウ）排水設備 

（隠蔽部分および埋設部分を除く。）
□屋内雑排水管，汚水管，雨水管の腐食および漏水の 

状況  
出典︓公営住宅等日常点検マニュアル(耐火・準耐火編)（平成28年8⽉ 国⼟交通省住宅局住宅総合整備課） 
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８ 修繕周期表 
 

 

           出典︓公営住宅等⻑寿命化計画策定指針（改定）（平成 28 年 8 ⽉，国⼟交通省住宅局住宅総合整備課） 
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９ ⻑寿命化に係る交付金対象事業 
 

区分 住⼾規模改善（規模増含む） 共用部分改善 屋外・外構改善 
居住性 
向上型 

・間取りの改修  
・給湯設備の設置  
・電気容量のアップ  
・浴室のユニットバス化 

等 

・給水方式の変更  
・灯油集中配管設備の設置 
・交流スペースの設置  
・宅配ボックスの設置 

等 

・雨水貯留施設の設置  
・集会所の追加整備・増改築 
・児童遊園の整備  
・交流スペースの設置  
・排水処理施設の整備 

等 
福祉 

対応型 
・住⼾内部の段差解消  
・浴室，便所等の手摺設置 
・浴室，便所の高齢者対応 
・高齢者対応建具の設置 
・流し台，洗面台の高齢者対応 
・グループホームへの改良 

等 

・廊下，階段の手摺設置  
・中層ＥＶの設置・機能向上 
・段差の解消  
・視覚障害者誘導用ブロック 

等の設置 
等 

・屋外階段の手摺の設置 
・集会所の便所・⽞関への手 

摺の設置  
・屋外通路等の幅員確保 
・スロープ設置  
・電線の地中化 

等 
安全性
確保型 

・台所壁の不燃化  
・避難経路の確保  
・住宅用防災警報器等の設置 

（※1） 
・アスベストの除去等  
・ピッキングが困難な構造の

⽞関扉の錠，補助錠の設
置，破壊が困難なガラスへ
の取替，防犯上有効な個所
への面格子等の防犯建物部
品の設置（※3）  

・防災・減災対策（※4） 
等 

・耐震改修（※2）  
・外壁落下防止改修  
・バルコニーの手摺アルミ化  
・防火区画の設置  
・避難設備の設置  
・アスベストの除去等  
・ＥＶかご内の防犯カメラ 

設置（※3） 
・地震時管制運転装置等の設 

置，⼾開⾛行保護装置の設 
置または主要機器耐震補強 
措置の実施  

・防災・減災対策（※4） 
等 

・屋外消火栓設置  
・集会所の外壁落下防止改修 
・避難経路となる屋外通路等 

の整備  
・屋外通路等の照明設備の照 

度確保（※3）  
・ガス管の耐震性・耐食性向上 
・防犯上有効な塀，柵，垣， 

植栽の設置（※3）  
・防災・減災対策（※4） 

等 

⻑寿命
化型 

・浴室の防水性向上に資する 
工事  

・内壁の断熱性向上・耐久性 
向上に資する工事 

・配管の耐久性向上に資する 
工事 

等 

・躯体・屋上・外壁・配管の 
耐久性向上  

・避難施設の耐久性向上 
等 

・配管の耐久性・耐食性向上 
に資する工事 

等 

脱炭素 
社会 

対応型 

・外壁・最上階の天井等の断
熱 

・開口部のアルミサッシ化
(室内側のプラストサッシ
化・省エネ性向上に資する
交換) 

・省エネルギー性能の高い設
備への交換 

等 

・断熱化対応（断熱強化） 
・再生可能エネルギー導入 

（太陽光発電設備，蓄電池， 
太陽熱温水器の設置等） 

等 

・集会所における省エネルギ 
ー性能の高い設備への交換  

・再生可能エネルギー導入 
（太陽光発電設備，蓄電池，

太陽熱温水器の設置等） 
等 

※1 公営住宅への住宅用防災警報器等の設置については，「住宅用防災警報器および住宅用防災報知設備の設置について（通知） 
（平成17年9⽉16日国住備第50号）を参照。また，単なる更新は補助対象とならないことに注意  

※2 公営住宅の耐震改修については，「公営住宅等の耐震化の推進について（平成18年4⽉28日国住備第31 号）」を参照 
※3 公営住宅の防犯性向上については，「共同住宅に係る防犯上の留意事項および防犯に配慮した共同住宅に係る設計指針につい 

て（平成 13年3⽉23日国住備発第110号）」を参照 

※4 公営住宅の防災・減災対策については，「公営住宅における安全対策の推進について」（令和３年２⽉８日国住備第119号）を
参照 
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１０ 地区区分 
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